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はじめに

本研究では､様々な災害情報を地域の防災力向上に結びつけることを目的に､産官学の研

究者が協働して､地震防災に関る各研究分野の情報の整理､知識ベース及びデータベースの

構築､災害時情報の収集システムの構築､ウェブGISを利用した情報の総合化と情報発信な

どについて様々な試みを行った｡ここでは､最新の研究的知見･データと､情報処理･通信

技術を最大塀投入し､地域の防災力を向上させるためのシステム開発を試みた｡未だ卵の段

階のものも多数あるが,中にはプロトタイプシステムとして肺化しはじめたシステムや､具

体的に供用できるレベルに達したシステムもある｡また､計算機上のシステム開発に加え､

組織としてのシステムもできるかぎり構築した｡様々な階層の人的ネットワークを形作り､

異なる対象に対して､情報を対象者に応じて加工して発受信するフレームワークも作りつつ

ある｡

自然災害にとって情報は重要なキーワードである｡災害を抑制するための対策作りに必要

となる情報､発災時の命を救うための情報､発災後の生活復旧のための情報など､時間､人､

場によって情報のあり方が変化する｡特に､地域では､情報量が首都圏と比べて極めて少な

く､このことが､地域における防災意識の低さや､人や技術力の不足を招いていると考えら

れる｡地域の防災力向上には情報の量と質の改善が不可欠であるoこのような観点で､本研

究では､研究代表者が居住する名古屋圏を主たる対象地域として､災害を情報と言う切り口

で分析し､様々な具体的システムの開発を通して､地域の防災力向上に貢献することを目標

とした｡大学が今後地域の防災にどのように貢献できるか､といった切り口で､全体を概観

して頂けると幸いである｡

卑お本報告書の中をざっとご覧頂くとお分かり頂けると思うが､第3章では､最前線で活

躍する我が国の気鋭の防災研究者､技術者､行政マンが､今後の防災研究のあり方について

数多くの提言を行っている｡また第4章では実際に開発したシステムを詳細に説明しており､

特に4.5節では今後の発展性について研究者･技術者の方々に提案を書いていただいた｡

本研究プロジェクトに参画いただいた各氏に多大な敬意と謝意を表したいo

名古屋大学環境学研究科都市環境学専攻 福和 伸夫
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1.序 論

本文に入る前に､ここでは､地域に焦点をあて､防災を考える上での周辺状況の分析をしてみ

る｡その上で､大学を中心とする研究者が地域防災にどのように関っていけるのかについて検討

する｡その際には､近年の大学の状況も大きく関連するので､大学の現状についても分析してお

く｡後述する様々な知識･データ･システムと､大学や地域の組織･構造･ネットワークが互い

に協調して働くことにより､地域の防災力が向上すると思われる｡

1.1防災問題における地域性の分析

地域における災害対応力を考える上では､地域の視点が重要である｡多くの研究者や行政官は､

首都圏を中心に活動しているため､首都圏における環境条件を半ば常識として防災の問題を考え

がちである｡しかし､首都圏はわが国全体から見れば極めて特殊な環境にある｡殆どの地域は､

首都圏とは随分違った環境におかれており､これらの地域の防災力を向上するには､地域特性を

踏まえた防災戦略を立てる必要がある｡わが国で発生した近年の自然災害を考えてもその多くは

首都圏以外で発生したものである｡ちなみに､平成12年度に緊急災害情報が出された自然災害は､

①有珠山の火山活動､ ②三宅島火山活動及び新島･神津島･三宅島近海を震源とする地震､ ③平

成12年秋雨前線と台風第14号に伴う大雨による被害状況､ ④鳥取県西部地震､ ⑤大雪による被

害､ ⑥平成13年芸予地震の6件であり､いずれも首都圏以外で発生した0

一方､ 1998年の建築基準法の改訂以降､耐震性能の性能設計化が叫ばれるようになり､地域の

地震活動度や地盤条件を踏まえた地震荷重評価の必要性が高まっている｡この際には､所謂､地

域の土地感(歴史地震､活断層､地盤･地質情報など)が重要になる｡

ここでは､地方における共通課題として､ ①人､ ②データ､ ③知識･情報､ ④行政､ ⑤防災意

識の5つの問題を取り上げ､これらについて考えてみる｡

1.1.1人の問題

地域は技術者の絶対量が少なく､研究者は稀少で実務者比率が高い｡研究を推進すべき拠点(研

究所)も少なく､建築や防災に関する教育機関(大学)がない県も多い｡また､地方の大学は教

室規模が小さいため､建築学教室が存在したとしても防災問題までカバーしていない大学も多い｡

国立や民間の研究機関は首都圏に集中しているため､人的資源は大学を除くと行政庁に限られて

いる｡しかし､行政単位が小さくなると､防災担当者は兼務者になるのが一般的である｡大学も

行政体もある程度の規模がないと地震防災に関わる人間を抱えられないのが現状である｡まずは､

地域での防災の核となる拠点と人材の養成が必要である｡しかし､地域の防災拠点を作るには､

何らかの動機付けと組織の規模が必要となる｡

一方､地域では人的資源の不足のため､数少ない研究者が多くのプロジェクトに共通に参画し

ている｡このため､研究者が主導してプロジェクトを作ることが容易である｡地域は､様々な融
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合が可能な場とも言え､また個々の研究者の行動が市民の安全に直接的に貢献しやすい場でもあ

る｡地域の研究者は地域-の愛着も強いので､地方大学の大学人の意識を高め､地域防災に携わ

る機会を増やすことが有用である｡

1.1.2 データ

地方では地震防災に関わる基礎データが質･量ともに不足している｡兵庫県南部地震以降､強

震観測状況は改善されつつあるが､観測データは十分に活用されていない｡また､地盤データや

地域の地震被害の文献資料はごく限られる｡基礎データを新たに作り込むと共に､既存データを

有効活用できる枠組みを作っていくことが必要である｡自治体や大学がリーダーシップをとって

継続的に調査を実施することが望まれる｡なお､地方のデータは公開されていない場合も多い｡

地震被害の歴史資料などは町史などに纏められている場合もあるが､未発掘のものも多い｡地盤

に関わる土地勘的なデータも含めて､所謂､地域の事情通との連携が必要である｡これらのデー

タは､被害予測のための基礎データや､予測結果の検証用データに利用できる｡

1.1.3 知識･情報

地方では研究会や講演会が少なく､研究グループや勉強会を作るだけの人数を集めることも難

しいため､最新の防災情報を得るチャンスが少ない｡また､マスコミが防災関連の話題を掘り下

げて報道することも稀である｡新聞の場合は防災問題が購読者の興味を引かないこと, TV局の

場合にはローカル番組の放送時間帯が午後6時ごろに限られることなどのため､淡白かつ浅薄な

防災報道となりがちである｡こ?ため､地震防災に関わる意識の中央との温度差は拡大しつつあ

るo こういった状況の打開が地域の防災意識向上にも繋がる｡地元大学の公開講座や社会人教育

制度の活用､各学協会などと連携した講習会の全国行脚などが期待される｡また､地元マスコミ

人に地震防災の重要性を理解してもらう努力をした上で､地域の地震危険度に関する分かりやす

い情報を提供し､防災に関わる題材をマスコミに取り上げてもらうことが､自治体を動かし､防

災施策を推進する力になると思われる｡

1.1.4 行政

地方は実利的･保守的な体質を持っており､安全･環境より振興が優先され､ソフトよりもハ

ード指向が強い｡このため､地方自治体の防災関連の予算や人は少なく､国頼みになる傾向が強

い｡防災施策の実行には､自治体の規模とは関係なく最低限の人と金が必要となる｡自治体の大

きさに比例した予算や人員規模では､中小自治体ほど地震防災の空白地帯になってしまう｡また､

自治体の規模が小さいほどトップめリーダーシップの比重は高く､首長の防災意識次第で防災予

算に差が生じる｡防災の優等生と言われる自治体は､首長の防災意識の高さと地域の安全に対す

る首長の強い責任感が感じられる｡

防災施策の基本は総合調整機能にあるが､自治体の各部局は異なる中央省庁を向いており､部

局間の縦割が存在する｡隣接県間･市町村間の風通しも悪い｡国･県･市町村の意識の差も大き

く横割も存在する｡地方の人的資源の少なさを考えると縦割･横割を是正し効率よく問題に対処
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することが大切であり､特に土木･建築部局と防災部局との連携が重要であるo場合によっては､

地方では､自治体の施策に参画する機会が多い大学人が､人間ネットを介して縦割･横割の改善

を図ることが近道かもしれない｡その前に､研究者間の縦割りの是正が必要かも知れないが(?)o

また､各地の地震防災の施策単位をどうするかという問題もある｡想定地震の選定や地震動予

測などは数県をカバーした広域の地域で実施されるべきであるo iEJ)順仲国の地方局の単位に対

応する大きさである｡一方で､地域でのきめ細やかな防災施策の展開には市町村レベルでの対応

が必要となる｡各自治体の･自治や分権を尊重しつつ､目的に応じて自治体間の連携が行える体制

作りが必要である｡その際に問題になるのは､地方財政の硬直した仕組みであるo例えば､名古

屋市予算の仕組みを例にとれば､各部局予算は国からの補助金も加えた状態でゼロシーリングが

要求される｡国からの補助金相当分､市の独自予算が減少す争ことになり､通常経費が圧迫され

ることになる｡このため､確実に補助金が手当されない調査について予算申請することを鋳跨す

る傾向がある｡また､予算編成時期の関係で､国からの補助を活用しにくい状況にもある｡行政

単位が異なる県と市の協力も､財政上､或いは､調査の実施上､困難を伴うようであるo調査委

員会の設置や調査会社の入札･契約の問題など､調整項目が多いことが連携を難しくしているo

国は､こういった地方自治体の状況を勘案して､多数の自治体が参画するコンソーシアム作りを

支援するなど､自治体間の連携をバックアップすることが期待されるoこのことは実効ある防災

施策推進のための環境整備となる｡

1.I.5 防災意識

防災や環境の問題に対する関心の低さは地方共通の特質だと思われるo自治体が一般市民に提

供する情報が不足していること､防災教育を通した市民の意識啓発のための施策が不足している

こと､市民の自治体に対するお上意識が強いこと､マスコミが発信する防災情報の提供量が少な

いこと､大都市に比べ自律性が高く災害脆弱度が相対的に低いこと､などが関心の低さの原因だ

と思われる｡事例として取り上げた名古屋の場合､震害経験の多さや地震危険度の高さと､地震

防災意識の低さを対比してみると､防災に関わる技術者としては看過できないものを感じるoこ

れは､行政体に限らず､研究者･技術者･マスコミ･市民の何れにも当てはまるo全国有数の科

学館である名古屋市科学館に地震災害に関わる展示が皆無に近いのは幾多の震災を経験した地域

として目を覆いたくなる状況である｡

意識の向上のためには､ボランティア団体､市民団体との協力が不可欠であるo小学校区程度

の単位で､地域の安全のための防災ノードを作る必要がある｡そのためには､学と市民の連携が

必要である｡
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1･2 地域における連携の核としての大学の役割と名古屋大学の事例

地域の防災力向上のためには､ ①人､ ②データ､ ③知識･情報､ ④行政､ ⑤防災意識の5つの

問題を是正することが肝要である｡その際に､地方の大学の果たす役割は大きく､大学が核にな

って活動すれば､地域の防災力向上に様々な貢献ができると思われる｡本節では､現在の大学の

置かれている現状を考えながら､地方の大学の地域防災-の役割について考えてみる｡

1.2.1大学の現状

国立大学を取り巻く環境は非常に厳しく､大学設置以降最大の変革期を迎えている｡数年後に

迎える独立行政法人化､20%とも25%とも言われる定員削減､学齢人口の半減に伴う大学の淘汰,

国立大学の統合化､遠山プランによるトップ30などである｡これらに加え､我が国の閉塞状況を

打開するための科学技術の源泉としての役割に対して厳しい世論があり､大学の社会貢献につい

ての要求も強い｡また､既存の学問体系の中での硬直化した組織に対する組織改変の要求も有り､

環境や防災と言った総合的な課題に対しては､僻轍的な立場から研究･教育を行うことが必要で

あると言われている｡建築の周辺を考えても､建設需要の急落とそれに伴う求人数の激減､建築

士や技術士の国際資格-の教育体制の対応など､課題が山積している｡社会全体がパラダイム変

化の中にある世紀の変わり目にあって,大学にも大きな変革が訪れている｡

大学の独法化は,大学における研究と社会とのパイプを太くし､研究成果の社会還元を促進す

る｡地震防災問題は､独法化後､大学が主体的に携わるべき重要研究課題の一つになると思われ

るo建築士や技術士の国際資格問題は､建築の教育の質･量の充実を必要とするため､既存の小

規模教室では対応がつかず､大学間の協力が不可欠である｡一方､建設需要が急減している現状

においては､現状の教育･研究環境の質･量を維持するためには､既存建築分野の教育･研究に

加え､防災･環境分野など建築の周辺分野にまで活動範囲を広げていかざるを得ない｡そういっ

た意味で､大学の統合化は､その解決策の一つかもしれない｡統合化が進めば､大学数の減少と

は逆に､教室の規模が大きくなり､一つの大学における建築学教室の構成員も増加する｡少人数

の教官スタッフしか居ない小規模教室では､建築学の基幹学問分野にしか教育･研究スタッフを

配置することができないが､教室規模が拡大すれば､教育の質･量の改善に加え､防災や環境と

言った建築の周辺分野を担う教育･研究スタッフの任用も容易になる｡但し､この場合には､ 1

大学が担うべき地域が拡大するので､従来よりも広い地域を対象として､防災研究を行っていく

ことが必要となる｡現状の防災施策単位が地方行政単位であり､単位が小さすぎることを考える

と､大学が率先してより広い地域での研究を行うことは望まれる姿かもしれない｡名古屋大学建

築学教室では､このような現状を踏まえ､本年4月に大幅な組織改革を行った｡以下にその概要

を示す｡

1･2･2 名古屋大学における新しい試み‥ ｢環境学研究科｣設立と｢安全安心学｣の創出

名古屋大学建築学教室は､現状の教育･研究の質を維持しながら､新たな時代の変化に対応で

きる教育･研究体制を作り､建築学の知見を社会に広く還元して行くために新たに設置された環
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境学研究科に移行した｡環境学研究科では､環境問題が｢自然･物･人間｣の相互作用を持つシ

ステムの機能不全であるという認識から､それを克服するための知の拠点作りを目指しているo

｢自然｣ ･ ｢物｣ ･ ｢人間｣を個々に扱う基盤的学問領域を内包し､既存学問を継続的に発展させる

と共に､ ｢自然一物一人｣システムをグローバルな視点から分析して持続可能なシステムを作ろう

とする｢持続性学｣と,ローカルな視点からシステムを観察し安全･安心な社会を作ろうとする

｢安全安心学｣を､連携のための2本柱としている｡この｢持続性学｣と｢安全安心学｣は表裏

一体の関係にある.本研究科では､この枠組み全体を｢環境学｣と位置づけて､理学･工学･人

文社会科学にわたる幅広い学術領域を結集し､新しく｢環境学｣を構築していこうとしているo

自然･物･人はそれぞれ地球･技術･社会システムに対応し, ｢地球環境科学専攻｣
･ ｢都市環境

学専攻｣ ･ ｢社会環境学専攻｣の3専攻が担当している｡各専攻の一部の大講座が横断型連携研究･

教育プログラムを推進する核としての役割を担い､学内さらには国内外の大学等研究機関とも連

携して共同研究を行い､社会-の情報発信･還元の窓口となるo具体的連携研究としては､上述

したように､持続可能な地球や都市を形成するための｢持続性学｣と安全で安心な社会を作る｢安

全安心学｣を両輪とし､私たちの社会をより良くするための教育･研究を推進しようとしているo

本研究科は､大学の組織再編の先駆けとして全学を挙げて取り組んだもので､本格的な文理融

合型の独立研究科である｡具体的には､工学研究科建築学専攻に加え､理学研究科地球惑星理学

専攻､同付属地震火山観測研究センター(H14.4より移行)､文学研究科の社会学･心理学･地理

学の各講座が全面移行したほか､大気水圏科学研究所､太陽地球環境研究所､言語文化部､情報

文化学部､工学研究科土木工学専攻､同地圏環境工学専攻の一部が参加した｡教官数は119人で

本学では五番目の規模になる｡

従来､地震災害の分野では､主として理学･工学の連携により防災研究が行われてきたが､兵

庫県南部地震の際に､その限界が露呈し､人文･社会･教育分野との連携の必要性が明らかにな

った｡しかし､専門家不足もあり､文理連携は､理学･工学からの一方的なラブコールで終わる

か､単なる寄せ集めにとどまってきたと言える｡本研究科ではこの反省の下､組織としての文理

連携のベクトルを活用し防災研究を推進することを意図している｡今後は､従来から蓄積してき

た地球,都市･建築､人間･社会に対する個々の研究領域をノードとし､それらの領域をつなぐ

3つの融合研究を推進していこうとしている｡災害情報､防災コミュニティ､リスクコミュニケ

ーションの3つである｡さらに,これら総体として災害文化を形成し､その全体を安全安心学と

して捉えようとしている｡概念図を図ト1､図1-2に示す｡
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図ト1環境学の3つの柱と2つの連携研究 図ト2 安全安心学のための連携研究の枠組み

1.2.3 大学を核とした地域防災への貢献

地震防災には､専門分野や役割を異にする多数の人間･機関が関わっている｡研究者､官･民

の技術者､行政件の防災担当者などの専門家集団､一般市民､さらには､専門家と一般市民とを

媒介する行政体の職員やマスメディアなどである｡研究者の中にも､地震そのものを扱う理学的

研究者､地震の際の地盤の揺れや構造物被害､都市計画を扱う工学的研究者､社会-の影響や人

間の行動などを扱う人文･社会系の研究者などがいるo 問題解決にはこれらの連携が不可欠であ

るo 大学が核となって行動するメリットは､専門知識を持って､しがらみを持たずに,自由に連

携できる点にあるo 図1-3は､筆者に関連する連携の見取り図を示している｡以下では､この図

に示した幾つかのキーワードを参照しながら､人､データ､知識と情報､行政､意識の5つのポ

イントから大学の役割を考えてみるD

図ト3 地震防災のための大学を核とする様々な段階での連携
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(I)防災の担い手と人の育成役

地域における防災の担い手としての大学の役割は極めて大きいo防災に関わる研究･教育をし

ているスタッフは､自らが地域の中心で働く地域防災の強力な担い手であり､同時に新しく地域

防災を担う技術者の育成役でもある｡地域の拠点大学は地域の安全に対して応分の責任を持って

いるはずであり､防災を専門とする教育･研究スタッフを常駐させる組織を持つべきであるo

大学内の防災研究者は､地域のホームドクターとしての役割を十分に認識し､地域における防

災意識の向上を図り､様々な環境作りにリーダーシップを発揮し､人作り､組織作り､データや

予測技術などの研究基盤作りなど,多面的に行動することが望まれるoさらに､自治体や技術者

団体のサポート役となったり､ボランティア･市民団体との連携役､市民やマスコミに対しての

正しい防災情報の伝達役などをすることも期待される｡小中学校での総合学習や地域の自治会な

どでの辻説法も大事な役割である｡

本研究の研究分担者らが加わって行ってきた人作りの活動には､以下のようなものがあるo

･環境学研究科に在籍する大学院生全員に対する地震学や地域防災学に関する概論講義の開講

･環境学研究科が主催する安全安心に関わる様々なシンポジウム･フォーラム(随時)の開催

･地域の地震･火山､地震工学研究者を対象とした研究会｢JKK ‥東海地域地震火山研究会｣開催

･愛知県の応急危険度判定士講習会における地震に関わる講演会(全建築技術者が3年に一度受講)

･愛知県設計用入力地震動研究協議会(後述)における構造技術者向け講演会･研究報告会(年2回)

･ JSCA中部支部との連携による構造技術者向けJSCA塾(l週間の基礎的イブニングセミナー)開催

･産官学の防災担当者による勉強会｢名古屋地域地震防災研究会(名震研､年4回程度)｣の開催

･マスメディアや自治体職員向け勉強会｢NSL
‥NetworkforSavingLi6e｣ (月1回､後述)の開催

･建築学教室･名古屋市都市センター共催の市民講座｢街と住まいの夕べ｣
(年1回､ 6講座)開催

･地域の自治会での押しかけ講演会(防災キャラバン,随時)の開催
･

′ト中学校の総合学習の時間などを使った講演会(随時)の開催

このように､様々な対象に対して多種類の活動を実施している｡学生を対象としたもの､研究指

向の強いもの､幅広い研究者の連携を図るもの､防災を担う技術者･防災担当者の連携を図るも

の､技術者のレベルアップを図るもの､市民との接点となるマスメディアや自治体職員に地震に

関わる基礎知識をもって貰うためのもの､直接市民に訴えるものなど､様々な目的､レベルをカ

バーしている｡地域における一番重要なポイントは｢人｣であり､その質の向上と､防災を意識

する人の数の拡大､人と人との連携推進を目指している｡

(2)データの収集･構築･活用役

地域の防災関連データは地域でしか蓄積できない｡過去の被害地震､強震観測データ､地盤デ

ータ､都市データなどの収集･蓄積､並びにその分析は､地域の安全の基本をなすものであるが､

これには多大な時間と地道な作業が必要である｡こういった継続的な活動に関しては､他地域の

研究者･技術者に期待することは難しく､地域-の愛着の強さと､地域に居住することが不可欠

である｡従って､多くの部分は地域の大学研究者が研究対象として主体的に取り組まざるを得な

い｡この種の研究は地域の安全に直結するものであり､今後､地域に根ざした地道な研究を評価
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する環境作りが必要である｡

名古屋におけるデータの収集･構築の試みとして､本研究の研究分担者が携わったものには､

以下のようなものがある｡

･地震防災に関わる既存のデータ(活断層,歴史地震の震源･被害情報と断層パラメータ､様々

な地盤データ､建物データ､その他の都市データなど)のデータベース化と地理情報システム

(GIS)を利用したデータ活用システム､地震被害予測システム(後に名古屋市地震被害予測

システムに発展)の開発

･既存地盤データを総合活用した名古屋市域任意地点での動的地盤物性の推定システムの構築

(愛知県設計用入力地震動研究協議会､濃尾平野地下構造調査で利用)

･名古屋市域の常時微動データと強震観測データの収集､並びにこれらを用いた名古屋市域の振

動性状の地域ブロック化(愛知県設計用入力地震動研究協議会で利用)

･東海3県の強震観測データの台帳整備及びデータ収集(名震研が主体で実施)と収集データの

ウェブ公開､並びに､これらのネットワーク化による大都市圏強震動総合観測ネットワークの

構築(濃尾平野地下構造調査や､今後実施予定の被害予測調査で利用)

･愛知県が実施した濃尾平野地下構造調査による深部地盤調査データと､既存調査資料を総合的

に利用した濃尾平野地下構造モデルの構築(愛知県設計用入力地震動研究協議会の一部として

実施)

これらのデータは､地域の技術者にとっては､建築耐震設計の基礎となるものであり､地域の建

物の耐震安全性に直結する｡また､地域防災を考える上での基礎データでもある｡このため､地

域での不断かつ地道なデータ構築･改良が必要である｡どんなに高精度のツールがあったとして

も入力データや検証データが無ければ無力である｡一方で､精度よいデータさえあれば､大型プ

ロジェクトが動いたときに､最新の研究成果に基づいて､様々な検討が可能となる｡こういった

意味で､大学人が中心となって地域の基礎データの構築を積極的に推進すべきである｡ちなみに､

上記データは､現在､地域の安全に関わる様々なプロジェクトで多面的に利用されている｡

(3)知識･情報の発信役

先にも述べたように地方では研究会や講演会が開催される機会は少なく､その企画役もいない｡

大学は地域における貴重な情報の発信源である｡最近､大学には､生涯教育､社会人教育､市民

講座など､多面的な知の発信役としての役割が期待されている｡これらを地域防災のために有効

に働かせるべきである｡また､大学人が中心となって活動している学会支部活動なども重要であ

る｡学会支部は､本部･他支部の意欲ある研究者を招聴することにより､地域の人たちに新しい

情報･知識を伝える重要な媒介役となれる｡このように､地方においては､知識･情報の発信の

中心に大学があると言える｡

先に述べた名古屋における人づくりのための幾つかの試みは､地域に様々な知識･情報を伝達

する上でうまく機能している｡地域の様々な人たちと協力して実施している愛知県設計用入力地

震動研究協議会､ JSCA塾､マスコミ懇談会(NSL)などは､全体的なレベルアップに効果絶大で

ある｡これらは各々､高度な構造技術者､一般の構造技術者､マスコミや自治体の防災担当者な
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どを対象とした情報発信の機会である｡対象に応じた形で､最新の情報を噛み砕いて情報発信す

ることが重要である｡

最近では､知識や情報を､インターネットを介してやり取りすることも容易になってきており､

知識･情報の地域格差が減りつつある｡生の情を獲得の機会が少ない地域においては､インター

ネット情報のウェイトが高い｡地域の防災情報や､最新の研究動向を簡単に取得できる防災情報

リンク集を作ることが最も手近な方法かも知れない｡筆者らも､ウェブGISの開発や後述する双

方向災害情報ネットワークシステム｢安震システム｣の開発を通して､様々な防災情報を多面的

にかつ同時･大量に伝達する方法を模索している｡

(4)行政に対する助人役

大学人の行政施策-の貢献の仕方には概ね以下の三つがある｡

第一に､自治体が施策を展開する際に設置する様々な委員会の委員として施策作りに参画する

ことである.これは比較的公式的な役割であるが､一般に予算化が終了した後の､施策の大枠が

固まった後の段階での参加になる｡この場合には､具体化のプロセス決定に対する助言者やシス

テム構築の主体になる｡

第二は､施策作りの段階での役割である｡普段から行政体の防災担当者と様々な意見交換をし､

一緒に地域の安全を考える機会を作る必要がある.行政体に懇話会的なものが付置されることが

好ましいが､一般には難しい｡従って､大学が中心になって､地域防災のための勉強会を企画し､

防災行政担当者やライフラインの防災担当者などと一緒に,地域防災を考える機会を作ることが

効果的である｡上に述べた名古屋地域地震防災研究会(名震研)はこのような取り組みの~つで

あり､防災担当行政マンの意識向上や責任感の芽生えに相当の貢献が現れている｡なお､この役

割で重要になるのは､行政担当者との人間的繋がりであり､公私両面でフランクに相談できる雰

囲気を作ることが大切である｡

第三は､専任の防災担当者がいない中小自治体に対する様々な援助である｡先にも述べたよう

に､小規模な自治体の場合､防災に専任する担当者すらいない場合が多い｡また､防災担当者が

いる自治体であっても､地震防災に関わる知識を事前に修得していない一般行政職の担当者が多

い｡こういった場合には､大学から積極的に押しかけて行って､防災行政の必要性を訴える必要

がある｡自治体職員と地域代表者を交えた講演会的や懇談会を開催することが効果的である｡上

に述べた防災キャラバンはこの種の試みの一つであり､今までに,豊田市や田原町を対象に､防

災に関わる専門家や技術者と一緒に押しかけて行って,役場や自治会で膝を付き合わせたミーテ

ィングを実施してきた｡これを契機に､一般市民が様々な行動をしたと聞く｡自治体でも､豊田

市では地震動予測に着手したり､田原町では自前の地震計を設置したりする効果が現れた｡

大学と行政には､様々なっながり方がある｡行政トップとの繋がりを通したトップダウン効果

と､防災担当者との繋がりを通したボトムアップ効果がある｡防災行政を進めるには､トップの

強いリーダーシップと担当者の強い責任感･意識が重要である､大学人は両者との接点を持てる

環境にあり､また､様々な機会を通して､防災の敵である縦割りを是正することのできる立場に

もある｡
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(5)意識向上のための辻説法役

防災意識を向上させるには､市民に地震時の様々な現象を正しく理解してもらうことが出発点

となるo地方では､研究者･技術者･行政マン･市民の何れもが必ずしも防災意識は高くないの

が現状であるoこの改善のためには､多くの人間に､地震のことをインプットすることが大事で

あるo問題はその手段であるoフォーラムや講演会などに参加するのは､一般に防災意識の高い

人たちである｡これらの人を媒介としてネズミ算式に情報を伝達するのが一つの手段である｡こ

のためには､防災に関わる人間が少しでも多くの機会に､色々な場で辻説法役を果たすしかない｡

さらに大事なことは､防災に関心の無かった人たちに話を聞いてもらう機会を作ることである｡

一つはマスコミを介した発信(後述)､もう一つは学校教育の活用が考えられる｡地震が起きたと

きに､とっさに机の下に潜り込む行動は､低学年の時から皆が摺り込まれたものであり､低学年

時からの防災教育の重要性が実感できるo筆者も総合学習の時間に出かけて話をした機会がある

が,小中学生の感想文を見ると､思いの他の効果が認められる｡さらに､このときに父兄も参加

する場合もあり､効果がより一層拡大するo初等･中等教育における防災教育､さらには､環境

問題や防災問題の基礎となる理科(特に地学)教育の充実は､全体の底上げに寄与が大きいので､

地元教育委員会や防災行政部局と協力して実施していくことが望まれる｡

なお､小中学校は､発災時の重要な防災拠点であり､防災力向上の鍵となる場所である｡後に

述べる｢安震システム｣やそれの発展形の｢現代版百葉箱｣､振動実験教材｢ぶるる｣などは､学

校の理科教育･防災教育の改善と､防災拠点化のための道具として筆者らが独自に開発しつつあ

るものである｡

本研究では､全体を通して､地域の防災力を向上させるための戦略を考えるため､地域の特性

について分析すると共に､地域に住まう大学人として､どのような貢献ができるかを目指した｡

地域には､中央とは異なる多くの制約があるが､大学人の自由度を活かせば様々な試みが可能で

あるo地域のホームドクター役の一端が担えるよう､地域の行政や技術者さらにはマスメディア

や市民との協働､行政に必要以上に頼らないボトムアップの仕組み作りと双方向性の確保､大学

を中心とした地域の底上げ､地道なデータ作りなどの継続的活動､技術の総合化と人の連携､な

どを開拓しようと試みたo地域の防災力向上には､大学人が大きな貢献ができる｡しかし､大学

人だけでは全くの力不足でもある｡地域に在住する多くの建築技術者と地震時にどのような役割

分担をするかを考えておく必要がある｡また､人的資源の少ない地方では､全てを地方だけで行

うことは不可能であり､中央と地方との役割分担も必要である｡このような状況の打開には､本

研究プロジェクトのように､中央と地域､学に加え産業界や自治体との連携が極めて重要である｡

本研究が､具体的なシステム開発としての研究成果に留まらず､今後の地域の防災力向上のため

の人間ネットワーク形成に寄与できることを期待している｡
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2.地域防災システムの枠組み

2.1災害情報システムの必要性と求められるシステム

2.1.1災害情報システムの必要性

20世紀末に発生した国内外の自然災害や人為災害(地震災害､火山災害､水害､原発災害等)

は､初災時の情報対応が防災の根幹であることを印象づけたo 1995年兵庫県南部地震において危

機管理能力の欠如が露呈し､その原因の一つとして情報の問題が取り上げられ､各方面で災害情

報の問題に対して重点的取り組みがなされた｡しかし､その後に発生した東海村の原子力災害や

東海豪雨では､初災直後の災害情報が不足し情報提供が遅延したため､混乱が増幅したと指摘さ

れている｡これらの災害では､行政サイドが一方的に発信するトップダウン型の情報提供の限界

が認められると共に､インターネットを利用した情報提供の有効性も確認されたo

多くの地震学者が兵庫県南部地震を契機として地震の活動期に入ったと指摘し､その5年後に

鳥取県西部地震が発生するなど､我が国はそれ以前の地震発生状況とは異なるフェーズを迎えた

とも言える｡過去の南海トラフでの巨大地震を見ると､巨大地震発生の前後には内陸活断層の地

震活動が活発化すると言われてもいる｡ 1944年東南海地震の前後にも､ 1891年濃尾地震を契機

として､姉川地震､北但馬地震､北丹後地震､北伊豆地震､鳥取地震､三河地震､福井地震と関

東以西の地震活動が活発であった｡

一方､駿河湾を震源とする東海地震もその説がとなえられて20年以上経過するが､近年整備

されたGPSの観測結果や､過去の南海トラフでの地震の震源域を考えると､次の東海地震が駿

河湾のみで発生すると考える必然性は無く､安政地震のように紀伊半島以東を震源域としたり､

宝永地震のように四国までもが震源域となることも有り得ると考えられるo

また､時間予測モデルと呼ばれる地震発生モデルによれば､巨大地震の後は長い地震発生間隔

となるが､小地震の後の地震発生間隔は短いと考えられるo例えば､有史以来最も大規模な地震

の一つである1707年宝永地震の後､ 1854年安政地震までは約150年を要したが､中規模な安政

地震から1944年東南海地震までは90年しか時間を要していない｡安政地震よりもさらに規模の

小さかった東南海地震の次までの期間は､場合によっては短いかもしれないoすでに昭和の東南

海地震から57年を経過しており､次の南海トラフの巨大地震ならびにその前後に発生するであ

ろう活断層性地震までの猶予は無いと考えることも可能であろう｡

こういった意味で､これらの地震の影響を強く受けると想定される愛知県も､速やかに､対策

を立案し実行する必要がある｡ちなみに､過去100年ほどの間に､ 1891年濃尾地震､ 1944年東

南海地震､ 1945年三河地震と､死者1000人を超える規模の地震を3回も経験し､伊勢湾台風･

東海豪雨などの風水害までをも経験したような災害県は他には無いoにもかかわらず､関東･関

西と比較して､防災意識は決して高いとは言えず､また自治体の防災費も少ないのが現状である｡

早期に､行政及び市民の防災意識向上を図ると共に､実効ある事前対策を行う必要があるo本来

は､都市のハードな防災力の向上を促進するのが望ましいが､ --ド面の改善には費用と時間が
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かかることから､早期に達成されることが期待できず､まずは､ソフト的な対応を行うのが良い

と考えられるoこの意味で､防災意識向上と発災以後の対応強化のために有効な災害情報システ

ムの整備の必要性が高い｡

2.1.2 求められる災害情報システム

災害時には､正しい情報を､速やかに､大量の人間に提供する必要が有り,その情報の質は利

用者や時間の推移と共に変化するo従前の広報車やテレビ･ラジオに頼った単方向の情報提供は､

情報の量･質の両面で限界が有り､利用者が望む情報とには帝離がある｡利用者が望む様々な情

報を利用者に応じて加工し､インタラクティブに情報を提供できる体制を整えることが必要であ

るoまた､行政サイドのみでは限界のある災害情報の収集に関してもボトムアップ型の収集･伝

達手段を確立するべきである｡すなわち､双方向で情報の送受信ができる親和性の良い災害情報

システムの構築が望まれている｡

発災時の被害波及を最小限に抑え､混乱を軽減するには､時と場と人に応じて情報を双方向で

発信･受信することができる枠組みを作ることが重要である｡時とは発災の前後という時間経過

を意味し､場とは研究･設計･ものづくりと言った情報活用の場を表し､人とは情報を欲する人

間の素養･性格･役割･行動に関係する｡本プロジェクトでは､これら時･場･人の構成を基本

において､災害情報の双方向伝達を実現するシステムの提案を行う｡

情報の問題を考えるときに､情報のもつ構造を分析することは､情報利用に際して有益である｡

そこで､ヒト･コト･モノの3つの側面から地震災害を見てみる｡図2-1に示すように､自然災

害の構成要素は｢自然｣､ ｢人工物｣､ ｢人｣であり､各々､コト･モノ･ヒトに対応する｡ ｢自然｣

現象である地震によって地盤が揺れることが､建物や都市等により構成される｢人工物｣の物的

被害を誘引し､ ｢人｣の死傷･心身両面の疾病･被災者を作り出す｡地震時には｢自然｣､ ｢人工物｣,

｢人｣を構成する様々な要因が相互に連関して災害を形作る｡この連関度は成熟した都市ほど強

く､交錯度合も複雑になるが､自然･社会･人に類別することにより情報の対象が分解され見通

しが良くなるo情報の流通については､人-の情報伝達である｢教育と情報開示｣､新たな情報を

生み出す｢研究｣､情報を蓄え整理する｢クリアリングハウス｣が構成要素になる｡また､情報活

用の道具には､ ｢知識･データ｣､ ｢ソフトウェア｣､ ｢--ドゥェア｣が必要となる｡

図2-1情報に対する連関図

さらにこの三角構造の頂点を分析することも可能である｡一例として頂点である｢人工物｣､
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｢人｣や｢時｣を分析すると､図2-2の三角構造のようになる｡人の連関は人間の素養に相当し

｢行政担当者｣､ ｢建築技術者｣､ ｢一般市民｣の構造に分類することにより捉えやすくなるo時の

連関は大きく｢地震前｣､ ｢地震中｣､ ｢地震後｣に分類する必要があるoそして建築技術者などに

ょり創造された人工物(建築物)は｢用(機能･居住性)｣､ ｢強(耐久性･安全性)｣､ ｢美(造形･

芸術性)｣の三要素から成り立つ｡

図2-2 ｢人工物｣ ｢人｣ ｢時｣の連関図

これらの三角構造は､情報の問題を考えるときの切り口に他ならず､各頂点の情報を整理し構

造化すると共に､頂点間を結ぶ線を双方向に明確にし太くすることが情報活用の上で重要であるo

本プロジェクトではこれら情報の切り口をふまえて､ ｢災害情報整理｣という新たな立場で膨大

な災害関連情報を交通整理し､整理された災害情報の具体的な運用方法として防災カルテ･防災

処方等を包含する｢防災カルテシステム｣の概念を構築し､さらに､ JAVA技術･GIS技術･デ

ータベース化技術を応用した双方向情報伝達のフレームワーク｢安震システム｣と携帯災害情報

端末｢安震君(ANti Seismic Hazard INformation Keeping UNit, AnSHIn-KUn)｣の提案を行うo

2.2 防災カルテシステム

2.2.1災害情報整理学の創出

兵庫県南部地震におけるKOBE-Net､トルコ･コジャェリ地震や台湾･集集地震における建築

学会災害委員会の災害情報インターネットは､情報クリアリングハウスの重要性と有効性を強く

認識させた｡情報の発信者と.受信者の意識のギャップを埋めるため､情報を整理し通訳したこと

が､情報の適切な流通を促したと考えられる｡

前項で述べたように情報のもつ構造を分析することが情報利用に際して特に重要であるo危機

状態における災害対応では､情報の整理と岨噂が重要であり､各情報の本質を捉えながら､情報

を取捨選択する枠組みを作っていく必要がある｡この際に､外部情報と内部情報を区分し､情報

間の関係を明示的に示すことができるオブジェクト指向の考え方に基づく分析が有効であるo

オブジェクト指向モデル化技術(OMT)は､オブジェクトモデル､動的モデル､機能モデルの

三つのモデルを用いて､事象を分析する｡オブジェクトモデルはシステムの静的､構造的､
｢デー

タ的｣な側面を表現しており､データ構造(属性)と振る舞い(換作･機能)を内在するオブジ

ェクトを単位として問題を表現する｡動的モデルはシステムの時間的､動作的､
｢制御的｣な側面

を表現している｡機能モデルはシステムの変換的､関数的､ ｢機能的｣な側面を表現しているoこ
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の三つのモデルを用いることにより､事象を構成する要素の静的な構造関係､動的な変化､デー

タや処理の流れを分析することができ､従来のフロー図のみでは困難であった多面的な分析を通

して､防災の問題のように複雑な問題の分析が可能となる｡

先にも述べたように地震災害との接し方(時･場･人)によって､欲する情熱ま著しく異なる｡

例えば､同じ地震被害想定結果に対し行政･建築技術者･一般市民では随分異なった形で情報を

欲し､受けとめ､利用する｡これらのことは研究分野でも同様で､地震の発生機構などを扱う自

然科学､建物の地震による影響を扱う地震工学､地震が社会に与える影響を扱う社会学等､様々

な分野で独自に研究が行われ､相互の融合はあまり図られていない｡さらに､それぞれの研究成

果は､一般市民の有効利用が可能な形で提供されることは稀である｡これらの溝は大きく､その

間を埋める必要がある｡

また市町村と町内会では､その立場の違いにより欲する情報が異なる｡前者は市町村全体､も

しくは隣接する市町村を含んだマクロな防災情報を欲し､後者は建物一棟ごと､街区ごと等のミ

クロな防災情報を必要としている｡しかし､現在はマクロとミクロの情報がそれぞれ独自に提供

されており､そこには連続性がみられない｡本来､これらは一連の情報として扱われる必要があ

る｡

以上の問題点をふまえ､ここでは以下のように災害情報整理の方針を提示する｡すなわち､防

災･災害に関連する情報(知識･データ)を収集し､前述のオブジェクト指向分析を用い､デー

タ間の関連からデータの静的構造を､またデータの時系列変化からデータの動的構造をそれぞれ

明らかにし､さらにデータや処理の流れを分析することにより､公開すべき外部情報と隠蔽すべ

き内部情報を区分しながら､防災に関わる様々な基盤情報の構造化を行う｡

このような､基盤となる知識･データの共通性を生かしつつ､目的･用途に応じて解析手法や

結果の表現手段を選択することが情報開示の有効な手段となる｡ここでは､このような方法論を

災害情報整理学と名付ける｡

2.1.2 防災カルテシステム

本節では,前節で述べたオブジェクト指向分析により構造化された基盤情報から､利用者の意

向や時間局面に応じた形(便益指向)で必要な情報を抽出し､ (不要な情報を隠蔽した上で)情報

を翻訳･変換して利用者に提供するインタフェースとして｢防災カルテシステム｣を提案する｡

本システムは以下の｢防災カルテ｣と｢防災処方葺｣を包含し､防災関連情報を人･時･場に応

じて発信すると共に､災害脆弱地域や脆弱原因を同定したり､対策を立案することを支援するシ

ステムである｡図2-4にシステムの概略イメージを示す｡ GISにより知識･データを管理し､そ

れら知識･データを利用してGISを介して防災カルテ､防災処方葺を作成する｡

(I)防災カルテ

従前より､自治体を中心に､防災マップという形で地震被害予測結果､危険地域､行政機関や

避難所などの位置情報を地域住民に示すことが行われてきた｡これらは､災害脆弱地域や危険地

域に関する情報を記述した防災カルテの一部である｡多くの防災マップは､市･区の単位で紙情

報として提供されるため､その情報は一面的で単方向になりがちである｡情報の階層性を保持し
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ながらビジュアルに情報提供が可能な地理情報システム(GIS)を用ることが多面性と双方向性

を促すD最近では､ウェブを介して防災マップ情報の開示が行われた事例もある｡本論で言う｢防

災カルテJとは､自治体のマクロな情報に加え､地域に根ざしたミクロな情報､地盤データベー

スや地震動データなどの定量的な情報､写真･言葉等の定性的な情報等すべての情報をデータベ

ース化し､時･場.人に応じて必要な情報に加工して示すシステムであるo

(2)防災処方蔓

従来の防災カルテは､脆弱地域･危険地域の抽出に偏りがちであり､災害脆弱性の原因や具体

的な対応策を示しているものは稀である｡これは特定の情報のみを用いて行政的観点で定性的情

報を中心に作成されているためであり､時･場･人に対応した定量的情報になっていないことに

起因している,

ここでは､構造化された基盤情報を基に､災害の発生要因と抑止要因を定義して定量化し､利

用者の目的に応じてこれらを重み付け積和することにより,発災危険度と抑止力を定量化し､総

合的な地震危険度とする｡さらにこれを基に脆弱地域の同定を行うと共にその構成要因を定量的

に分析することにより､脆弱原因と具体的な対策案を明示する｢防災処方篭｣を作成するo

ロl]lll･.小F■ 1J

｢JIJII
IL*tb爪

◆.■ ■ ■●■一

■FFtI

---･
P1■rJ[

11 TZ)書*4
皇■さEB

(a)知識･データの整理箱 (ll)地理情報システム

図2-4 ｢防災カルテシステム｣の概略

2.3 双方向災害情報システム｢安震システム｣

((1)帳票

2.3.1双方向災害情報システム｢安震システム｣の全体像

ここ数年のインターネット技術の進歩により､ IT(Information Teclmology)の応用が進んでい

る｡神戸やトルコ･台湾の地震後の状況を観察すると､大規模災害における発災直後の情報の重

要性､トップダウン的な情報収集の限界､インターネット(WWW)の情報伝達能力の高さなどが

見て剛LるD WWWの大きな魅力として､情報伝達における同時性､多くのユーザーが情報伝達

可能になることによる双方向性がある.また情報の分散化が可能であるためデータベースのバッ

クアップ性が高く､流通する情報のビジュアル性がユーザーの情報理解を容易にする｡さらにモ
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パイル技術と併せて用いることでどこでもその情報が利用可能となる｡災害時のように､短期間

で広範囲-の情報伝達が望去れる場合､不特定多数を相手にでき情報の変化に即時対応可能なイ

ンターネット･モバイル技術や､それらを用いた双方向情報伝達システムの利用価値は高いo

情報伝達と同時に､情報収集の問題も考慮しなければならない｡災害発生時のリアルタイム情

報を迅速かつ正確に収集するには､近年急速に普及したGPS､ P上iS､携帯パソコンと言ったモバ

イル技術の利用が考えられる｡緊急時にも鮭実に機能するシステムを構築するには､ E]常時の利

用や､誰もが簡単に使える人と情報の親和性を重視する必要がある｡そのためには情報を階層化

して管理･表現できるGIS技術を利用した､常時稼動型のシステムが不可欠である｡

本プロジ工クトでは､インターネット技術･モバイル技術･GIS技術･GPSナビゲーション技

術をベースとして､リアルタイムな災害情報の把握と発信,被害予測､リスクマネージメント､

日常的な防災情報の整備と教育､災害情熱こ限らない幅広い情報の提供と共有化をめざした､災

害情報伝達システム｢安震システム｣を提案する｡

本システムは｢安寮ウェブ｣ ｢安震スタンドJ ｢安震君｣の3つの要素から構成され､地域の情

報(自治体の広報等)を日常的に流通するための双方向性を持った地域行政システムの一環とし

ての枠組みを持っている｡平常時から市民が身近な防災問題に主体的に関与できる仕組を有する

ので､住民の防災意識向上(ボトムアップ型の防災)に有用であると考えられる｡以下に3要素

について概説する(図2･5)⊃

安震システム

<安置ウェブ>
自治体

りエフGISサーバ

自治体博満の乗倍

<安震スタンド> ;】
小学校などの叢旺新

地域nf租発信
It為}ンテ専

デジタルカメラ

G P S +

ナビゲーション

MS +

モバイルGIS

防!iiカルテ

～

l】

uqij

安置ドック

(;1)安震システムの基本構成

(L))安震君と安嚢ウェブo)関連

｢安震ウェブ｣

⊂墜市具

小字校

｢安吾スタンド｣

県ネソト

((:)安震システムの相互連関

図2-5 安震システムの構成

(1) ｢安置ウェブ｣

wwwにより防災情報を提供するGISサーバーである｡ ｢安震ウェブ｣ ⊥では｢防災カルテ

システム｣を稼動させ,手軽なインターネットブラウザで誰もが使える環境を実現する｡ウェブ
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GISはコンピュータプラットフォームに依存しないJAVAで記述し､モバイル端末からPHS等

の利用でもストレスを感じない実行速度を確保する｡自治体は災害時はもとより平常時において

も､サーバーに蓄積された情報を基に都市計画案の策定など日常業務を運営することが可能であ

る｡ ｢安震ウェブ｣には､数値地臥都市計画基本臥家屋台帳､ボーリングデータ､地震動､震

源データ､被害想定結果などのデータを内蔵し､情報の一元管理を行っているo従って様々な情

報公開の方針に対して対応可能である｡

(2) ｢安震スタンド｣

｢安震スタンドJを地域の防災拠点となる′ト学校などの避難所施設に設置するo市役所･区役

所などと専用線や無線で結んだサーバーと共に､次項に示す｢安震君｣のスペア部品やバッテリ

ーなどを常備し､公衆回線が使用できない場合の地域情報発信および機器メンテナンスの拠点と

するっさらに､ ｢安震システム｣の利用により災害時の掲示板を電子化することが可能となり､重

複のない最新の情報が逐次公開可能となるo平常時には､ ｢安震スタンド｣に設置された端末によ

り｢防災カルテシステムJの利用が可能であり､防災教育にも役立てることができる｡

(3) ｢安置君｣

多面的な防災･災害情報の収集り管用のための携帯型災害情報端末であり､町内会長など地域

の代表者､一般建築技術者､自治体職員やライフライン事業体職員などに貸与することを想定し

ている｡発災時には現場に持ち出してP=Sなどで通信しながらモバイル端末として利用する〇

以_上｢安震ウェブ｣､ ｢安震スタンド｣､ ｢安震君｣は､自治体･学区･町会の既存単位に対応し

ており､相互に連関しながら機能する｡これにより平常時を含め､災害時にもシステムの冗長性

と情報伝達の双方向性を薩保することができ､行政によるトップダウン的対応が破綻しても､ボ

トムアップ的に情報を流通させることが可能であるっ

囲2-6 安震スタンド 図2-7 安震君

2.3.2 携帯災害情報端末｢安震君｣

携帯災害情報端末｢安震君｣は､ GPS､ディジタ′レカメラ,携帯通信インタフェース､ GIS､

ナビゲーションソフトウェア､データベース機能など最新技術を備えたモバイルパソコンに､超
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小型地震計､プリンタ､バッテリからなる据え置きの｢安寮ドック｣を組み合わせたものである｡

｢安震君｣は､ ｢安震システム｣の端末として用いられると共に､災害発生時には携帯して単独で

使用され､発災前後の時間経過に応じて様々な機能を発揮する｡以下､時系列でその機能を説明

する(表2･1)｡

表2-1時間経過に応じた｢安震君｣の機能

時間経過 発信 受信 i;.=

平常時

-:.J!;:三三Jt:.I.YtJp-;Rrl',､.y.J■-甲~:-l~tt,RYtー一:..-i-,｣.LL.､..ち_-:こr.A.../

○ ○ 広報.日常連絡

○ ○ 防災訓練(被害想定)

○ ○ 日常チェック(防i)'主力ルナ.処方等.)

○ 超′ト型地寮計に.基づく簡易計測震度情報の自動発信

被災直後

○
＼,-Jy-Lコ

発災直後tf:A,利用者安否確認と簡易状況報告

簡易計測震度に基づく周辺の簡易被害想定

○ 防災カルテ情報に基づく危険物等の町内調査.報告

(防災カルテチェックリスト,(;f,ht.,数値地図の利用)

避難救援期

○ 周辺の震度分布

○ 町内の個別建物被害度.安否情報の収集報告

(個別建物被害度,安否チェックリスト,〔PS,数値地図の利用)

○ 全体被害状況の受信

応急復旧期

○ ○ 避難所.救急医療.救援物資.安否情報の送受信

○ 住宅.交通.心身ケア.職場情報の受信

○ 各種行政手続き情報の受信

復興期 ○ ○ 復興計画策定の情報

(1)平常時

｢安震君｣は､町会の代表者等の家庭に常備することを想定しており､常時は｢安震ドック｣

にセットし､安震ウェブを参照しながら住民の転入出等の日常データの蓄積､災害弱者の所在の

把握などの町内の安全チェックや､これらの情報を利用した防災訓練､自治体の広報や日常業務

のやり取りの道具としてファジクス･電話代わりに活用する.このように平常時より｢安震君｣

に接することで､発災時のスムーズな利用を促進する｡なお､平常時に入力された情報は｢安震

システム｣に保持され､自治体･他の町内会等と共有する重要な基礎データとなる｡

(2)地震発生､被災直後

発災時には､ ｢安震ドック｣に内蔵した小型地震計による揺れの検知に基づき､加速度記録の収

集および計測震度の算定を行い､同時に地震時に注意を促す文言を音声出力する｡さらに計測震

度情報を｢安震ウェブ｣に自動送信すると共に､直後情報を伝達する帳票を自動生成する｡この

帳票は図化された質問項目など極く簡単なもので､町会代表者の安否確臥周辺のおおよその建

物被害状況､火災発生状況､ガス漏れ､周囲の人の動き等最低限の状況報告を目的にチェック形

式で発信する｡災害対策本部側は町内会レベルの震度情報と直後報告に基づき､被害状況の早期

把握を行い､消火･救助活動の効果的実施に役立てる｡この時､小型地震計による震度情報と｢安

震君｣本体に実装されている地域毎の｢防災カルテシステム｣を利用して､町内会の簡易被害推

定を行うQその後､町会代表者は｢安震君｣を｢安震ドック｣から分離し､前述の簡易被害想定

と内蔵の防災カルテ情報に基づき町内を一巡して被害の一次情報を収集する･.防災カルテには町
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内の危険物や重要拠点などの非常時チェック項目が地図上に表示され､帳票を表示すると共に

GPSナビゲーションシステムが調査を支援する｡その際に､付帯のデジタルカメラで定点の映像

情報も取得し､帳票と同時に｢安震ウェブ｣に送信するo映像情報にはGPSによる位置･時間

情報が自動添付される｡ ｢安震ウェブ｣に送信された計測震度情報や被害状況は､位置･時間情報

に基づいて整理されるので､災害対策本部側では容易に参照可能である｡

｢安震ウェブ｣上には自治体の計測震度情報ネットや町会レベルの計測震度情報等が開示され

始めているので､安震君からも全体状況の把握が可能となるo町会代表者は適宜｢安震君｣から

状況確認をし､口コミでこの種の情報を周囲に知らせるo また端末から送信される情報の信頼

性に関しては､町内会長の主観的情報と､客観的情報である計測震度情報､被災写真をあわせて

検討することにより信頼性を確保する○加えて｢安震ウェブ｣により､多点からの情報を統合す

ることにより､情報の面的な広がり､分布からも信頼性の検討が可能であるo

なお｢安震君｣に収録された加速度記録は､高密度の都市域強震観測システムの一環として利

用可能である｡

(3)避難救援期

次の段階は､やや詳細な状況調査-と移るo ｢安震君｣には防災カルテ上に各町内毎の世帯･建

物情報が格納されているので､町内会代表者はGPSナビゲーションシステムの援助を受けなが

ら各建物の被災状況､各世帯の安否情報を調査し､必要に応じてデジタルカメラにより任意地点

の被害状況写真を撮影する｡調査結果は災害対策本部-送信すると共に､
｢安震スタンド｣のある

避難拠点にも報告する｡これにより､災害対策本部では早期に被害状況･安否情報を把握し､広

く情報を提供することができる｡必要な情報は安震ウェブ上に開示するo

(4)応急復旧期

｢安震ウェブ｣上では､時間の経過と共に,安否情報に加え､避難所､救援物資､給水､救急

医療､交通などの情報を提供し始めるので､ ｢安震スタンド｣や｢安震君｣が被災住民と行政とを

っなぐ情報のパイプとなる｡特に避難所となる小学校における｢安震スタンド｣のこの時期の役

割は大きく､デマ等の誤った情報による避難住民の混乱を避けることが可能であるo応急仮設住

宅､篠災証明などの様々な行政手続き情報を｢安震ウェブ｣
｢安震スタンド｣ ｢安震君｣を介して

送受信できる体制を整える｡

(5)復興期

｢安震君｣により得られた要解体家屋の存在､住民の転出状況など震災後の情報と､震災前に

蓄積され'Tいた情報をもとに､地域の復興計画を｢安震ウェブ｣を介して住民とともに策定する｡

なお｢安震君｣は､平常時に逐次更新したデータに基づく防災カルテシステム本体を実装して

ぉり､外界との通信が途絶しても｢安震君｣および｢安震ドック｣によって､被害の推定､被害

量の把握調査等を行うことが可能である｡町会代表者は｢安震君｣を避難所にある｢安震スタン

ド｣に持ち込むことによって､ ｢安震ウェブ｣と相互に情報を交換することが可能であるo

｢安震君｣は､上に述べたような市民レベルの利用に加え､行政職員や建築技術者にとっても､

災害後の雁災証明発行や応急危険度判定､さらには被害調査集計などの業務にも利用できるo

｢安震君｣のプロトタイプについては4章に具体的に記述されているo
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ここでは､災害情報整理のための災害情報･データ.の構造化の必要性を指摘すると共に､情報

のインタフェースとしての｢防災カルテシステム｣の提案を行い､さらに地域の防災力向上の具

現化の方法として最近のインターネット技術､モバイル技術､ GIS技術を活用して､日常時から

災害発生時に至るあらゆる時間局面で活用できる双方向災害情報伝達システム｢安震システム｣

の概念を示したoこのシステムは､自治体による情報提供の場である｢安震ウェブ｣､市民の双方

向情報伝達手段となる携帯型災害情報端末｢安震君｣､両者の間で避難拠点に設置する｢安震スタ

ンド｣の3つから構成されるoこれらにより､災害発生時の細やかで迅速な情報収集と情報提供

の実現､市民の日頃からの防災意識の高揚による災害対応の充実が期待される｡本提案は単なる

システム･機器の開発ではなく､過去の災害の経験と熟成した電子通信技術を前提として､従来

のトップダウン的な情報流通とは逆のボトムアップ的な災害時情報流通をも含んだフレームワー

クを提示するものであり､これにより従来の災害情報の流通･整理の形態を変え､住民･行政担

当者･技術者の防災意識改革に結びつけることも意図している｡

参考文献

福和伸夫,高井博雄,飛田潤:双方向災害情報システム｢安震システム｣と携帯型災害情報端末

｢安震君｣
,日本建築学会技術報告集,第12号,

pp.227-232, 2001.1
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3.地域防災システムの検討

地域防災システムのあるべき姿を明らかにする事から始まって､全体から細部に至る設計を行

い､問題点を克服して実際のシステムを構築し､さらにそれを適切に活用して､平時から災害時

に至るまで十分に機能させるためには､実に広範囲の検討を要する｡本章では､本研究の研究分

担者および協力者が､それぞれの専門とする分野から地域防災システムの実現に向けた分析と検

討を行っている｡その内容は大別して以下の3点に分類される｡

(1)ソフト･システム化技術

3.1有益情報指向(BIO)システム理論

3.2 危機管理支援システム

(2)災害予測技術

3.3 強震動波形ネットワークシステム

3.4 土地利用から見た地盤情報

3.5 建物の被害率曲線と被害予測

(3)社会工学的側面

3.6 市民-の防災情報提供とコミュニティ

(高堂谷正樹)

(勝倉 裕)

(中野 優)

(中井正一)

(宮腰淳一)

(黒野正裕)

3.7 住民の街づくりと連携した防災マネジメントシステムの提案 (川端寛文)

3.8 地域防災力評価の問題点と評価法の提案 (新井伸夫)

3.9 IT技術を利用しての住民参加によるリスクコミュニケーション(古瀬勇一)

3.10行政や事業者のリスクマネジメントとリスクコミュニケーション(矢代晴実)

これらを通じて現状と将来の課題を整理し､次章におけるシステム開発に反映させている｡
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3.1有益情報指向(B10)システム理論

システム開発の新コンセプトとして｢有益情報指向アプローチ｣ (B10[バイオ] : Beneficial

1nformationOrientedapproacll)を提案し､同コンセプトに適合したシステム開発方法論を展開

し､地震防災情報システム-の適用可能性について論じるo

3.l,1システム開発

(1)システム開発とは?

.人間は太古より道具を使って生活してきた｡より積極的な表現をするならば､道具を使う動物
が人間である("homo sapience"[ホモ-サビュンス]ニ道具を使う英知のほうに重きをおいた定

義､ "homofaber"[ホモ=ファーベル] :道具を創り出す能力そのものに重きをおいた定義)という

言い方もできる｡道具の利用は､人間の各種能力の拡大である｡パワーショベルは手による掘削

力を,自動車は足による移動速度を､望遠鏡は視力を､それぞれ拡大させる道具である｡

そして遂に人間は､コンピュータという､ ｢願力｣を拡大させる可能性を秘めた道具を創り出し

た｡しかし未だその力は限定的であり､人間に比べて確実に優れていると思われるのは以下u) 3

点である｡

･覚える:記怯容量の膨人さ

･思い出す:検索能力の素早さ

･計算する:単純演算の正確さ

よって､人間のなすべき仕事の中で､何をコンピュータに支援(分担)させるかが､重要な課

題となってくるo これは､コンピュータを利用する人間も含めてある業務を遂行していると考え

た場合､図3,i.1において､灰色と白色の境界線を定めることに相当する｡ (具体的な例を､表

3.1.1に示すo)

この観点から見ると,人間とコンピュータとの円滑な協調関係を実現することが､システム開

発である,ということができるo

図3.1.1コンピュータシステム･情報処理システム･情報システムとは?
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表3.1.1コンピュータシステムー情報処理システム･情報システムの例

カテゴリ 例)地震監視システム

コンピュータシステム 震源計算､津波到達時間計算､グラフィック表示

情報処理システム 地震計データ収集

情報システム 人間による運用判断

(2)情報システムを構築するとは?

情報システムが人間系も含んだものであるという前提に立っならば､

･そのユーザが誰であり

･なんの目的のためにそのシステムを活用するのか?

ということを明らかにすることは可能である｡その目的が人間とコンピュータとの協調作業によ

り完遂されるならば､そのシステムは｢良いシステム｣ということができる｡あとは､人間がや

るべき作業とコンピュータのなすべきことの明確な､そして合理的な切り分けがなされればよい｡

すなわち､情報システムを構築するとは､

･人間系を含んだシステムが目的としていることはなにか?

を明らかにすると同時に

･人間とコンピュータのなすべきことを合理的に分別する

ことであると言える｡

(3)情報システムの構図

前項で述べたことをまとめると､以下のようになる(図3.1.2参照)0

･人間(ニューザ)にはなすべきこと(-業務目的)がある

･業務目的が達成されるならば､人間はhappyである

･目的完遂は､人間の｢半り断･意思決定｣に基づいた｢行動｣で実現される

･ ｢判断･意思決定｣ ｢行動｣を円滑に支援する情報を｢情報処理システム｣が提供す

る

図3.1.2 情報システムの構図
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3.1.2 有益情報指向(BIO)アプローチの狙い

(1)目的指向を支える有益情報指向(B10)

人間から見た場合のゴールは､目的実現(-業務目的の完遂)であるoその目的実現は､
｢判断･

意思決定｣ ｢行動｣が現実世界-適用された際の正しさによって計られるoそしてその｢判断･意

思決定｣ ｢行動｣は情報処理システムから出力された｢有益情報｣に基づいてなされる(図3･1･3

参照)0

必然的に､情報処理システムから見た場合のゴールは､目的実現のために必要十分な情報を提

示することになる.この必要十分な情報を｢有益情報(BI‥
Beneficial lnformation)｣と定義す

る｡

重要なのは､情報の必要十分性の吟味である｡目的に照らし合わせて､有益さを定量的に評価

するしくみを考える必要がある｡一案としては､目的を列挙し､それに寄与する度合いを個別の

情報ごとにスコアリングすることが考えられる｡

ひとたび｢有益情報｣が定義されれば､情報処理システムの設計とは､ ｢有益情報｣を生み出す

合理的なしかけをデザインすることに尽きることとなる｡

図3.1.3 情報処理システムと有益情報(Bり

(2)有益情報指向(B10)アプローチの有効性

有益情報指向(BIO)アプローチによるシステム開発の有効性をまとめると､以下のようになるo

･目的に合致したシステムの構築が可能である

｢情報処理システム｣の提供する情報は､常に目的に照らし合わせて規定される｡

･情報のトップダウンアプローチが可能である

人間の判断･行動に必要な情報から設計する｡これは人間の自然な思考プロセスに

適合しやすい｡

･情報処理システムの合理的なスリム化が図れる

不必要な情報は出力されない｡ということは､不必要な処理も除外されるため､必

然的に必要最低限規模のシステムとなる｡無闇に肥大したシステムのメンテナンス

が極端に困難であることを考えると､非常に大きなメリットと言える｡
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(3)有益情報の属性とその生成

有益情報の属性として､以下の内容を吟味する必要がある.

･コンテンツ:なにを表現している情報なのか?

･精度(t) :いっ､どの程度の精度(正確さ)で必要なのか?

･表現形態‥情報のビュー(見方､まとめかた)､表現形式(テキスト､グラフィック

ス､音声等)

たとえば､地震被害情報を考えてみる｡

目的:建物被害状況を把握する

情報コンテンツ:種別建物被害棟数

情報精度:

t-0-直後3分:建物被害の有/無

t -直後3分-30分‥ (地盤震動加速度からの)予測被害棟数

t-30分- :実被害棟数

情報表現形態:

ビュー:市全域/区単位/町丁目単位/250mメッシュ単位

表現形式:テキストおよびグラフィックス(被害棟数を10段階に分けた色表示)

次に､有益情報が得られる材料としての情報を考えると､各種基礎データ(建物種別分布等)

や地盤震動加速度などが挙げられるoすなわち､情報処理システム内における｢処理(プロセス)｣

とは､データから有益情報-の変換過程を定義することにほかならない(図3.1.4参照)0

図3･1･4 有益情報-の変換- ｢情報処理｣

3･1･3 有益情報指向アプローチ(BJO)の適用ステップ

(1) B10の考え方

BIOに基づく要件定義作業を､図3･1･5を例にして考えてみよう｡従来､要件定義とは､その

システムに｢なに｣をさせたいのか､ whatを明確にする工程とされている｡いかにしてそれを実

現するのか､あるいはそのシステムに課せられている制約条件等を考慮に入れるのは､次フェー

ズ以降(外部設計あるいは基本設計)とされている｡この従来型の考え方のメリットは､とにか

く早く､なにをするシステムであるかを明確にできるという点にある｡しかし､いかに実現する
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か(how)を考える段階になって､非常な困難に直面する場合が多々ある｡

BIOによるアプローチでは､有益情報が生成される過程(-処理)を同時に考えていくことに

ょって､システム分析の初期の段階で､ howの考え方が取り入れられることになる｡また､有益

情報の変換過程が時間の概念をベースに考えられることから､システムに対する制約条件等もそ

の場で明らかにされていく(図3.1.5参照)0

tim e Information h o w lim itation

図3.1.5 B10による要件定義イメージ

(2) B10適用のステップ

BIOによる要件定義作業の過程を以下にまとめる｡

1.ユーザの明確化

ユーザにより業務目的は異なるため,目的ごとにユーザは別として扱う

2.業務目的の明確化(構造化目的分析)

･ユーザごとになすべき目的を明確にする
.

5つの大目的､各々をさらに5分割した25小目的程度を目安とする(構造化目的分

析)

･ ｢-すること｣という目的を意識した表現形式をとる

3.有益情報(BI)の明確化(ユーザ､目的ごと)

･情報抽象度の高い表現(情報階層化を意識)を用いる

･情報属性を明確にする

4.有益情報出力する処理(プロセス)の明確化

･有益情報に変換するために必要なデータを明らかにする

･変換する方法(how)を明確にする
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3における､情報階層化のイメージを､図3.1.6に示す｡ここでは､上部点線で囲んでいる範

囲の情報名称は､情報としての抽象度が高く,下部がその情報の実態を表している｡オブジェク

ト指向的な表現を用いるならば､クラスとインスタンスととらえてもよい｡

r'N.●---～1

i

実木造建物

エンドユーザーがダイレクトに
欲する情報実体の階層

図3.1.6 情報階層構造のイメージ

軽量s造

では具体的に､以下の課題にBIOアプローチを適用してみよう｡

課題:某自治体(市)の地震防災システム構築

1.ユーザの明確化

･ユーザ:市防災担当者､区防災担当者

2.業務分析(構造化目的分析)

2. 1災害初動支援

2. 1. 1被害状況把握

･地震発生後5分以内に市内全域の被害状況を把握すること

死者数

入院患者数

被災者数

3.有益情報(目的別)

3. 1. 1被害状況把握

･被害状況:建物被害(棟数)予測､人的被害(人数)予測､液状化発生地域予測

4.処理プロセス

● ● ●
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(3) B10によるシステム開発工程

図3.1.7に､従来型ウオーターーフォールモデルによるシステム開発局面分割上に､ B上0による

要件定義局面のかミ-する範囲を⊥書きして示すoウA一一夕-フォールモデルとは､文字通り､

滝が流れ落ちていくように､システム開発局面が､要件定義から設計､設計からプログラミング

へ･

-と推移していく方式を言い､その間の橋渡しは各種ドキュメントが担う､というもので

ある｡ほとんどのシステム開発はこの方法をとっている.,

この場合､要件定義局面ではwhatを決め､設計においてhowが記述されることが県別であるが､

BIOではこれらの作業を同時に実施することになるoよって､模式的に示すならば､要件定義局

面が従来の設計の一部分に重なった様態となるo

この方式のメリットは､従来後戻りが難しいとされていた分割されていた局面(要件定義と設

計)が､同時に考えられることによって､スパイラル式に収赦していくことが期待される〇

図3,1,7 BIOによる要件定義局面の拡大

3. 1.4 地震防災情報システム開発への適用可能性

(1)地震防災情報システムの質的差異

地震防災情報システムと一口に言っても､その内容は様々である｡地震予知技術開発のように､

純粋に学問的色彩の濃いシステムもあれば､気象庁のシステムのように､常時稼働が求められる､

業務的色彩の濃いシステムもあるD

そこで､システムの特質を探るために､横軸にユーザ､縦軸にシステムとしての柔軟性をとっ

て､いくつかの地震防災関連システムをマッピングしたものが図3･1･8であるoユーザが研究者

寄りの場合､非定型的業務が多く､行政の場合には定型的業務が主体であると捕らえることがで

きる｡また､システムの柔軟性でいうと､硬直したシステムは､決まりきった処理を毎回繰り返

すだけでよいが､柔らかさを求められるt,のは処理フロ-の変更や処理の追加に容易に応えられ

る必要があるo
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図3. I.8 地震防災情報システムの質的差異のマッピング

ユーザー

(2)地震防災情報システムの特性から見たB10適用の可能性

前項で見たように､地震防災情報システムの実相は非常に多岐にわたるため､その特性をひと

つふたっにまとめることは無理である｡よってランダムに､ (他システムと比べて)特徴的と思わ

れる点を列挙する｡

1.扱うデータ量が膨大であること

2.時系列的考慮が不可欠であること

3.メンテナンスおよび拡張が容易であること

4.マンマシン･インタフェースが極めて重要であること

5.要求機能は類似していても､ユーザによって目的は明確に異なっていること

6.ユーザがコンピュータ･システ本に対して不慣れな場合が多いこと

これらの特性に対する従来型システム開発方法論からの回答(アプローチ)は､以下のように

なるであろう｡

1･データ中心アプローチ(DOA: Data Oriented Approach)

2.状態遷移図による解析

3.構造化分析(SA: Structured Analysis)

オブジェクト指向アプローチ(00A: Object Oriented Approach)

4.プロトタイピング設計法

ビジュアル･プログラミング

5.明確な対応策なし

6.明確な対応策なし
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5や6の特性に関しては､従来型のアプローチでの解決は困難である｡ここに､ BIO適用の可能

性は大きいと考えられる｡

3.1.5 B10によるシステム開発方法論の確立へ向けて

BIOによる要件定義ドキュメントの記述様式(ドキュメント仕様)を定める｡このドキュメン

トは､ユーザとシステム開発者が対話に使えるものでなくてはならない｡その後､ BIOによる要

件定義ドキュメントから,オブジェクト指向言語による開発を意識したオブジェクトモデルに変

換する工程を開発する｡ひとたびオブジェクトモデルが作成されれば､そのからあとの実装(イ

ンプリメンテーション)は非常に容易であるからである｡

雛型となる､初期のBIO要求仕様書は､対話形式のエキスパートシステムの形態をとって､ユ

ーザ自身に作成させることも考えられる｡この場合､ベースとなるのは､実際の要件定義作業(イ

ンタビュー､図3.1.10参照)であり､質問のメタ知識を埋め込むことでシステム化が図られる｡

これにより､ユーザは自分の考え方の検証や考慮漏れに自ら気付き､その後のシステム開発者と

の対話もスムーズにいくと考えられる｡

i=
ユーザー

オブジェクトモデルは理解しづらい

ユースケース囲もわかりづらい
直感的にわかりやすいモデルで要求を伝えたい(確認したい)

BJOモデソング

図3.1.9 B10によるシステム開発方法論確立へ
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有益情報指向アプローチ:要件定義作業

フェーズ1
:情報の構造化

A:今回開発するのは､ ｢地震被害予測システム｣です｡予測結果だけでいいですか?

G:実際の被害状況も知りたい｡でも､どうやって実被害情報を集めたらいいんだろ

う?

A:実現方法は気にしなくていいです｡なにを知りたいか､率直にお願いします｡

---はじめは｢いかに(how)｣は意識しない.
｢なにを(what)｣の観点から

G:予測結果を確認するためにも､実際の被害状況を知りたい｡

A:被害とは､具体的になんですか?

G:地震によって､建物がどれだけ倒れたか､人が何人死んだか､けがしたか､道路が

壊れたか､

--一欲しい情報を､カードにかき出してばらまくように､ただ列挙する0

--一言葉の定義もまだあいまい

G:大きな地震が起きたときには､なにをすればいいか､市の防災担当者としての行動

の指針を提示して欲しい｡
● ●

●
●

A:地震動に関する情報は,どうですか?

G:地震計で､波形はもちろん収集する｡地震計で計算できるのは､計測震度､ sl値､

加速度､速度､

最大振幅など｡

知りたいのは､計測震度､ sI値､加速度､速度の分布です｡

A:成分に関してはどうですか?

G:3成分各々と､ものによっては水平合成｡

と､以下やりとりが続く｡

A:システムアナリスト

G:市防災担当者

図3.1.10 要件定義のためのインタビュー(例)
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3.2 危機管理支援システム

地震災害等が発生したときの危機的状況において､利害関係者は､できるだけ速く､正確な情

報を入手することが必要となる｡このときには､顧客関係を重視する企業のコールセンターやサ

ービスセンターのような機能が存在していると便利であり､情報を必要としている利害関係者が､

危機管理の情報担当者に個別に相談することにより､危機的情報が容易に入手できるとするなら

ば､即座に的確な対応行動が取れることになる｡

しかし､危機の規模が大きい時には､相談数が指数関数的に増大し､相当数の情報担当者が必

要となる｡現実問題としては､危機の原因となる事象が発生していない平常時からこのような情

報担当者を待機させておくことはできない｡このようなときには､.24時間365日でも対応可

能なエージェントを利用することが考えられる｡インターネット上に危機管理エージェントをサ

ーバーとして提供することにより､必要な時に誰でもがアクセスできるようになる｡しかも､容

量を考えながら同時アクセスできる仕組みを導入することにより､インターネットのポータルサ

イトのように､数万人以上の同時アクセス数にも対応できるようなサービスの提供が可能となる｡

このようなエージェントが､顧客関係を重視する企業のコールセンターやサービスセンターの

オペレータのように自然言語での質問に対して自然言語で回答してくれるならば､必要情報を迅

速に入手することができるようになる｡本節では､自然言語での会話機能を有するエージェント

の支援を受けながら危機管理が遂行できるような危機管理支援システムについて論述する｡

3.2. 1危機管理における情報開示の在り方

本節では､危機管理における情報開示の問題をリスクコミュニケーションの問題として捉える｡

図3.2.1に危機管理における理想的な情報開示の在り方について概念図を示した.リスク情報の

保有者が関係者に対して理想的なリスクコミュニケーションを実現するのが情報開示の基本とな

る｡

risk

commurLicatio A

-～.慧'

理想的な什報M示の在り方

･個別対応

･24時間365日

･関係者の立場を考えた説明

c.mtrLmicalor … ･専Fl性による信頼感

図3.2.1危機管理における情報開示の在り方

危機に直面した利害関係者は､社会の動きとは無関係に､ 24時間365日､リスク情報を必

要としている｡関係者の所属する組織やコミュニティのことを考える余裕も無くリスク回避をす

ることが当然の状況下では､広域的な防災問題よりも自分の近傍の問題を解決することを目的′と

して利己的なコミュニケーション要求が発生することが考えられる｡すなわち､図に示したよう

に個別対応のリスクコミュニケーションの必要性が発生する｡また､このような危機は､時間を

選ぶことなく発生するので､ 24時間365日の対応が不可欠となる｡
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危機管理の対象となるリスクが大きいほど多くの利害関係者が登場し､極めて多様なリスク情

報が必要とされる｡このような多様性の問題は､必ずしもリスクの処理技術を向上させることに

よって解決できるのではなく､同じ処理技術を用いたとしても表現の仕方を工夫して､利害関係

者の多様な要求に応えられるようにすることで解決できる｡本来､リスクを｢損失の可能性｣と

定義すると､損失の測定が主観に依存することにより､極論するならばリスクには利害関係者の

数に相当するだけの多様性があることになる｡このようなリスクの多様性を踏まえた上で､関係

者の立場を尊重した情報開示の在り方を模索する必要がある｡

危機管理支援システムの構築においては､ ｢リスクが主観的なものであっても､発生した危機的

状況に対して､利害関係者は信頼感が持てるような客観的な情報を入手したいと考え､理由の示

されない安全性よりも専門的解説を伴う危険性の方に対して満足する｡｣という仮説を導入してい

るo理由の示されない安全性は｢情報を所有している権威のごまかしや権威-の服従の強要｣を

連想させるということが不信感を生じさせる原因と考えている｡専門的解説を伴う危険性に関す

る情報開示を､図では｢専門性｣に裏付けられた情報開示と呼んでいる｡専門性による信頼感の

付与は危機管理における情報開示の必要条件の一つと考えたい｡

以上をまとめると､危機管理支援システムでは､ ｢専門技術を有している担当者が､リスクに関

わる利害関係者の立場を考えて､どんなときにでも個別対応で､リスク情報をわかりやすく説明

してくれる｣ようなリスクコミュニケーション機能を持っことが必要とされていることになる｡

3･2･2リスクコミュニケーション機能を実現する環境の構築

リスクコミュニケーション機能を実現するためには､ ｢顧客関係を重視する企業のコールセンタ

ーあるいはサービスセンターのオペレータとしての能力を持っリスク専門家が､ 24時間3 6 5

日､リスクコミュニケーションを支援できるような環境を構築する｣ことが必要となる｡このよ

うな環境は､インターネット上で利用者と自由に対話できるサーバーを開発することで実現でき

る｡図3･2･2にこのような環境のイメージを示す｡

リスクに関わる専門知謀

i･事!_鱒:

芸 ラ-:::-:
Serlモr

格付書｣
喝TeqkF

信用輔声 ▼
サービス

一

箪汁`-I.''.,.''.-連星オ'..`-....-.'''離毒iiEji
≡-･･--..-･･----

調整
ヨ邑ヨ㌫≡:≡≡電Ll

j
利害関係に関わる知識

(篇客対応技術)
■■■-･ Jh

:-ヽ･
ヽ･--･--■-､一･-

t､▲･ --1L､-て---J･ -､←一.一一▲-･･■･■-.--

-.
11･R▼■■■■●･t-J･Lヽ■t､■-

図3･2･2リスクコミュニケーション機能を実現する環境のイメージ
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インターネット上に公開したサーバーならば､サーバーが停止しない限り､ 24時間365日

の個別の対応が可能である｡危機的状況において利用者が急激に増大することに対応できるスケ

-ラビリティの問題もコンピュータ能力やネットワーク技術の向上によって容易に解決できるよ

うになっているので､どんな危機的状況においても24時間3 6 5日の個別対応することが不可

能ではなくなっている｡ただし､利害関係者がインターネットを利用できない場合にはサービス

を受けることができないが､インターネットの普及により､この間題も解決される方向に向かっ

ている｡

近年､自然言語での入力文に対して､入力に対応するホームページ情報を提示するだけではな

く､自然言語での回答文を返す機能を有するサーバーが開発されている｡これは利用者がサーバ

ーと会話をするようなものであり,会話を通して利用者は必要な情報を入手することができるo

このような会話機能は､自然言語の分析機能を有するエンジンと会話型のDBをサーバーの背後

に置くことにより実現できる｡利害関係者に応じた会話型のDBを準備することにより､自然言

語による多様な問い合せ-の回答が可能となるので､利害関係者にとっては極めてわかりやすい

リスク情報の獲得方法となる｡本節では会話型のDBのことをKB (KnowledgeBase)と呼ぶこ

とにする｡

専門性に関わるリスク情報に関しては､リスクマップを作成して､インターネット上に図表示

することにより､損失の大きさと損失が及ぶ可能性を測定するための距離空間情報を可視的に提

供することが可能であり､利害関係者に自然にリスク情報を開示することができるo会話機能と

結合してこのようなリスクマップを提供するようなナビゲーション機能を付加したサーバーを立

ち上げれば､危機的状況にある利害関係者にとっては極めて有効なリスクコミュニケーション環

境が与えられることになる｡

3. 2. 3危機管理支援システムの提案

図3.2.3にリスクコミュニケーション機能を持つ危機管理支援システムを示した｡リスクマッ

プに関わるホームページナビゲーション機能と利害関係者の立場を考慮した会話機能を持つエー

ジェント(図ではCAIWAと表示している)が本システムの基本構成要素である｡

会話機能では､危機的状況から想定される利害関係者の質問文と利害関係を考慮した回答文か

らなるKBを準備する必要がある｡危機的状況に関わる事象が発生する前に想定されるリスクに

関するQ&Aが準備するKBの主な内容である｡このような準備により､平常時におけるリスク

コミュニケーションを実施する環境が整うことになる｡危機管理では､事象の発生後に危機的状

況が時間とともに変化するときのリスクコミュニケーションを扱う必要が生じる｡したがって､

この変化に対応するためにKBを更新する機能が必要となるoなお､事象の発生後であっても平

常時におけるリスクコミュニケーションの枠組みが活用できるので､ KBを更新する量は必ずし

も平常時のKBの量に比べて多くはないと考えている｡危機管理を円滑に遂行するためには平常

時からの準備が不可欠と言われるが､このことは本システムの会話機能についても成立する｡

平常時からの準備が必要という意味においては､リスクマップに関わるホームページナビゲー

ション機能についても同様である｡平常時におけるリスクコミュニケーションを支援するリスク
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マップを作成し､会話機能と結合して､利害関係者からの質問に応じたリスクマップを表示する

枠組みを構築しておけば､事象の発生後にも活用できるものとなるD さらに､安震システムのよ

うな双方向災害情報システムを活用すれば､危機的状況のリスクマップがリアルタイムに更新で

きるので､利害関係者とのリアルタイムでのリスクコミュニケーションが可能となる｡

･･｣･
L男用確竃 ◆ サービス

→ -､→ -I.← ■

▲

H:

願事

▲
義

図3,2,3危機管理支援システムの提案

情報源

3,2.4提案システムの利点

危機管理に責任を持ちリスク情報を発信しなければならない組織の立場で､提案した危機管理

支援システムの利点を整理すると以下のようになるo

1)組織のホームページにこのような危機管理支援システムを設けておくと､そこにアクセスし

た利害関係者の誰もがその組織と一対一でリスクコミュニケーションできるDそうした人々は､

時間の制約を受けずに多くの質問を発することができるし,公聴会などでは聞きにくいことも

聞けるo

2)一方､組織にとっては的確な対応が可能になるとともに､利害関係者の問いかけなどを記録

できるので､利害関係者が必要としているリスク情報を統計として把握できる｡そうした傾向

をつかんで､新たな対応も検討できる｡

3)専門性のある詳細なリスク情報に関してのナビゲーション機能を有しているので､即座に利

害関係者が必要としている情報を提供できる｡この結果､リスク情報の受け手である利害関係

者にとっては組織-の信頼感を増すことにつながる｡
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3.3 強震動波形ネットワークシステム

都市圏とその周辺での強震動の特性を把握することは､地震防災に関する研究､実務を推進す

る上で重要である｡そのためには､高密度に設置された強震計の観測ネットワークと､統一的に

整理された強震動データベースが必要である｡近年､強震動を観測するためのネットワークは､

様々な機関によって全国的に整備されてきた｡このような､統一的にデータが利用可能なシステ

ムの例として､防災科研によるK-net､ KiK-netがある｡

これらの他にも､都市域においては地方自治体､ライフライン企業､大学などによって､より

高密度な強震動観測ネットワークが構築されている｡しかし､これらのデータは独自に管理され

ており､統一的に利用することはできなかった｡このようなデータを効率的に収集し､全国的に

共通したデータベース化を行い､強震動記録を有効利用することを目的として､ 1999年度より全

国6大学によって｢大都市圏強震動総合観測ネットワークシステム｣の構築が進められた｡本節

では､このシステムの構築について報告する｡

3.3.1はじめに

全国に設置された地震計は近年飛躍的に増加しているが､一般に導入した機関毎に独自に管理

されており､得られたデータは公開されない場合も多い｡また設置や維持管理に十分な注意が払

われていないケースもあると思われる3･3･1)｡これからの耐震設計や都市防災に関する研究と実務

のためには､全国を覆うようになった高密度の地震計から得られるデータ､特に強震波形データ

を収集･整理し､さらには公開して研究者･実務者で共有することが望ましい｡スムースな情報

収集のためにはオンライン化､ネットワーク化が不可欠である｡

現状では､防災科学技術研究所のK-net, KiK-netは全国を一定密度で覆う良質の強震観測網で

あり､オンラインで波形データを収集･データベース化してウェブで公開している｡また気象庁

も全国で良質の記録を収集･整理している｡しかし､これらはせいぜい数10km2に1箇所であり､

都市防災や個々の建物の設計資料という観点からは､十分な密度とは言えないo一方,気象庁に

加えて､自治省が各自治体に設置した計測震度計は､オンラインで計測震度を速やかに収集して

整理･公表しており､各種報道メディアやインターネット上で震度情報が得られる｡ガス･電力

などのライフライン企業や鉄道などでも､災害時の速やかな対応のために同様のシステムを構築

しており､例えば3･3･2)がある｡これらを含めると､特に都市部においてはかなりの密度で地震記

録が得られることになる｡ただしこれらはいずれも震度やSI値などの代表値を対象としており､

収集負荷が大きく利用も難しい波形データについては､オンライン収集あるいは公表の対象外で

ある｡

このような背景から､本報告では地震波形データをオンラインで収集するシステムを開発し､

東海地方の自治体､ライフライン企業および大学の既存の地震観測システムをネットワーク化し

た事例について述べる｡著者らは以前からネットワークに地震計を接続することにより､オンラ

インで波形収集を行うシステムを構築しており3･3･3)､その技術を用いて環境振動のモニタリング

も行っている3･3･4)｡また松下ら3･3･5)はLANや移動通信による地震計接続を提案している｡一方､
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多様な既存システムとの接続の際に最も問題となるのは､ --ドゥエア､データ転送方法､デー

タ形式､整理･保存方法などが千差万別なことであり､システムを導入した目的や組織の立場に

よる差も著しい｡これらに対応して多様な接続の様式を開発したことが本システムの大きな特色

となっている｡最後に､このようなシステム開発を踏まえて､今後のオンライン強震観測のため

の具体的技術と新たな可能性を提示する｡

3.3.2波形データ収集対象地点

収集対象機関と地点数を表3.3.1に､地点分布を図3.3.1 (全域)および図3.3.2 (濃尾平野)

に示す｡東海3県に約200点､愛知･岐阜にまたがる濃尾平野で約80点､名古屋市内で約50点

である｡岐阜県については自治体の計測震度計からの波形収集ができないため､南部の濃尾平野

以外は全く計測点がない｡

3.3.3 システム構成の概要

図3. 3. 3にシステムの全体構成とデータ転送の概要を示す｡新設の機器は主に図の右半分に示

されており､データサーバ､ウェブサーバ､監視装置､接続機関ごとのデータ収集装置､および

各種回線接続機器やバックアップ装置などの周辺機器(図では略)から構成されている｡

データサーバは本システムの中心となる機器であり､主に以下の機能を有する｡ハードウエア

はPC (Pentium III 600MHz､メモリ256MB､ HDD20GB内蔵+120GB RAID5)でOSはLinuxである｡

このシステムでは地震が発生したときに､以下のような手順で動作し､データを収集する｡

(1)気象庁の震源･震度情報を電子メールで受信し､東海地域である程度の波形データが期待で

きる場合(マグニチュードおよび震度で条件設定)には､イベントディレクトリを用意して波形

収集の準備を行う｡

(2)三重県など一部の機関の収集装置-波形収集のトリガを送る｡

(3)各機関から送られてきた波形データを､必要なら共通フォーマット(winフォーマット)に

変換してイベントディレクトリに格納する｡イベントの同定には､震源情報から計算したp､ s

波理論走時と観測記録のトリガ時刻の時間差を監視することにより行っている｡

(4)収集状況を地図上に随時まとめてプロットする｡

ウェブサーバは, httpやftpにより収集状況や波形データをネットワーク経由で参照できるよ

うにするものである.ハードウエアとOSはデータサーバとほぼ同一である｡データサーバと同一

の波形データや収集情報を並列で持っており､バックアップとともに､将来的にインターネット

で公開する際の管理やセキュリティを考慮してある｡ウェブサーバの情報は､通常のブラウザに

よりネットワーク経由で参照でき､これを利用した監視装置は通常のWindows PCで十分である｡

3.3.4既設強震計･観測システムとの接続

先にも述べたように本システムの特徴は､多数の機関との接続を､既存システムの特性や各機

関の環境･立場などを考慮して､多様な技術を用いて実現した点にある｡以下では対象機関毎に

図3.3.3と対応して簡単に述べる｡図3.3.3では左の列から地震計､各機関の既存サーバ､本シ
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ステムの収集装置､そしてデータサーバと並んでおり､基本的に3段階のデータ転送が行われる｡

収集装置は､各機関との複雑なデータ転送手順をコントロールするとともに､それぞれに個別の

データフォーマットを共通フォーマットに変換する役目を果たす｡なお各機関の既存サーバは名

古屋大の強震観測･基準観測がEWS､その他は全てWindows PC､本システム側の収集装置は全て

Windows PCである｡

(1)愛知県計測震度ネットワーク

自治体の計測震度計は波形獲得を目的としないため､一般に波形データ収集は容易でない｡し

かし愛知県では既存のシステムが電話回線による波形収集機能を備えているため,地震後に既存

サーバに震度と波形データが自動転送される｡このデータを定時に隣に設置した収集装置にコピ

ーし､さらにISDN回線でデータサーバに送っている｡

(2)三重県計測震度ネットワーク

既存システムのオンライン波形収集機能が十分な容量を持っていないため､各地点の震度計に

電話回線で直接アクセスして波形データを収集する｡この際に震度計に記録されたファイル名が

必要なため､地震後にまず既存サーバにアクセスして震度収集状況とファイル名を取得し､それ

に基づいて各地点に電話接続する手順となる｡

(3)名古屋市地震被害予測システム

既存サーバが最大値･震度等の後に波形データを収集し､一定時間後に本システムの収集装置

にISDNで転送する｡収集装置とデータサーバ間はディスクミラーリングを用いる｡

(4)東邦ガス

東邦ガスは名古屋市を中心とする濃尾平野一円のガス供給施設に､ 100箇所以上のSIセンサを

設置している｡これらはSI値はオンラインで通報されるものの､波形は点検時に現地で回収する

しかない｡従って今回は既設のSIセンサーのうち10地点について､同じ設置台上または近傍の

床､地表などに強震計(SI機能付)を新設した｡設置するガス施設の状況から新たな配線を極力

避け､ PHSあるいは携帯電話によりデータ収集装置に接続することとした0

(5)中部電力

中部電力は電力関係施設の地盤･建物に高密度の観測システムを持ち､これらを技術研究所で

オンラインー括管理している｡地震後に収集された記録のうち､提供が可能な記録(主に地盤)

のみをISDN回線で定時にデータサーバに転送する｡既存サーバを改修してフォーマット変換と転

送機能を備えたため､収集装置を介さずに直接データサーバに転送している｡

(6)愛知工業大学

大学はキャンパス内のLANおよびインターネッ･ト接続環境が整備されている｡この利点を活か

すべく､従来シリアル接続されていた地震計一既存サーバ間について､ LANアダプタにより地震

計のシリアルポートを直接ネットワークに接続した｡これにより既存サーバはLAN経由で地震計

の波形データを受信でき､また地震計にアクセスして各種操作をすることもできる｡既存サーバ

とデータサーバとの間はインターネットにより直接･高速にデータ転送できる｡

(7)名古屋大学(強震観測等)

名古屋大キャンパス内での強震観測3･3･3) ･環境振動モニタリングシステム3･3･4)である｡地震計
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をノートPCを介してLANと接続する技術を用いていたが,愛知工業大学と同様のLANアダプタに

一部を変更した.従来型の接続も残っていること､既設サーバは他の機能も備えていることなど

のため､既設サーバで新しい接続方式の強震計からデータ受信するシステム改修は容易ではない｡

そこでまず地震計から新設の収集装置にLAN経由でデータを転送し､そこから既設サーバに転送

する方式をとった｡データサーバ-は既設サーバがデータミラーリングしている｡既存システム

の改修が困難な場合のモデルケースとなろう｡

(8)名古屋大学(岐阜県新規設置)および機動強震動観測

岐阜県の計測震度計は波形収録機能がないため､特に重要な南部の濃尾平野地域に､既存震度

計に併設する形で6地点を新設した｡また､余震観測などのために機動性の高い地震計を10式そ

ろえており､現在は濃尾平野内の養老断層に直交する測線と名古屋市内の測線に仮設置している｡

これらの地震計は内蔵のPCカードスロットにカード型通信アダプタを備えており､一般回線ある

いはPHSや携帯電話のいずれかを状況に応じて選択できる｡単独で新設する地震計のスタンダー

ドな接続形式といえる｡都市域では転送速度の速いPHSがよいが､郊外や建物のかげでは携帯電

話が必要なケースも多い｡

(9)名古屋大学(基準観測)

名古屋大学理学部の微小地震観測施設4箇所に強震センサを併設し､既設テレメータ(1箇所

は衛星テレメータを新設)により既存のサーバに連続波形記録を転送している｡既存サーバにソ

フトを追加し､地震時にデータサーバからの指令により指定の時間区間の波形データを切り出す

機能を付加した｡データはディスクミラーリングによりデータサーバに送られ､データサーバ側

でフォーマット変換される｡

3.3.5データ収集･転送のタイミング

既存システム･強震計との接続で重要なのは､そのシステムの本来の機能に障害を与えないこ

とであろう｡特に自治体の震度計との接続において､震度通報に障害を及ぼすことは問題が非常

に大きい｡今回のシステムでは既存サーバ等にアクセスするタイミングとして､ (1)地震発生後

の一定時間は避ける､ (2)通常業務に影響のある時間を避けて時間帯を設定する､ (3)地震発生

時は直ちに処理を中断して接続を終了する､の3条件を考慮し､相手先によって設定を変えてい

る｡ (1)については既存システムの処理能力にもよるが1時間から数時間を設定している｡ (2)

は自治体では深夜-早朝を希望されることが多い｡ (3)について､トリガ時に転送処理を中断す

ることは強震計の標準的な機能といえるが､システムとしても地震発生時に他の接続処理を停止

して観測を最優先することの保証が､接続の必須条件と考えられる｡

3.3.6システムの稼働状況と課題

本格運用を開始してまもなく平成12年10月6日鳥取県西部地震､ 10月31日三重県南部地震

などが発生し､多数の記録が順調に得られるとともに､システム稼働状況のチェックを行うこと

ができた｡自動データ収集に失敗した例の多くはイベント同定の問題であり､気象庁震度情報速

報の発生時刻が分単位であること､連続するイベントの分離のために同一イベント判定時刻範囲
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を短くしたこと､地震計の時刻較正不備､などが関連していた｡通信の不安定によると思われる

収集ミスもあり､接続後の調整は重要である｡また､転送された波形データから震度計の不具合

や時刻ずれを発見した例があることから､本システムが既存観測点の検証と維持管理という面で

も有用であるといえる｡

3.3.7オンライン強震観測のための技術

(1)電話回線･移動体通信技術

地震計のオンライン化に用いられる回線には､一般回線､携帯電話､ PHS､ ISDNなどがある｡

以前は一般回線が多かったが､現在では移動体通信が普及し､携帯電話やPHSを選んでも設置の

自由度や容易さからトータルコストでは見合う程度といえる｡図3.3.3の臨時観測例に示す｢安

震システム3･3･6)｣は､安価な地震計と多機能ノートPCをPHSでサーバに接続し､強震記録だけ

でなくアンケートや写真など各種災害情報も含めたオンライン超高密度データ収集網を構成した

例である｡転送速度ではISDNについでPHSが高速だが､受け側にPHSまたはISDNを必要とする｡

受け側はISDN回線にDSU+TAを接続し､ S/T端子にISDNルータ､アナログ端子にモデムを接続す

ることにより､地震計側の回線がISDN､一般電話､携帯電話､ PHSのいずれであっても､または

以下に述べるようなLANであっても発着信可能となる｡

(2) LANとインタ-ネットの利用

LANやインターネット常時接続は､データ転送速度やデータ監視のリアルタイム性において電

話回線より格段に優れている｡まず地震計については､現状では未だにシリアルポートが一般的

であるが､ LANアダプタ(シリアル-TCP/IPプロトコル変換器)を用いればシリアルポートから

直接LANに接続できる｡次に､各地点で複数の観測機器を接続したLANをデータサーバ-接続す

る方法には､図3.3.3の臨時観測例に示すように､ ISDN回線と常時接続があるo常時接続は一般

に高価だが､本システムでは近年都市部で普及しているケーブルTVインターネット接続を利用し

ている｡一般家庭でも数千円/月でかなり高速の常時接続ができ､地震計だけでなくカメラ等も

接続した常時モニタリングも手軽に可能になる｡ただしグローバルIPアドレスはごく少数しか発

行されないので､ LAN内の複数機器に外部からアクセスするにはPCによりサブネットを構成する

などの工夫が必要となる｡

(3)データ確認用webの例

次に､データ監視装置のwebについて記す｡図3.3.4には月別の､収集範囲内で有感地震を記

録したイベントの一覧の画面を示す｡それぞれのイベントの項目をクリックすると､以下に示す

ような画面にジャンプする｡なお､愛知､岐阜､三重県内で有感となった地震はすべてリストア

ップされるが,必ずしもすべてのデータを収集しているわけではないので､このリストにはデー

タを収集していないイベントも載っている｡

図3.3.5に各イベントのデータを見るためのメニュー画面を示す｡メニューには震度マップ､p､

s波のトリガーマップがそれぞれ､愛知･岐阜･三重の三県全体､濃尾平野､名古屋市の三段階

の大きさで表示できるようになっている｡

収集した波形記録から自動的に震度を計算し､その結果を使って作成された震度分布を図
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3･3･6 (東海地域全体)､図3..3.7 (濃尾平野)､図3.3.8 (名古屋市周辺)に示す(2000年10月

31日三重県南部､深さ40km､ M5.7)｡図において､記号の色は震度を示し､記号の違いは観測機

関の違いを示す｡図において､震央は塗りつぶした赤丸で示されている｡なお､波形が収録され

なかった観測点は､薄いグレーで示されている｡

図3･3･9にはP波トリガーマップを､図3.3.10にはS波トリガーマップを示す｡これらは､気

象庁による走時表から得た理論走時と､波形記録におけるトリガー時刻が±30秒以内に一致して

いる点を示している｡色は､地震発生時刻からの時間を示している｡

最後に､図3･3･ 11に波形記録の例を示す｡波形は観測点ごとに表示され､波形ごとに最大値で

ノーマライズされる｡最大値は図3.3.11の上に示してある｡波形は加速度である｡

3.3.8現時点でのネットワークシステムと今後

現時点において､このネットワークシステムは理学部の基準観測点(テレメータ)をのぞき､

約200地点で一通りの接続は完了してデータ収集が継続されている｡このシステムによって､運

用開始の平成12年10月から平成13年10月で､東海地域である程度の記録があった約40イベン

トの波形を収集している｡主要なイベントとデータ数を表3.3.2に示す｡新たに､また臨時に観

測をする場合の強震計設置に際しては､なるべくこのシステムにデータを統合するようにしてい

る｡ただし､このシステムは多くの機関と多様な接続形態をとっているため､未だにトラブル､

調整が時々必要である｡

今後の予定として､以下のような内容を予定している｡

(1)データ利用(公開,非公開､プロジ工クト内､-)の予定

･データ提供機関相互にはディジタルデータまで使用可としている｡

･それ以外は波形の図の一部をウェブで公開｡

･将来的には､ウェブによるディジタルデータ公開を目指して各機関と調整中｡全面公開におお

むね協力的だが､機関によって公開方針が異なるので､それに対応した公開用システムの開発が

必要｡

(2)ホームページによる公表に関する予定,など

･イベントごとの震度分布と波形の図については､現状でも自動でウェブページを作成している｡

このページについては､当初は一般には公開しておらず､データ提供機関からはパスワードによ

り参照できるようにしていた｡しかし2001年12月末より､試験的にパスワードなしで閲覧でき

るようにした｡主要なイベントは震度マップのダイジェストを手動で作成している｡

･観測点情報､地盤情報､機材データなどを含む総合的な強震観測データベースを目指し､ウェ

ブを開発中(図3.3.12-3.3.14)｡これも､試験的に公開している｡

･データ検索とダウンロード用ウェブの必要性｡連絡先と使用条件のページに同意を記入すると

ダウンロード画面に飛ぶようなイメージ｡

･将来的にはウェブ上で全面公開の予定｡ただし､その具体的な手法と､どの程度までの情報を

どの程度までの相手に公開するかについては､これから十分に議論をしていく必要がある｡
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3.3.9おわりに

既存地震観測システムを中心に波形データをオンライン収集する技術を検討し､システムを開

発した｡得られた情報のきめ細かな公開や利用法の提案､観測機関-のフィードバック等が今後

の課題といえる｡また､コンピュータや通信機器の発展を参考にすれば､新たな地震観測システ

ムや､既存システムの新たな利用法の展開があり得る｡

謝辞
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表3.3.1波形データ収集対象の機関･システムと地点数

記号 名称 観測地点数 地震計設置数 備考

AⅠC 愛知県 74 74 計測震度計

MIE 三重県 68 68 計測震度計

NGY 名古屋市 16 18 地震被害想定システム,地中2(工学基盤)

THG 東邦ガス 10 10 既設SⅠセンサ近傍に強震計(SI機能付)併号

CEP 中部電力 2 6 地中4

AⅠT 愛知工業大学 1 5 地中2(岩盤1)

NUE 名古屋大学強震観測 3 40 地表14,地中5(工学基盤1),8建物

NUS 名古屋大学基準観測 4 4 岩盤上の微小地震観測点に強責計併設

NUG 名古屋大学岐阜県観測点 6 6 既設計測震度計近傍に強震計併設

NUN 機動強震動観測 10 10 名古屋市内.岐阜県内の測線に仮設置

合計地点数 194 241

参考 K-net 61 61 東海3県(愛知.岐阜.三重)

表3.3.2 主なイベントの収集状況

日付 場所､規模 AIC MIE NGY THG CEP NUE NUG NUN

2000/10/6 鳥取県西部(35.3N133.4E) 10km M7.1 69 48 18

2000/10/31 三重県南部(34.2N 136.4E) 40klⅥM5.7 73 61 13

2001/1/6 岐阜県美濃東部(35.4N 137.1E) 40km M 4.9 55 30 15

2001/1/12 兵庫県北部(35.5N134.5E) 10km M5.4 57 28 10

2001/2/23 静岡県西部(34.8N137.5E) 50km M5.3 71 44 8

2001/3/24 #=#(34.1N 132.7E) 60km M6.4 57 46 0

2001/4/3 静岡県中部(35. ON 138. 1E)
2001/6/1 静岡県中部(35. ON 138. 1E)
2001/6/1 静岡県中部(35. ON ~138.1E)
2001/6/3 静岡県中部(35. ON 138. 1E)

2001/6/21 伊勢湾(34. 9N 136. 8E)

2001/8/25 京都府南部(35.1N 135.7E)
2001/9/22 愛知県西部(35.1N 136.9E)
2001/9/27 愛知県西部(34.9N 137.1E)

30km M 5.3

40km M 4.8

30km 班 4.1

40km M 4.3

10km M 3.7

10km M 5.3

40km M 4.1

20km M 4.4

69 27 17

54 1 13

10 0 0

20 0 5

16 2 2

48 59 11

27 24 9

61 33 11

0 0 24 5 1

0 0 36 4 3

0 0 8 6 8

0 0 8 6 2

0 11 12 5 8

0 8 9 3 8

0 0 16 3 6

0 3 12 3 5

0 2 6 0 0

0 3 6 0 0

0 0 6 0 0

0 2 6 2 4

0 0 9 2 7

0 10 6 4 8
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136'∞● 136- 30' 137- 00' 137- 30'

図3.3.1全ての強震観測地点(東海3県)

図3.3.2 強震観測地点のうち､濃尾平野周辺
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図3.3.3 データ提供機関.システム毎の接続機器構成と地震時のデータ転送
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図3.3.4 監視装置のイベント一覧画面(2000年10月)
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図3.3.12 波形情報を表示するための､地域の選択(開発中)

図3.3.13 波形情報を表示する地点を選択(名古屋市周辺)
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3.4 土地利用から見た地盤情報

ある地域の災害による被害を最小限に抑えるためには､その地域の特質を正しく把握しておく

必要がある｡中でも､広域にわたる地盤特性の正確な把握は､地震を始めとする自然災害の軽減

に対して極めて重要である｡ここで言う地盤特性とは､表層地盤の地盤分類や微地形分類を指し

ている｡

我々は､千葉市およびその周辺を対象に､土地利用とその変化から微地形分類を行ない､その

結果に基づいて地盤特性を推定する手法の提案を行なった3･4･l)｡この方法は､地形を直接利用す

るのではなく土地利用から推測していること､および､ 1kmメッシュではなく100rnメッシュの

1/10細分区画土地利用データを用いることによって微地形分類の解像度を高めている点に特色が

ある｡さらに､千葉市に隣接する東金地区を対象に､微地形分類の解像度を高める方法として衛

星データ利用の可能性についても検討を行なった3･4･2)J･4･4)0

本報告では､衛星(リモートセンシング)データに基づく微地形分類および地盤特性の推定手

法を確認すると共に､千葉市およびこれに隣接する地区における検証結果について考察を加える｡

3.4. 1古い時期の土地利用からの微地形の推定

古い時期にあっては､高度な土木技術は未発達だったため､大規模な土地改変が行なわれるこ

とはまれであった｡従って､古い時期の土地利用は､おおむね自然の地形を反映したものであっ

たと考えられる｡また､日本における地形の成り立ちを考えると､地形(特に微地形)とそれを

構成する地盤との間には密接な関係が存在することが分かる3･4･5)｡これらのことから､著者らは､

土地利用とその変化から微地形分類および地盤特性を推定する以下のような手法を提案した3･4･1)o

(a)古い時期の土地利用データを得る

(b)現在の土地利用データを得る

(c) (a)および(b)に基づく推論によって現在の微地形分類を得る

(d) (a)および(c)に基づく推論によって現在の地盤特性を得る

このうち､ (a)では､明治30年代後半に作成されたl/50,000の地形図から植生と土地利用を抽出

(デジタイズ)する｡この地形図を利用するのは､この時期に現在とほぼ同様の形式で全国の地

形図が整備されたことによる｡一方､ (b)では､国土地理院発行の国土数値情報1/10細分区画土地

利用データを利用する｡これは､約100m四方のメッシュデータである○ (c)および(d)における推

論は､このメッシュごとに推論規則を適用することによって行なう｡

この方法を千葉市および隣接地域に対して適用したところ､得られた微地形分類はおおむねこ

れらの地域の地勢を表現することが分かったが､一方で､ 100mの分解能ではこの地域に特徴的

な細長い谷底平野を必ずしもとらえ切れておらず､また､自然堤防や砂碓と言った低地の微高地

と台地の分類が明瞭とは言えないことも分かった3･4･1)･3･4･6)0
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3.4.2 衛星データによる土地利用変化と微地形分類の推定

(I)新たな分類手法の提案

上記の問題点を解決するために､ここでは､ Ⅰ :衛星(リモートセンシング)データによる土

地利用分類､ Ⅱ :標高データを加味した推論規則 を導入することによって微地形分類と地盤特

性の新たな推定手法を考案し､これを用いて千葉および東金における分析を再度行う｡

改良された推定手法は以下の通りである｡

(a-)古い時期の土地利用データを得る

(b)現在の土地利用データを得る

(c)現在の標高データを得る

(dt) (a')-(c')に基づく推論によって現在の微地形分類を得る

(e') (a')および(dt)に基づく推論によって現在の地盤特性を得る

このうち､ (a-)では､前述の(a)と同様､明治30年代後半に作成されたl/50,000の地形図を用いる｡

(b')では､地球観測衛星LandsatのTM (Thematic Mapper)データを用いる｡ TMデータからの土

地利用判別手法については次節で詳述するが､理論上の地表分解能は約30mとなる｡一方､ (cl)

では､国土地理院発行の数値地図50mメッシュ(標高)を用いる｡これは､その名の通り一辺約

50mのメッシュデータである｡ (dt)および(e')における推論は､表3.4.1に示す改良された推論規則

を適用することによって行う｡ここで､台地と低地の微高地の境界を標高15m､丘陵地と台地の

境界を標高60mとしている｡これらは､この地域の地勢を勘案して定めたものであり､他の地域

にこのルールを適用するに当たっては再考の余地を残している｡

(2)衛星データによる土地利用分類

地球観測衛星による環境モニタリングの有用性は様々な分野で実証されているが､地表の植生

に関する情報収集はその代表的用途の一つである3･4･7). 3･4･8)｡ここでは衛星画像の各ピクセルに対

して植生指数等を用いた解析を行い､土地利用判別を行う｡

一般に､観測衛星には幾つかの異なる波長域(バンド)に感応するセンサーが搭載されている｡

このうちのいくつかのバンドデータを組み合わせることにより､地表における植物の量や種類･

状態などが推測できるとされている｡これを植生指数と呼び､本研究では最も一般的と思われる

正規化植生指標(Normalized Difference Vegitation Index, NDVI)を用いる｡これは植生の活性度を

示す指標と言われており､ LandsatrrMの場合には､ 7つあるバンドのうちの2つを用いて次のよ

うに計算される｡ B皿d3は可視光赤色域､ Band4は近赤外域の観測データである｡

NDVI =

Band4 - Band3

Band4 + Band3

試行錯誤の結果､以下に示す2つの手法の内のいずれかを用いることにより土地利用分類が得

られることが分かった｡手法Aでは､

【1】2時期の衛星データを用意し､これをシーン①､ ②とする｡

[2】各シーンのデータに対し､幾何補正を施した上で必要領域を切り出す｡

[3】シーン①および②のNDVIをそれぞれ計算する｡これをNDVI①およびNDVI②とする｡
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[4] NDVIの差(NDVI①- NDVI②)を計算する｡

[5】シーン①のBand7､ (NDVI①- NDVI②)､NDVI②の3つからなるデータセットに対し､

クラスター解析による教師なし分類を適用し､土地利用分類を得る｡

また､手法Bでは､

[1] 3時期の衛星データを用意し､シーン①､ ②､ ③とするo

[2】各シーンのデータに対し､幾何補正を施した上で必要領域を切り出すo

【3]シーン②および③のNDVIをそれぞれ計算するoこれをNDVI②およびNDVI③とする｡

[4】 NDVIの差(NDVl②- NDVI③)を計算する｡

[5]シーン①のBand卜5､ Band7､および(NDVI②- NDVI③)の7つからなるデータセッ

トに対し､クラスター解析による教師なし分類を適用し､土地利用分類を得る｡

上記手続きではNDVIの差を用いているが､これは､二時期での稲の生育状態の変化から水田

を抽出するためである｡表3.4.1にあるように､水田は微地形分類を行なう上で重要な辛がかりと

なる｡また､ LandsatrrMのBand 7中間赤外域は､ある種の岩石の観測に利用できるとされてお

り､地上のコンクリートやアスファルトなどの人工構造物にも適用できると判断したoなお､手

法Bのステップ【5]においてB弧d6を用いないのは､このBandのみ分解能が劣るためであるo

(3)衛星データによる千葉および東金の微地形分類

(I)および(2)で述べた手法を用いて,千葉およびこれに隣接する東金地区の微地形分類を行うo

まず､古い時期の土地利用を用意する.ここでは､明治36年(1903年)の1/50,000地形図から

植生および土地利用を抽出する(デジタイズする)｡待られた結果を図3･4･1aおよびbに示す｡図

より､この地域におけるこの時期の集落は極めて小規模であり､また､谷津田がよく発達してい

ることが分かる｡

っいで､近年の土地利用を求める｡用意した衛星データは､ ①1986年9月7日､ ②1987年6

月6日､ ③1987年7月24日のLandsat汀Mデータである｡このうち､千葉地区ではこれら3時期

のデータを用い､手法Bを適用して土地利用を求めた｡また､東金地区では②および③の二時期

のデータを用い､手法Aを適用して土地利用を求めた｡

最終的に得られた土地利用の判別結果を図3.4.2aおよびbに示す｡いずれの地域においても､

樹枝状にのびた谷津田､市原や東金付近の広大な水田地帯が共によく捉えられている｡

古い時期の土地利用(図3.4.I)と近年の土地利用(図3.4.2)に対して推論規則(表3･4･l)を

適用することにより､微地形分類が得られる｡結果を図3.4.3aおよびbに示す｡これを､ 100mメ

ッシュのデータに基づく結果3･4･l), 3･4･6)と比較すると､下総台地に拡がる樹枝状の谷津田がよりよ

く捉えられていることが確認できる｡また､九十九里平野内に拡がる砂堆は､実際には周囲の低

湿地との標高差がほぼ全くと言ってよいほど無いにもかかわらず､うまく分離されている｡

3.4.3 地盤概要の推定

得られた微地形区分から推測される地盤概要と､実際の地盤との対応を見るため､図3･4･3b中

に示すA,B,Cの3箇所においてボーリングデータを収集し､推測結果との比較を行った｡

A地点は海岸平野と谷底平野の低地にはさまれた段丘(台地)の下位面に立地し､図3･4･3bで
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は台地と分類される｡表3･4･lから洪積地盤と推測され､下総台地であることも考慮すると表層に

は関東ロームが分布すると推測できる○一方､ B地点は後背湿地と砂堆が帯状に並んだ海岸平野

の微高地に位置するo図3･4･3bでの分類も同様であり､砂地盤であることが推測される｡最後の

C地点は盛土地に立地しているoやはり図3･4･3bでも同様の分類結果である｡ 1903年の土地利用

が水田であることを考慮すると､表層を覆っている盛土地盤の下には沖積の粘土やシルト層の存

在が予想できる｡

図3･4･4にA,B,C3地点におけるボーリング柱状図を示す｡上記の推測がほぼ裏付けられてい

ることが分かる｡

これらの検討より､土地利用とその変化から微地形分類が精度よく分類できること､また､そ

の結果に基づいて地盤の概要が推定可能であることが示された｡

3.4.4 本節のまとめ

本節では以下のような結論を得た｡

(l)古い時期の土地利用とその変化から､広域の微地形区分ひいては大まかな地盤特性を求

め得るこ.とを確認した｡特に海岸平野に点在する低地の微高地が区分可能であることが

判明した｡

(2)衛星画像を用いて土地利用分類を求める手法を示した｡

(3)土地利用に基づいて微地形区分を行う場合､標高データが有効であることが分かった｡

今後は､地盤調査結果や微動計測結果との広範な対応を図り､より進んだ地盤特性評価-と発

展させることが考えられる｡
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表3.4.1推論規則

古い時期の土脚J用 現在の土地利用 推測される地形 推測される地盤

水田 永田 低地,湿地,援常温地 故弔な沖aのシルトー粘土

水田湿地内太地 建物,道路.鉄道用地 盛土地 表JIに盛土,下船こ沖朋

海域.海浜 海域以外.海浜 埋立地 表別こ盛j=,下部lこ沖枕官

## 建物.道路,解遣用地 平尽化_也 沖積の砂層.砂舶または洪耕早の切土/盛土

森林 畑,菜館園,8T木畑 剖乱低地の律帯地【A】
沖aの砂Ji.砂朗.紺青,孝三紀甘あるいは

それ以前の地胃森林 上記以外の分類 低湿地以外,丘陵亡B]

畑果8T回樹木畑地 -+ 低地の徳満軌台地M

庫勧 -◆
低地の秋本地,台地【A】 沖耕の砂層.砂凄j,淵Jl

i古い時-土-用のみで無条件に定まること紹映するEe.霊と5#J=冨髭言語監と悪霊芸監護諾完雷更地

(a)千葉 0))東金

図3,4.1 1903年(明治36年)の土地利用

(a)千葉 O))東金

園3,4.2 1987年(平成元年)の土地利用
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(a)千葉

国3.4.3 微地形分類の縮果

盛±

南I声j:

岡虫シル中将

層鎗シ脇し,;

図3.4.4 ボーリング柱状図
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3.5 建物の被害率曲線と被害予測

地震時の建物被害想定手法の一つとして､被害率曲線を用いる方法があるo被害率曲線とは地

震動強さと建物被害率の関係式であり､物部3･5･1)によって初めて提案されたo被害率曲線は､単

一の地震動強さ指標から建物被害率を算定できるという簡便さから被害想定手法として容易に用

いることができ､とくに､ 1995年兵庫県南部地震の実被害データを用いて構築された被害率曲線

を利用した例も少なくない例えば3･5･2)｡しかし､被害率曲線を構築するときに用いた建物被害調査

の被災度判定基準が様々であり､用いる被害率曲線と､建物被害想定結果の利用目的が食い違う

場合に問題が生じるものと考えられる｡そこで､本節では､過去の被害地震調査資料から被災度

の定義を整理した上で､これまでに提案された主な被害率曲線についてレビューするoそして､

愛知県周辺を対象として､距離減衰式を用いた簡便な方法による地震時の建物被害率の予測結果

を示し､被災度の定義の違いによる想定結果の違いを明示するo

3.5.1被災度の定義

1891年濃尾地震以後の被害地震調査資料を整理した結果､建物被害における被災度判定基準は

大きく二つに分けることができる.一つは警察や自治体などによる判定基準であり､もう一つは

専門家による判定基準である｡前者の判定基準は､ 1968年6月14日付で内閣総理大臣官房審議

室長から通知された｢災害の被害認定統一基準(総審第115号)｣が代表的であり､建物の財産的

価値の損害割合によって被災度を判定している○国や自治体などから公表される建物被害棟数は

概ねこの判定基準に従って行われた被害調査結果に基づいているoこの基準について､最近､内

閣府の｢災害に係る住宅等の被害認定基準検討委員会｣によって見直され､新たな被害認定基準

(莱)3･5･3)が示された｡一方後者の判定基準は､被害地震毎に異なるが､最近では､木造建物につ

いては1982年浦河沖地震の被害調査に用いた日本建築学会木構造分科会が提案したもの3･5･4)､

RC造建物については1978年宮城県沖地震の被害調査に用いたもの3･5･5)が多く利用されているo

これらは構造的被害に基づいて被災度を判定しているoさらに､ 1995年兵庫県南部地震では､震

災復興都市づくり特別委員会による被害調査3･5･6)も行われた｡これは､建物が再使用可能かどう

かで被災度を判定するものである｡

木造建物に関しては､兵庫県南部地震の建物被害データを用いた分析から､建物の財産的価値

に基づく被災度調査(自治体調査とよぶ)､建物の再使用可能性に基づく被災度調査(震災特別委

員会調査とよぶ)､構造的被害に基づく被災度調査(日本建築学会調査とよぶ)のそれぞれの被災

度の定義を表3.5.1-表3.5.3に､各被災度の対応関係を図3･5･1に示す3･5･7)｡図より､各被災度

調査間の被災度の対応が概ね可能であり､逆に各被災度調査によって示される建物被害統計量の

対応には注意する必要があるといえる｡

3.5.2 建物の被害率曲線

物部3･5･1)は､ある地域の建物の強度の分布が正規分布に従うと仮定し､木造家屋の倒潰率と墓

石の転倒震度との関係を次式に示すような関数で表した｡
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P=◎((K一払)/c7), G=1/(2)1/2h
ここで､ ◎は標準正規分布関数であり､ Pは木造家屋の倒潰率､ Kは墓石の転倒震度である.実

際､物部3･5･1)は1891年濃尾地震､ 1914年秋田仙北地震､ 1923年関東地震で､高橋3･5･8)およ

び谷口･他3･5･9)は1948年福井地震で､宮野3･5･10)､ 3･5･11)は1923年関東地震､ 1948年福井地震､

1952年十勝沖地震､ 1974年伊豆半島沖地震､ 1975年大分県中部地震で､諸井･武村3･5112)は1995

年兵庫県南部地震で被害率曲線を構築している｡それらの被害率曲線の係数一覧を表3.5.4に､

被害率曲線を図3.5.2に示す｡

一方､ 1995年兵庫県南部地震では､建物被害調査結果が充実していたこともあり､前項で示し

た3種類の被災度調査ごとに数多くの被害率曲線が構築された.自治体調査に関して､Miyakoshi

etal･ 3･5･13)は神戸市､村尾･山崎3･5･14)は芦屋市､山口･山崎3･5･15)は西宮市､村尾･山崎3･5･16)

は神戸市灘区､杉浦･山崎3･5･17)は宝塚市の各被害調査結果を用いて被害率曲線を構築している｡

震災特別委員会調査に関しては､宮腰･他3･5･1B)､長谷川･他3･5･19)､長谷川･翠川3･5･20)､山口･

山崎3･5･21)が神戸市を含む阪神地域の被害調査結果を用いて被害率曲線を構築している｡日本建

築学会調査に関しては､宮腰･林3･5･22)が木造建物､林･他3･5･23)がRC造建物の被害調査結果を

用いて被害率曲線を構築している｡これらの被害率曲線では､建物被害率として各被害調査の被

災度の被害率を､地震動強さとしては最大速度を用いている｡一部の被害率曲線では､地震動強

さとして最大加速度､計測震度などを用いている場合もある｡

その他､地震動強さとしてスペクトル強度SI値を用いた被害率曲線が童･他3･5･24)によって､

気象庁震度階を地震動強さとした被害率曲線が岡田･鏡味3･5･25)によって示されている｡

参考として､ 1995年兵庫県南部地震における3種類の被災度調査に対して同じ地震動強さを

用いて構築している､宮腰･他3･5･18)､ Miyakoshietal.315･13)､宮腰･林3･5･22)､林･他3･5･23)によ

る被害率曲線の係数一覧3･5126)を表3.5.5に示す｡

3.5.3 愛知県の地震建物被害予測への適用例

ここでは,被害率曲線の適用例として､距離減衰式と被害率曲線を用いた簡便な方法による地

震時の建物被害想定結果を示す｡

想定地震は､地震の発生確率が高く､名古屋市を含む愛知県に影響の大きな地震として､ 1944

年の東南海地震タイプを考えることとする｡これは､東海地方のフィリピン海プレートの沈み込

み帯における低角逆断層の巨大地震である｡想定地震の巨視的断層面は､愛知県設計用入力地震

動研究協議会で設定したもの3･5･27)とし､想定新東海地震とよぶ｡想定新東海地震の断層モデル

を図3･5･3に示す｡これは､フィリピン海プレートの沈み込みの状況やプレート上面の深さ､固

着域などの最新の情報を考慮して作成されたモデルである.地震の規模は､ M加A､ Moともに8.3

である｡また､ 2枚ある断層のうち､東側の断層は､断層長さ100[km】､断層幅75[km】､傾斜

角20度の西傾斜である.西側の断層は､断層長さ180 [km】､断層幅80 [km]､傾斜角15度の西

傾斜である｡

建物被害率の予測は以下の手順で行う｡

(1)司･翠川3･5･28)による距離減衰式を用いてS波速度600 【m/se｡]程度の工学的基盤の最大速
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度を推定する｡

(2)松岡･翠川3･5･2g)の方法に基づき､国土数値情報を用いて工学的基盤から地表面までの最

大速度の増幅率を算定する(図3.5.4参照)0

(3)工学的基盤の最大速度に増幅率を乗じて地表面の最大速度を推定する0

(4)前項で示した被害率曲線を用いて最大速度に応じた建物の被害率分布を算定する.

(5)翠川･他3･5･30)による最大速度と計測震度の経験式を用いて地表面の最大速度から計測震

度を算定する｡

想定新東海地震による愛知県周辺における建物被害率の予測結果を示す｡まず､図3･5･5には､

想定新東海地震によって予測される工学的基盤の最大速度(下段)､地表面の最大速度(中段)､地表

面の計測震度(上段)を示す｡図より､想定断層面の近傍の渥美半島付近の計測震度が大きくなっ

ていることがわかる｡次に､被害率曲線を用いて地表面最大速度から建物被害率を推定する｡ま

ず､木造建物の推定被害率を図3.5.6に示す｡図は､上段から､震災特別委員会調査における全

壊または大破率､自治体調査における全壊率､日本建築学会調査における倒壊率を示している｡

図より､自治体調査における全壊率が最も高く､日本建築学会調査の倒壊率が最も低いことが一

目瞭然で明らかである｡これは､被災度判定基準の違いによるものである｡ RC造建物でも､被

災度判定基準による想定結果の違いをみるために､各被災度調査における被害率曲線を用いた場

合の推定被害率を図3.5.7に示す｡木造建物の場合ほど明瞭ではないが､自治体調査における全

壊率が最も高く･､日本建築学会調査の大破以上の被害率が最も低いという木造建物と同様の傾向

が見られる｡次に､建設年代の違いをみるために､ RC造建物で日本建築学会調査による建設年

代別の被害率曲線を用いた場合の推定被害率を図3.5.8に示す｡図は､上段から､ 1971年以前､

1972-1981年､ 1982年以降の場合を示している｡図より､明らかに建設年代が新しくなるほど

推定被害率が小さくなることがわかる｡また､建物階数の違いをみるために､ RC造建物で日本

建築学会調査による建物階数別の被害率曲線を用いた場合の推定被害率を図3.5.9に示す｡図は､

上段から､ 2-5階建て､ 6-7階建て､ 8-12階建ての場合で､すべて1982年以降の建物につい

て示している｡図より､明らかに建物階数が高くなるほど推定被害率が大きくなることがわかる｡

3.5.4 まとめ

被害率曲線は､単一の地震動強さ指標から被害予測が行えるという簡便さゆえに地震時の建物

被害想定手法の一つとして今後も使用されると考えられる｡しかし､愛知県周辺を対象とした被

害率予測結果からもわかるように,用いる被害率曲線によって想定される建物被害も大きく異な

る｡すなわち､被害想定結果の利用目的と､想定に用いた被害率曲線の構築に用いた被災度判定

基準が食い違う場合には､大きな問題となりうる｡地震時の建物被害想定は､被害率曲線が整備

されていくほどより簡便になっていくことが予想されるが､被害率曲線を算定した回帰データが

どのような目的で調査されたものなのかを知ることが重要であり､また､被害想定結果をどのよ

うな目的で利用するのかを明らかにした上での適切な被害率曲線の利用が望まれる｡
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表3.5.1自治体調査(神戸市)による被災度判定基準

被災度 被災度判定基準

全壊
住宅が滅失したもの､あるいは補修しても家屋として使用することが困難な

もの(損害の程度が50%以上のもの)

半壊
損壊が甚だしいが､補修すれば家屋として再使用できる程度のもの(損害の

程度が20%以上50%以下のもの)

一部損壊
損壊が局所的なもので､補修を要する程度のもの(損害の程度が20%未満

のもの)

表3.5. 2 震災特別委員会調査による木造建物の被災度判定基準

被災度 被災度判定基準

全壊または大破
○再使用不可能

○住める見込みは非常に少ない

中程度の損傷
○大幅な修理で再使用可能

○大幅な修理で住める可能性あり

軽微な損傷
○軽微な損傷で使用可能

○少しの修繕で住める可能性あり
外観上被害なし ○見た目に被害がない

表3.5. 3 日本建築学会調査による木造建物の被災度判定基準
被災度 被災度判定基準

倒壊
○屋根.壁.床.柱等の破損が全面にわたり､建物の変形が著しい

○周辺地盤の崩壊により､建物の変形が著しい

大破
○大部分の壁.垂れ壁が破損し､内外装材がほとんど脱落している

○筋かいが折損し､柱.はりに割れが生じ､床が破損している

中破

○大部分の壁.垂れ壁.腰壁にひび割れが生じ､一部が脱落している

○大部分の屋根がわらが破損している

○基礎のひび割れが著しい

小破

○大部分のれんがおよ.び一部の屋根がわらが破損している

○一部の壁にひび割れが生じている

○一部の壁仕上げ材が脱落している

○基礎の一部にひび割れが生じている

被害軽微
○一部の屋根瓦に損傷が見られる

○一部の垂れ壁.腰壁.仕上げ材にひび割れが生じている

無被害 ○外観上被害がまつたくない

I
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図3.5. 1木造建物に対する被災度指標の対応関係
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表3.5. 4 木造家屋の全壊(演)率に対する被害率曲線の係数一覧

地震名 文献 Ko h

1891年濃尾地震

1914年秋田仙北地震

1923年関東地震

1923年関東地震

1948年福井地震

1948年福井地震

1948年福井地震

1952年十勝沖地震

1974年伊豆半島沖地震

1975年大分県中部地震

1995年兵庫県南部地震

物部(1933)

物部(1933)

物部(1933)

宮野(1982b)

高橋(1951)

谷口･他(1951)

宮野(1982a)

宮野(1982a)

宮野(1982a)

宮野(1982a)

諸井･武村(1999)

0.40 15.9

0.47 8.0

0.475 10.0

0.49 7.55

0.49 19.9

0.42 7.5

o.480 5.590

0.484 8.623

0.501 11.785

0.526 12.405

0.70 3.31

注):被害率曲線はP=¢((KIKo)/o)/100､o=1/(2)1/2h

Kは墓石の転倒震度､ 0は標準正規分布関数である｡

掛

襲
(H
e

哩
描
f9
i

0.0

と表される｡ここで､Pは被害率【%】､

1891濃尾一物部(1933)
- -

1948福井一宮野(1982)

1914秋田仙北一物部(1933)
･

- 191':I,関東--一物部(.I(J33)
--- 1923関東-宮野(`1982)

- -- 1948福井一高橋(1951)

----･1948福井一谷口(1951)

- -

1995兵庫県南部--諸井(1'J'j(a)

o.o o.1 0.2 0.3 0.4 0.5 0.6 0.了 0.8 0.9 1･0

墓石の転倒震度 K

図3.5.2 木造家屋の全壊(演)率に対する被害率曲線
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表3.5.5 宮腰･林らによって構築された被害率曲線の係数一覧3･5･26)

調査

目的

建物区分 被災度区分
備考

用途 構造 高さ 年代 区分1 区分2 区分3

再使用

可能牲

再利用

可能性

全壊または大破 中程度の損傷以上 軽微な損傷以上

神戸市

第磨区

以東

から

尼崎市､

伊丹市､

宝塚市

独立住宅

低層

(2階建て

以下)

5.08 0.559 4.71 0.544 4.ll 0.720

集合住宅 4.90 0.551 4.54 0.588 3.85 0.838

商業建物 5.15 0.588 4.85 0.612 4.30 0.803

工業建物 5.20 0.562 4.93 0.577 4.47 0.647

全用途 5.06 0.556 4.71 0.552 4.14 0.734

独立住宅

中高層

(3階建て

以上)

5.80 0.835 5.35 0.801 4.73 0.897

集合住宅 5.85 0.821 5.47 0.854 4.83 0.861

商業建物 5.59 0.713 5.29 0.806 4.64 0.932

工業建物 5.47 0.690 5.23 0.821 4.62 0.807

全用途 5.80 0.817 5.40 0.826 476 0.892

財産

価値

の損失

全壊 全半壊

神戸

市内

木造

-50 4.22 0.558 3.26 0.945

51-60 4.38 0.44? 3.77 0.674

6l-70 4.32 0.467 3.72 0.614

71-80 4.67 0.462 4.08 0.551

8ト 5.12 0.552 4.56 0.624

全年代 4.42 0.538 3.81 0.721

RC造

-71 5.16 0.849 4.58 1.015

72-81 5.40 0.710 4.93 1.120

82- 5.58 0.551 5.3.5 0.897

全年代 5.58 0.863 5.04 1.077

S造

-81 4.80 0.644 4.12 0.916

82- 5.44 0.576 5.00 0.923

全年代 5.14 0.695 4.58 0.937

軽量S造 全年代 5.06 0.622 473 0.699

構造的

被害

倒壊 大破.中破以上 中破.小破以上

神戸市

東灘区

西部

地区

木造

-74 4.84 0.490 4.68 0.482 3.58 1.216

74-85 5.04■ 0.206 4.96 0.190 4.76 0.384

85- 5.38 0.324 5.27 0.290 5.74 1.547

全年代 4.94 0.450 4.81 0.434 4.43 0.717

大破以上 中破以上 小破以上

神戸市

灘区.

東灘区

内の

震度

ⅥⅠ

地域

(集合住

宅多い)

RC造

(ビロテ

イ除く)

2-5

-71 6.34 I.024 5.97 0_899 5.80 1.274

71-81 6.23 0.708 6.92 1.234 6.39 1.466

81- 7.01 0.798 7.05 0.881 6.62 1,044

6-7
71-81 5.28 0.258 5.24 0.324 5.17 0.532

81- 6.10 0.598 5.42 0.347 5.87 1.254

8-12 81- 6.16 0.732 5.25 0.485 5.02 0.958

RC造

全建物

･71 6.18 0.983 5.89 0.944 5.68 1.248

71-81 5.79 0.576 6.03 0.922 5.75 1.135

81- 6.18 0.580 5.88 0.567 6.15 1.062

全年代 6.48 0.941 6.ll 0.884 5.84 1.048

注)‥各被災度区分中の左欄.右欄は､次式の九､∈を表す.P(PGV)-¢((1n(PGV)-九)/ら)
尚､ ¢は標準正規分布関数､ PGVは最大地動速度【cm/s】である｡また､構造的被害に基づく被害率曲

線は50-150 【cm/s】､それ以外の被害率曲線は100-150 【cm/s】に適用可能｡
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135-E 136'E

園3. 5.3 解析に用いた想定新東海地震の断層モデル

136- 301E 13T 00-E 13T 30'E 138'001E

o.o o.5 1.a l･5 2-0

増幅率

図3.5.4 解析に用いた工学的基盤から地表面までの最大速度の増幅率
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F+Jr?

(a)地表面計測震度分布

136~ 30∈ 137 8O't- 137 3qE 138'00E

0 5 1`) 2C 50 tX) t58

地表面JL大連dE rcJYl/See)

(b)地表面最大速度分布tcm/sl

O 5 1 D 28 58 88 15O

工学的益At大玉まLcTn/s叫

(c)工学的基盤最大速度分布tcm/s】

図3.5.5 想定新東海地震による工学的基盤と地表面の推定最大速度分布と地表面の推定計測

震度分布
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o 1 5 1O 3D

色丁独立性宅の全書まT=l±大破利%H書災4F爺暮-A)

(a)低層独立住宅の全壊またほ大破率[%] (震災特別委員会調査)

1381 3qE 187- 00･E 137'3UE 13B1 0D■E

o 1 5 19 3O

木立J(鞄の全科[%l (杜9iL(i)香-a)

(b)木造建物の全壊率[%】(自治体調査)

136'ヨgE 137- OO'F lユ7■3O'E l謝L OOrE

o 1 5 1O 3O

末丑&也㈹4JF (%H七現圧印圭一C)

(c)木造建物の倒壊率t%】(日本建築学会調査)

図3. 5. 6 想定新東海地震による木造建物の推定被害率分布(被災度の定義の違い)
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O 1 5 18 3D

中書n&舎住宅の全4まT=lま大書事【%H書見3月書-A)

(a)中高層集合住宅の全壊または大破率r%1 (震災特別委員会調査)

1 36- aor∈ 137■ ooモ 1ar 3Dて 138'Oq亡

o 1 5 1 1】 一和

RC達J&租の全点Jr阿】 (敏文J(Z)才一B)

(b) RC造建物の全壊平t%1(自治体調査)
136'3qE 1W- oof 1 :)r 3qE 138L o¢~E

o 1 5 18 30

FtC違8hO)大Za以上0)甘7事[%H書実B(事重七)

(c) RC造建物の大破以上の被害率【%] (日本建築学会調査)

図3.5. 7 想定新東海地震によるRC造建物の推定被害率分布(被災度の定義の違い)
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o 1 2 5 1q

RC走杜8d)中甘GA上0)鞍書中[%1 (息災gE訳暮-C. 1g 71年な甘)

(a) RC造建物の中破以上の被害率[%】(日本建築学会調査､ 1971年以前)

o 1 2 5 1()

RC達Ft態0)中破昆上d)書書ZI r%1 (書汲E(ZF暮七.1 97I
-

1gBl年)

(b) RC造建物の中破以上の被害率【%] (日本建築学会調査､ 1971-1981年以前)

RC蓬Zt*の中aJa上のak書JF [%](書BZ丘■暮-C. 1971年以書)

(c) RC造建物の中破以上の被害率t%】(日本建築学会調査､ 1981年以降)

図3. 5.8 想定新東海地震によるRC造建物の推定被害率分布(建設年代の違い)
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RC土建牡Q)中taia上a)書書辛(%) E鼓災女声暮-C.1g81年以辞_ 2-5#ZFて)

(a) RC造建物の中破以上の被害率【%】(日本建築学会調査､ 1981年以降, 2-5階建て)

1361 3qE 13T- oqC 18T m 138100'∈

0.~ 1 2 S IO

RC逢JL拍a)中Z*以上の被書事【%1 (牡茨よ顔壬-C.1981年以好, 6-7R(建てl

(b) RC造建物の中破以上の被害率[%】(日本建築学会調査､ 1981年以降､ 6-7階建て)
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o 1 2 5 1O

RCiu軸d)中a以上a)汝7事L%) (I災E()圭一c, 1 98†年以L 8-T2帝姓て】

(c) RC造建物の中破以上の被害率【%l(日本建築学会調査､ 1981年以降､ 8-12階建て)

図3. 5. 9 想定新東海地震によるRC造建物の推定被害率分布(建物階数の違い)
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3.6 市民への防災情報提供とコミュニティ

3.6.1 はじめに

私は､地方役人という職業柄もあって､辞令一枚で今年4月に交通局という交通事業から全く

別の防災の世界に異動した｡

最初にとまどったのは防災室の市民-の積極的にアプローチしようという姿勢であり､これま

での職員の対応のまずさに対する苦情をどう処理するかといったような交通局のいわば受身体質

の職場では考えられないものであった｡

現在､今の職場では庄内川洪水ハザードマップを作成中であり､今年度中に公表の予定である｡

これはハザードマップとしては大都市としては初めての試みであり､仮に庄内川が氾濫した場合､

名古屋市域の相当部分が5メーター以上の水面下に沈むというのを市民に積極的にPRしようと

するものである｡また､ 6月には名古屋市の建築物の耐震結果を発表しているが､これも本市の

地震に対する施策の貧弱さを市民にひけらかすものであった｡

これまで､行政の一般的な発想としては､関係方面の批判をかわすためもあって､このような

情報を発表することになる場合には対策とともに発表するものであったが､行政手法としてコペ

ルニクス的転換をしてきているようにみえる｡

この場を借りてこれらの動きについて若干の整理を試みるとともに､防災情報の提供について

私見を述べたい｡

3.6.2 東海豪雨以前

豪雨以前の本市の災害についての情報戦略は行政内部の連絡体制の整備が中心であったといえ

る｡広報なごや､避難所マップなどの市民に事前に渡される紙媒体を除き､河川水位計､地震被

害予測システム､区役所等と結ぶ行政防災無線､災害対策ネットワークなどについては基本的に

は職員が使用するためのものであり､市民には公表されていなかった0

これらの内容は災害時に区役所､消防隊などの活動のために使用されるとともに､整理された

情報は市民には避難勧告などの形式で､広報用車両で流されるか､マスコミにプレスリリースす

ることによりテレビ､ラジオなどで提供することを想定していた｡

これはそれなりに従来の行政スタイルの中では-賞していたし､無用な混乱を避けるためにも

市民-の詳細な情報を提供するのは避けようという暗黙の了解のようなものがあったように思え

る｡今回のような災害の発生する以前には､市民及び行政のどちらの側からも特に問題視される

こともなかった｡

また､情報公開という広い全市的な取り組みから言うと､防災情報に限らずすべての市の管理

している情報は原則として公表するというしくみは､平成12年4月､名古屋公文書条例を改正

した名古屋市情報公開条例で徹底されることになり､個人情報などを除いて電磁的情報を含め公

表されることとなっている｡

ただし､条例では情報提供施策の一層の充実を唱えているが努力規定であり､これはあくまで

市民からの請求があってはじめて提供されるのが原則となっている｡
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3.6.3 東海豪雨の衝撃

(り 当日の概要

平成12年9月11日から12日にかけて､本州に横たわっていた秋雨前線に対して､

台風14号からの暖かく湿った空気の流入により､愛知県を中心に記録的な大雨が降った.

11日夕方から市内全域で本格的に降り出した雨は､緑土木事務所では日最大1時間降水量

105.5 ミリを観測し､名古屋市内では､一夜明けると市内西部を流れる新川で破堤したのを始

め､破堤3箇所､越水17箇所の被害が発生し､浸水による住宅被害は､全壊4棟､半壊98棟､

床上浸水9,818棟､床下浸水が21,852棟(平成13年3月30日現在)に及び､市内の約37%

が浸水という伊勢湾台風以来の浸水被害を発生させていた｡

また､人的被害についても､がけ崩れにより1孝.が犠牲になったほか､合計で51名の死傷

者(死者4名､重傷者13名､軽傷者34名)が発生している｡

こうしたなかで避難勧告が住民に周知されず逃げる機会を失したとか､市内の被害状況が早

期の段階で市民に流れずに不安な一夜を明かしたなど､各方面で市氏-の情報提供について問

題点が指摘されるようになった｡

(2)情報提供面での問題点

今回の災害を教訓として､庁内､民間などで今回の問題点を災害対応のありかたについて議

論を行ったが､名古屋市ではその中の一つとして､災害時における効果的な情報収集伝達シス

テムを整備するために､平成1 3年1月に学識経験者などにご協力いただき｢防災情報収集伝

達システム整備調査専門委員会｣ (以下､委員会と略する)を設けることとなり､同年3月20

日に提言を受けている｡

委員会では､市民-の防災情報の伝達に関して以下のような問題点が整理されている｡

① 停電等の影響を受けて地域防災無線(携帯型)のバッテリーが切れたり､操作末習熟のた

め､十分機能しなかった事例があった｡
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② 公衆電話や携帯電話は､ 11日午後7時頃から梶棒で使用できなかった｡

(携帯電話のメール機能は､使えたところもあった｡)

③ 避難所の公衆電話も避難者が使用し､職員の連絡用には使用できなかった｡

④ 広報車の拡声器では､雨の影響もあって聞こえづらく十分な周知ができなかった｡

⑤ 避難勧告は､広報車や自治会､消防団などのマンパワーで伝達したが､道路冠水等で円滑

に行かなかった｡

⑥ 住民に十分な情報を伝えることができなかった｡浸水している避難所に誘導するようなこ

ともあった｡

⑦ 災害弱者に対する配慮が欠けていた｡

⑧ 直接住民に情報提供する手段がなかった｡

また､調査委員会の行なった市民アンケートによれば､ 75.2%の人がテレビから､ 17.7%の人

がラジオから情報を収集しており､名古屋市役所､ないしは区役所から入手した場合がそれぞ

れ0.4%及び0.9%となっていることからすると､圧倒的多数がマスコミを通じて情報を得てい

ることがわかる｡

しかしながら報道機関-のヒアリングでは､防災情報の収集の基本は取材情報であり､行政

からの連絡は遅かったし､地域防災計画に記載されているような連絡･伝達を受けていない場

合があったとのことである｡

(3)提言の概要

以上の反省点をふまえ委員会では､以下のような具体的な実行手段を提言している｡

･警報用サイレンの設置

･地域防災無線の活用(学区内浸水状況や短時間降雨予測をFAX送信)

･クイックキャストによる文字情報の伝達システムの導入

･インターネット､携帯端末のコンテンツによる伝達システムの構築
･ FAXによる一斉通報システムの構築

･電話自動応答システムによる被害情報等アナウンスシステムの構築

･情報表示版の設置

そのほか日常における防災意識啓発のあり方としての具体的な実行手段として以下の内容

を提言している｡

･浸水実績図の作成･公表

･ハザードマップの作成･公表

･災害発生時における避難方法について資料作成･公表

･定期的な防災意識調査

･実効性のある水防訓練の実施

･市民､防災関係機関､行政の役割の明確化手法の検討

･水害及び防災対策のシンポジウムの開催
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3.6.4 その後13年度に入ってからの動き

以上の提言に基づき名古屋市としては水害に関する情報の積極的な情報提供を行う仕組み-

と着実に方針転換しているところであり､本年度においてもインターネットによる情報提供､

ハザードマップの作成､定点観測システム､同報無線によるサイレンのシステムの構築の準備

など行っており,ほぼ具体的な形-の流れはできあがりつつある｡

しかし､東南海地震の発生予想が30年の間に50%であるという見解が文部科学省で発表さ

れ､さらに本年11月27日に東海地震の地震動の予想が中央防災会議の専門部会で発表される

ことになり､これまで水害を基本に考えてきた情報のありかたについて､今後地震-の対応策

の推進についても､ようやく機が熟してきたようにみえる｡

3.6.5 今後の展開

東海豪雨の反省で検討を進めてきたように､市民の生命にかかわる防災の情報は市民からの

アプローチがあって初めて公開するものではなく､行政からの積極的な公開をしていく必要が

ある｡これは地震防災についても同じである｡

また大規模地震の場合には情報通信網が寸断されるとともに､瞬間的に襲ってきて情報を集

めて対処する時間を与えないため､リアルタイムの情報提供はあまり意味がなく､事前の情報

提供が主にならざるをえない｡

地域別のがけ崩れ､液状化､地震動などの情報を､インターネット､ハザードマップなどに

より市民に分りやすく提供していくこと｡また､市民に防災講演会､あらゆる機会を使ってマ

スコミ-の情報提供など､情報専門部会で出されたメニューについて地震防災の分野でも積極

的に行っていかなければならない｡

しかし､今後考えないといけないのは､一方的な情報提供ばかりでなく市民からの情報のフ

ィードバック､さらには地域コミュニティの育成による地域に則した情報?)共有化である｡

これがなければ単なる一方通行の情報の垂れ流しで終わってしまい､実際の災害時には機能

しないものとなってしまう｡

これらの問題を解決するための論点を私なりに整理してみた｡
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(1)行政の発想の転換

東海豪雨のときには壊滅的な被害を受けた地域は限定されていたこともあり､多少対応が遅

れたこともあるが､救助が遅れて命に別状があったなどの致命的な人的被害は発生しなかった｡

そのためもあって､行政内部でも地域で防災体制を確立するため､地域住民が自ら初期消火､

救助などを行う訓練を行うことは､未だ､行政の責任逃れだとする意見も根強い｡

阪神･淡路大震災で明らかになったように､大規模災害の場合､職員自身も被災者になり､

行政の体制が整うまでに数日を必要としている｡その間に救助されるべき人が亡くなる場合も

予想されるので､こうしたプライドは捨て､災害以前から住民の中に入り共同して災害に対処

する姿勢が求められる｡

また､行政内部では防災は行政の専門的な一分野であり防災担当に任せておけばいいという

発想が強い｡区役所内部でも街づくりは地域振興課､防災は総務課という縦割りの仕組みが出

来上がっている｡防災とは街づくり･人づくりの一環として常に意識して行く必要があり､こ

れらの制度の変更にあわせて意識改革も必要となってくる｡

(2)地域指導者の育成

名古屋市ではこれまで町内会組織を基本に町内会長に区政協力委員という役割をお願いし､

市からの情報伝達､住民の意見の集約をしている｡

そのあて職として､災害対策委員として通常時には危険箇所の見回り､災害時には小学校区

にできる災害地区本部の本部員として物資の配布などの任務を担う.こととなっている｡

町内会長は平均年齢62歳と高齢であり､災害時には災害弱者となりかねない状況であり､

大規模な災害が起きた時､中心的な役割を果たすことができるか疑問視する意見もある｡

サラリーマン世帯が一般的な名古屋市では､平日の昼間にも活躍でき､地域の実情にも詳し

い高齢者が､防災の中心的な役割を果たすこともあながち否定できない｡

今後､効果的な防災訓練の実施などによりねばり強く地域をになう人材の育成に努めていく

必要があるが､長期的には東海地震などの大規模な災害を想定する時､これらの制度の抜本的

見直しは避けて通れないように思える｡

(3)ボランティアコーディネーターの育成

現在名古屋市において独自に防災に関するボランティアコーディネーター育成講座の開催の

検討を進めているところである｡ボランティアコーディネーターは阪神･淡路大震災のときに

はじめて重要な役割を果たしたもので､全国から被災地に入ってくる災害ボランティアを被災

者のニーズにあわせて割り振る役割を果たすボランティアである｡

これまで愛知県において約500人のボランティアコーディネーターが育成されたところであ

り､この人たちが中心となって､この前の東海豪雨においても愛知県･名古屋市のボランティ

アの合同本部を県庁に設け､愛知県内に名古屋市3箇所を含め5箇所のボランティアセンター

を設け全国から来ていただいた延べ約2万人のボランティアの仕事の割り振りなどを行った｡

名古屋市独自で今後育成する検討を進めているのは､愛知県の育成のペースでは絶対的な数
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が不足するということと､地域の実情に詳しいコーディネーターを育成することで災害時の救

援をスムーズにしようとするものである｡

さらに､意識が高く災害に詳しい人を育成することで､広い意味で地域のボランティアでも

ある町内会長などと連携して､地域の防災意識のポテンシャルが高まり災害に強い街づくりを

進めることも期待していきたい｡

(4)防災安心まちづくりの運動

消防局が中心となって､平成13年度から本格的に学区ごとに｢防災安心まちづくり運動｣

を展開中である｡学区の実情にあわせ町内会長､消防団などに参加してもらい自主的な活動と

して防災について各種取り組みを行おうという試みである｡

本年度は全学区で立ち上げるところまでこぎっけたが､区役所との連携の問題､自主防災組

織､災害対策委員との制度の整合性など問題点は指摘されるが､今後この制度が地域コミュニ

ティの防災意識向上の軸になっていくと考えられる｡

3.6.6 まとめ

近年､異常気象が異常ではなくなった風水害､数十年後には確実に発生するという南海トラ

フ沿いの大型地震など-の対応は待ったなしの状況であり､災害の発生自体を防ぐ､いわゆる

防災は不可能であることを認識した上で､これまで名古屋市はどのような対策をうってきたか

を客観的に把握して､ソフト･ハードを整備していけば災害を最小限に食い止められるか真剣

に議論されなければならない｡

そのためには東海水害で指摘された積極的な市民-の情報提供の必要性についての議論を受

けて､地震など防災全体の情報提供についてふえんし､さらに官､民及びボランティア組織な

どが一体となった情報システムなどを確立し､いざという時動ける仕組み作りが急務である｡
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3.7 住民の街づくりと連携した防災マネジメントシステムの提案

市町村における防災対策は､これまで地域防災計画に基づいて災害発生時を想定した計画作り

が行われ､それを他地域の災害発生の教訓や定期の見直しによってより完成度の高いものにして

いくという取り組みが行われ､この計画の具体化する手段としては､行政組織における計画に基

づく役割の分担の確認や､防災備品の整備､住民も巻き込んだ訓練の実施などであると考えられ

る｡

この場合､防災対策は消防等の防災部局で行われることもあって､計画の目的は災害がおこっ

た後の対策のみで､災害を小さくするための対策は別の部署で行われるのが普通である｡

一方､家庭における防災対策を考えてみると､まず被害を少なくするにはどうしたらよいかと

いう取り組みや発想があって､その後に､では災害が発生したときにどうするか考えたり話し合

ったりすることになると思われる｡

行政の役割が大きくなり､機能が分化する中で､縦割化した対策に終始していることが､特に

地震防災のおいて､対策を前進させない大きな障害になっていると筆者は感じている｡

これは､当然県や国にもいえることかもしれないが､比較的そのことを克服しやすい市町村を

対象にして､防災マネジメントシステムという言葉をキーワードに､地震対策の震前震後対策の

総合化と住民､地域の専門家､行政の連携に付いて考えてみたい｡

3.7.1防災マネジメントシステムの定義

防災マネジメントシステムという言葉はまだ一般に使われている用語ではなく､筆者が､最近

各自治体でも取り組まれるようになったI SO14001の環境マネジメントシステムに準じた

概念として筆者が提案するものである｡

3.7.2 環境マネジメントシステムと防災マネジメントシステム

環境マネジメントシステムは､ I SO14001の認証取得という形で取り組まれており､多

くの自治体でも取り組まれているので､職員にとってもなじみのある制度となっている｡このシ

ステムでは､環境負荷の低減や循環型社会の構築など環境に対する取組を組織の活動や能力との

関係で調査分析した上で,環境方針､環境目的､環!亮目標などの方針を定めた上で実際に実行す

ることがらを環境プログラムとして定めることになる｡これらについて､自らが実行していくと

ともに､自らが監査するシステムを設置し､ PDCAサイクルで定期的にシステムの見直しなが

ら持続的に環境の取組を進めることになっている｡

筆者は､愛知県の環境マネジメントシステム構築に関わった経験から､この環境マネジメント

システムを参考に､自治体が地域住民や専門家と連携した防災対策を進めるシステムとして構築

することが非常に有効であると考えるに至った｡最も大きな共通点は､環境も防災もこれで万全

という状態は存在せず常に持続的な改善の取組が求められることとである｡

環境マネジメントシステムの場合､公害の防止といった比較的狭い範囲の目的と温暖化の防止

や資源の枯渇対策といった地球規模の環境対策を含んであり､特に地球規模の環境対策はこれで
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完壁というような対策は無いと考えられる｡防災対策でも､まだ起きてないもの-の対策であり､

地震に対する対策でも､風水害に対する対策でも､これで完壁ということは無いといえる｡

また､一方環境対策も防災対策も､一つ一つの取り組みは確実性が求められるということも共

通点である｡いづれも､大きくは命に関わることであり､確実に実施されないと対策にならない

といえる｡さらに各組織の価値観の違いや､置かれている状況の差などで一律ではない取組が求

められることなど類似点が多いと考える｡

一方､違いとしては､環境マネジメントシステムは組織としてあくまでトップダウンのシステ

ムであるのに対し､地域住民等と行政の連携した防災マネジメントシステムは､ワークショップ

などの手法を活用など､方針の作成過程や､意志決定の過程での住民参加が重要であり､ボトム

アップ的な要素が大きい｡

環境マネジメントシステムにおける各用語の規格と対応させるべき防災マネジメントシステム

の要素の概念を表3.7.1でまとめた｡

この場合､防災マネジメントシステムを市町村が住民とともに取り組むものに限定している｡

表3.7.1環境マネジメントシステムにおける規格と防災マネジメントシステムの概念の対応

環境マネジメントシステムの規格における定義 防災マネジメントシステムで対応する概念

規格の用語
･-::

対応する概念 説明

持続的改善

組梅は環境方針に沿つて全体的な環境パフオー

持続的改善

組軌ま防巽方針に沿つて全体的な防災′(フォーマ

マンスの改善を達成するための環境マネジメント ンスの改善を達成するための防災マネジメントを向

I.}ステム券后lトき1ナるプロ.ース^ rき廿るブローレス

環境
大気､水質､土地,天然資源,植物､人及びそれ

らの相互関係を含む､組織の活動をとりまくもの
災害

地乗､風水害,その他の災害で､組織が対策を実

行するためにあらかじめ種類を限定することができ

る

環境側面
環境と相互に影響しうる,組織の活動､製品又は

サービスの要素
防災側面

災害を防止するため､あるいは被害を低減させる

ため､若しくは災害時の救助活動等の実施のため
の尊重

環境影響

有害か有益かを問わず全体的に又は部分的に組

織の活動,製品又はサービスから生じる環境に

対する点F.l心る好什二

災害による被害
人的､物的をとわず､またあらゆる予測しうる災害

によつて生じる被害

環境マネジメ

全体的なマネジメントシステムの一部で､環境方

針を作成し､実施し達成し､見直しかつ維持する 防災マネジメント

市町村の行政と区域内の住民,企業及びその組

接が実行するマネジメントシステムで防災方針を

作成し､見直しかつ維持するための､組鞍の体制､

計画活動､責任､慣行手順､プロセス及び資源を

含1r+.の

ントシステム ための､組接の体制､計画活動､責任､慣行手

順､プロセス及び資源を含むもの

システム

環境目的

環境方針から生じる全般的な到達点で,組稜が

防炎目的

防災方針から生じる全般的な到達点で､組鞍が自

自ら達成するように設定し､可能な場合には定量 ら達成するように設定し､可能な場合には定量化さ

什き九るもの 九る+.の

環境パフオー

マンス

自らの環境方針､目的及び日掛こ基づいて､細
防災パフオーマ

ンス

自らの防災方針,目的及び目棟に基づいて､組織

織が行う環境側面の管理に関する､環境マネジメ が行う防災側面の管理に関する,防災マネジメント

▲_I),≒~.:i_■.喜≡
システムのミ別青首r一睦な一法里

環境方針

行動のためならびに環境目的及び目横設定のた

めの枠組みを提供する全体的な環境パフオーマ 防災方針又は防

市町村の行政､及び区域内の住民の組換､企業

などが災害に被害を低減しあるいは災害時に円滑

な救助等の活動を実施する取り組みの原則につい

ての声明で､組織の総意が反映される作成方法が
>F.九な什九ぱなE,ない

ンスに関連する意図及び原則についての組織に

よる声明

災憲章

環境目棟

環境目的から導かれ､その目的を達成するため

防災目棲

防災目的から導かれ､その目的を達成するために

に目的にあわせて設定される詳細なパフオーマン 目的にあわせて設定される詳細な′(フォーマンス

スの要求事項で､実施可能な場合に定量化さ の要求事項で,実施可能な場合に定量化され､組

九一組iB¥li子の-き甑L=;粛用き九るもの Bマは二子の-き甑に;高田き九るもの

利害関係者
組織の環境パフオーマンスに開lbをもつか又は

利害関係者
組織の防炎パフオーマンスに関心をもつか又はそ

子の8?_書券専ける個人史(iF3l仕 め?.苧妄寧ける個人又.1日l仕

･三≡■

法人か否か､公的か私的かを問わず,独立の機

組織

法人か否か､公的か私的かを問わず､独立の機能

能及び管理体制をもつ､企業､会社､事業所,育 及び管理体制をもつ,企業､会社,事業所､官公

/Lit.l宇美Lー<Iit盈会_マIi子の-真fI妾L_<はiま合仕 庁薫L<(士一恵金一マl土子の-真正菩L<f士一ま合一太

汚染の防止

汚染を回避し,低減し又は管理する,工程､操

作､材料又は製品を採用することで､リサイクル､
災害の防止

災害を回避し､低減し又は管理する目的で実施す

処理､行程変更､制御機構､資源の有効利用及

ti劫.】吐Lモ巻碁会d)丁+.上い

る取り組み､
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3.7.3 防災マネジメントシステムの具体化

防災マネジメントシステムの具体化について､愛知県の田原町を例に考えてみる｡

田原町は人口3万人で､トヨタ自動車の最新鋭工場が立地しており､工業出荷額が県下第3位

であり､農業生産も豊かであり､全体に豊かな町である｡しかし､城下町であった中心市街地で

商業の衰退などによって人口も減少､高齢化などの問題を抱えている0

一方､町の財政が比較的豊かなこと､これまでも､住民の自主的な取り組みとしての街角交流

サロンを開設したり､防災の取り組みに関しても､住民とも連携した積極的な取り組みを実施し

ており､防災マネジメントシステムの構築に取り組みやすい環境を持っていると筆者は考えてい

る｡

図3.7.1は､環境マネジメントシス

テムのモデル図である｡

基本的に､防災マネジメントシステ

ムにおいても同じような過程を通じて

持続的改善が図られるように構築され

るべきであろう｡

防災マネジメントシステムは､基本

的に､これまでの､防災の取り組みを

すべて生かしながら､持続的改善可能

なシステムに組み替えること､さらに､

新たに必要な取り組みとして､組み込

むことになる｡

防災マネジメントを取り組む組織に

ついて考えると表3.7.2のように階層

的な組織になると考えられる｡

町単位では､町の行政組織は､防災

行政部局､消防部局､都市計画部局､

福祉部局､などすべての部局が対象に 図3.7.1環境マネジメントシステムのモデル図3･7･1)

なる｡

さらに､建築士会の支部や､ボランティア組織､社会福祉法人など防災や街づくり､福祉に係

る組織すべてが対象になる｡また､防災に関心のある個人も対象となる｡

学区単位になると,自治会の連合体のような準行政組織を中心に関JL､をもつ個人､小学校とP

TAなど学校に関連する組織などが考えられる｡

町内会､自治会はそれぞれの組織と区域内のボランティアや防災に関心のある個人､企業など

で運営される｡
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表3.7.2 防災マネジメントシステムの組織

組織の単位 組織の概要 備考

町全域 町の行政(町長､防災部局､都市計画部局､建築住宅

部局､福祉部局､消防部局､その他)

ボランティア団体

建築士会など専門家団体

町内会､自治会の連合体

老人会の連合体

その他の組織

主要な企業及び企業内の組織

防災に関心のある個人､(専門家含む)

小学校区 町内会.自治体の連合体 田原町で9学区

小学校と関連する組織
防災に関心のある個人､企業

町内会.自治会 町内会.自治会

防災に関心のある個人､企業

事務局 防災マネジメントの事務局として､各文書の作成の相

互調整等やワークショップの企画運営などを行うo

3.7.4 防災マネジメントシステムの原則と手順

防災マネジメントシステム手順の大まかなフロ

ーチャートを図3.7.2でしめす｡

防災マネジメントの原則は持続的改善を保障す

る上での原則の第一は､記録することであろうと

思われる｡

システムにかかるすべてのことが文書化され､

かつその結果についても記録されることが持続的

改善を確実なものとする第一歩である｡

防災マネジメントにかかわるすべての組織が確

実に記録を実施するには､記録する事柄､時期な

どを定式化し書きやすくする工夫が重要である｡

原則の第二は､公開の原則である｡

防災マネジメントシステムで作成したすべての

文書を公開し､防災マネジメントに係るすべての

組織個人がすべてを入手可能にすることが､全体

として真筆に取り組む保障になるといえる｡

そこで､原則の第一の文書をインターネット上

に作成することが最も合理的であろうと考える｡
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次に防災マネジメントのフローチャートに従って､手順について書いていきたい｡

(1)防災マネジメントシステム構築の宣言

防災マネジメントシステムを構築することについては､まず町の行政が意思決定する必要があ

り､町行政の責任者である町長が､町民と区域内の組織に向けて宣言することになる｡

(2)事務局の設置､組織の確立

防災マネジメントシステムを構築する上で組織の確立は重要な課題である｡

さまざまな組織に呼びかけて､構築に参加してもらう必要がある｡

また､その事務局は､町行政が中心となりボランティアに協力してもらうとよい｡

(3)防災方針の策定

防災マネジメントの手順で最初に重要なポイントは､防災方針の策定である｡

防災方針は､取り組むすべての組織､個人の総意がくみ上げられるような工夫が必要となるし､

過去の災害履歴などに対応した科学性も確保されなければならない｡

しかし､当初の取り組みでは､総合的なものであってもよいと考えられる｡ ｢我が町はこれをま

ずやる｡｣というような宣言でもよいといえる｡

たとえば､国分寺市高木町の『高木町｢-いづくり｣憲章』のような考え方もあると考えてい

る｡

この過程は,全国の自治体で取り組まれている都市マスタープランづくりとほぼ同様のものと

なると考えられる｡

総意をくみ上げる手法としては､ワークショップ､アンケート､公聴会などが考えられる｡

防災方針を策定するにあたって､各組織が防災側面の洗い出しや調査活動を平行して取り組み､

防災方針に反映させるように工夫する｡

高木町｢へいづ<り｣兼章

町に住む私たち住民は､安全で住みよいまち､心のかよし＼合う地域社会を築<ため､つ

ような暮`へいづ<リ"をめざします｡

緑豊かな町を生け垣で守りましよう

あ隣と会話のできるへいにしましょう

歩行者の安全を考えたへいにしましよう

子供の命を守るへいにしましょう
町並みの美しさを考えてへいをつ<りましよう

- .----.■.-.■.■■~■~■~~~

(4)防災側面の洗い出し

防災側面の洗い出しは､組織が重要と考える災害の種類を特定し､特定された災害ごとに予測

される被害を想定し､被害及びそれに関連する要素特定する作業である｡

たとえば､地震による家屋の倒壊という被害について考えると､自身による家屋の倒壊という

事柄自体も防災側面であるし､そこから､人的被害さらに災害弱者の被害といった被害としての

広がりが防災側面として考えられるし､倒壊の防止のための耐震改修､そのための耐震診断､さ
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らには耐震性の低い住宅で､当面耐震改修ができないので2階で寝るといった住まい方での対応

も含めた対策も防災側面であり､それらの教育も防災側面であるといえる｡

要は組織として何を問題として､組織としてどう取り組むのが有効かといったことを､初心に

かえってというか､根本的に問い直してみるような作業がこの作業であろうと考えられる｡

(5)防災側面に対応した実態把握(調査)

防災側面の洗い出しはブレーンストーミング的な作業であり洗い出した防災側面が､現実にあ

っているかどうか把握する必要がある｡

たとえば､地震によるブロック塀の転倒が防災側面として洗い出されたとして､それが､どの

程度問題なのかを把握することが､目的目標を設定し対策を立てていく上で必要となる｡

この場合､すでに調査データなど資料のある場合やまったく何もない場合などさまざまである

が､必ずしも全数を調査する必要はなく､質的にどの程度の問題であるのかを把握すれば足りる｡

つまり､全数調査自体が対策として重要な取り組みとなる場合もあるわけで､ここでは､目的

目標を定めるために必要最小限の調査を行えばよい｡

たとえば､学区の防災街づくりを進めようとするグループであれば､一番問題のありそうなと

ころをみんなで歩いてみて､その中で防災側面を検証してゆけばよいといえる｡

(6)著しい防災側面の登録

防災側面について､実態把握の調査結果

も踏まえ､組織として重大と考える防災側

面は何か､さらにその中で組織として関わ

れる､あるいは取り組みができるもの何か

を特定し登録する｡

これについては､表3.7.3で重大であり

かつ組織で取り組めるもののみを著しい防

表3.7.3 著しい環境側面の登録方法

防災側面 重大か 取組可能性 登録

A ○ ○ ○

B ○ xp ×

C × ○ ×

D × × ×

災側面として特定するようにする｡

(7)防災目的の作成

防災方針に基づき､著しい防災側面について組織の取り込むべき防災目的を定める｡

この場合､町全体で大きな目的を定めて､各組織がそれぞれ役割分担をして取り組むような展

開も考えられるので､事務局が各組織の防災側面の洗い出し､著しい環境側面の登録状況などを

考慮して相互調整し､町全体で整合の取れたものとすることが求められる｡

(8)防災目標の作成

防災目的をプレ∴クダウンしたものが防災目標である｡

防災目標は組織ごとに特定されることが望ましい｡

たとえば､町内の木造住宅の耐震性能の向上といった防災目的があったとすると､町行政とし

て､計画的な耐震診断の実施､あるいは耐震診断実施済み住宅数目標を設定する､あるいは耐震

改修補助を制度化してその実施住宅数を目標とするといったことが考えられるし､学区の自治会

連合では､区域内の専門家と協力して､学区内の耐震診断必要住宅を洗い出して把握する､ある

いは制度を区域内に知らせるために講演会等の取組を実施するというようなこともあると考えら
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れる｡

防災目標には､耐震診断の実施目標戸数といった数値目標(防災パフォーマンス)を含んだも

のがあってもよい｡

(9)防災プログラムの作成

各組織の防災目標に対し､具体的に責任者を定めて､実施までのスケジュールを具体化した防

災プログラムを定める｡

防災マネジメントの実現はプログラムに基づいて行われるので､実際の行程を意識しながら誰

にでもわかりやすい表現が求められる｡

(10)防災プログラムの実践

各組織が防災プログラムに基づいて防災対策などの活動を実践する0

当面､ 1年単位の実践を積み重ねることになる｡

(ll)点検と評価

一定期間の実践を経て､防災プログラムにしたがって実施できたか､防災目的､防災目標は達

成できたかなどを､点検し､評価する｡

防災パフォーマンスは達成率を算定して評価する｡

点検と評価は､各組織からスタッフを派遣してもらい､チームを作って行う｡

点検マニュアルやチェックシートを作って一律の基準で点検ができるように工夫する｡

評価についてはスタッフで話し合って行う｡

点検結果とスタッフによる評価はインターネットですべて公表する0

(12)方針､目的･目標等の見直し

点検結果に基づいて､防災方針や防災目的､防災目標を見直し､それに基づいて防災プログラ

ムを再度作り直す｡

防災方針などそれぞれ当初に策定した時と､同じようなシステムで見直しを実施し､最終的に

防災プログラムを作り直して､次の実践につなげる｡

(1 3)実践の記録保存

持続的改善を確実にする上では､防災の取り組みを記録保存することは非常に重要な要素であ

る｡

田原町では､田原藩の日誌記録が残っていて､安政の東海地震や宝永の東海地震の記録が残っ

ていて学術的にも貴重なものとなっているが､記録保存は意識的に取り組まないと実現しないの

で､システムとして位置づけて実施する｡

3.7.5 田原町で実際に防災マネジメントシステムを構築する場合の考え方

田原町は､これまでも東南海地震や､三河地震､安政東海地震などの被害を受けてきており､

太平洋で起こる海洋性の地震については確実に被害を被ることになる0

海洋性地震の周期が90年であればあと30年ちょっとということになるが､学説では今すぐ

にでも起こる可能性も否定できない｡

このような状況の中での防災対策は､ある程度長期的な取り組みを構想しつつ､取り組みを確
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実に積み上げてゆくようなシステムがよいと考えられる｡

その意味で､防災マネジメントシステムを提案しているわけであるが､防災方針でも書いたよ

うに､最初から､全面的総合的な展開でなくてもよいと思う｡

既に､消防などのかなり完成された防災システムが整備されているわけであり､最初からそれ

を全て防災マネジメントで管理するというより､とりあえず､防災まちづくりの分野に限って防

災マネジメントシステムを構築して､その成果を実証した上で､マネジメントの範囲を広げて行

くような展開がよいのではないだろうか｡

その場合､地震を対象にした防災対策では､以下のような項目がとりあえず考えられる｡

(1)木造住宅などの耐震対策

阪神淡路大震災ではなくなったほとんどの人が住宅の倒壊を原因としており､住宅の耐震対策

は重要である｡

全額行政が負担して耐震診断を実施するような制度も整備されつつあり､居住者が自らの住宅

の性能を知るという側面と､町としてどの程度の被害が想定されるのかといったことを考える上

でも必要である｡

住宅についての対策は､たとえば家具の対策を実施している住宅とか､耐震性は低いが､被害

低減のために居住者が全て2階で就寝しているといったソフトな対策なども含めて把握してゆく

ことも必要であろう｡

(2)ブロック塀など屋外での被害対策

宮城沖地震ではブロック塀の倒壊による被害が大きな問題となり､全国的にブロック塀対策が

取り組まれたが､現状では不十分のまま忘れ去られた印象がある｡

阪神淡路大震災では､宮城沖地震の1 0倍を超えるブロック塀の倒壊があったが､地震の発生

時間の影響で人的な被害が他に比べて少なかったこともあって､社会的関心が余り高まっていな

いといえる｡

しかし､防災対策上は重要であり､確実に取り組めば､確実に前進できる対策でもある｡

まずは､建築士などの専門家と協力して防災パトロールを実施し､危険箇所を確実に把握する

ことから実施することになる｡

なお防災パトロールと危険箇所カルテ作成の流れは図3. 7. 3で示す｡

(3)災害弱者の状況の把握

田原町でも､高齢者の単身世帯や夫婦のみ世帯が増加していると報告されているが､障害者も

含めて､その居住状況を防災の性能と絡めて把握しておくことは非常に重要である｡

これは､災害時に救助の対策を集中させるためにも重要であるし､これらの世帯は家具対策な

どの防災の対策も自力では実施できないと考えられるので､防災対策でも特別な支援が必要であ

る｡

災害弱者の状況は､時間と共に変化するので､定期的な調査活動と､データの更新方法を確立

することが重要である｡
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●防災パトロールと危険箇所カルテ作成の渡れ

●地震発生時

図3.7.3 防災パトロールと危険箇所カルテ作成の流れ

3.7.6 『安震システム』をツールの軸とした防災マネジメントシステムの提案

とりあえず､前節のような対策を防災マネジメントシステムとして構築するツールとして『安

震システム』を提案する｡

防災マネジメントシステムの諸文書をインターネット上で行うことにより､公開性を確保する

ことができるが､その基本ハードシステムとして安震システムを活用すれば､地震時に各地の実

際の震度や被害の状況が町役場において短時間で把握できるばかりでなくデータを配信すること

によって各端末でも全体の被害状況が把握できる｡

また､頻繁に発生する小地震の状況を住民にも知らせることによって､防災に対する啓発効果
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も大きいと考えられる｡

町役場と､各学区の集会所､トヨタ自動車の工場などに安JL､君端末を設置し､各学区の防災マ

ネジメント文書や調査結果などもすべてその端末を中心にして実施すれば､端末自体が常に動い

ているようになり､町全体の防災対策の一体感も生まれてくるのではないかと考える｡

3.7.7 まとめ

防災マネジメントシステムというまだ未解明な提案をしてしまったために､少し長い文章にな

ってしまったが､実際に構築する段になると､やることも簡単に決まってそれほど問題なく実現

できるのではないかと考えている｡

しかし､まだ誰もやってないことを実現するのは､それなりに覚悟の要ることかもしれない｡

今回の提案内容だけでは実際に構築する要素として不十分な面はあるが､田原町もI SO 1 4

0 0 1の認証取得の取り組みを実施しているところであり､その経験も生かしつつ取り組みを進

めればよいと考える｡

町行政と住民や専門家が連携した新しい防災の取り組みが生まれることを期待するものである｡

参考文献

3.7.1)工業技術院(監修)､日本規格協会(編) : ISO/DIS14001
･

14004環境マネージメントシス

テム(対訳)､日本規格協会､ p.21､ 1995.
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3.8 地域防災力評価の問題点と評価法の提案･

3.8.1リスク･コミュニケーションの考え方に基づいた｢防災カルテ｣システムの構築に関する

検討

防災まちづくりを効率よく進めていくためには､地域の災害に対する脆弱性や災害-の対応能

力の程度を的確に把握し､それらを踏まえた上で､どのようなまちづくりを進めていくのが地域

にとって最も相応しいのかを､住民と行政が一体となってともに考えていくことが重要である｡

その検討にあたっては､当該地域に今何が足りないのか､どこをどのように変えていくのが良

いのかを分析･評価することが重要となるが､その分析･評価においては､まちなみのハード部

分だけではなく住民の防災意識や対応能力といったソフト部分をも総合的に評価することが必要

である｡例えば､木造密集地域について､ --ドの側面ばかりを強調して災害に対する脆弱性を

評価し､その結果をもとに防災まちづくりの方向を検討すると､広幅員の道路を整備してまちを

ブロック化することやその道路に沿って不燃化を進めることなどが対策としてとりあげられるこ

とになりがちである｡しかし､実際にはそれらの地域では､古いコミュニティが維持されている

空間特性を活かしながら老朽化した木造建物の建て替えを順次進めるとともに､前面道路におい

て幅員4m以上を順次確保していくこと(緊急車両が通れるだけの道路を整備していくこと) ､

まちなみの脆弱性の解消が十分ではない部分については､コミュニティの対応能力の高さを含む

ソフト部分を強化することで対応すること､といった方向が現実的かつ相応しいものと考えられ

る場合も多い｡地域の現状を踏まえた上でそのような方向を定め具体的なまちづくり計画を創出

するためには､ハードに偏らない地域の評価が重要となる｡

また､ともすると､これまでの行政と地域住民の関わりは､行政側が住民側を説得したり､啓

発したりするというものがほとんどであったが､これからは､ ｢ともに考える｣という視点に立

って(まさしく住民参加を実現して) ､まちづくりの検討を進めていくことが必要と考えられる
3･8J)｡そのためには､まちの脆弱性や対応能力についての認識を行政と住民との間で共有すること

が重要であり､その共通認識をもとに､同じ立場でまちの将来像について考えていくことが必要

である｡そして,まちの脆弱性や対応能力についての認識を共有するためには､対象とする地域

の能力､脆弱性を評価する段階から､認識を共有すべきメンバーが同じ立場で地域の特徴につい

て共に考え､その結果を行政､専門家､住民のすべてが理解可能なように分かりやすく表現する

ことが重要となろう.しかし､そのような視点でのまちなみの評価やその結果のとりまとめは､

これまで十分に実施されてきたとは言い難い｡

地域の災害に対する脆弱性などを評価することは､これまでにも行われてこなかったわけでは

ない｡例えば､ ｢防災カルテ｣ 3･8･2)という地域評価の手法および結果の提示方法が提案され､自治

体において作成･公表が実施されてきている｡それらのほとんどは､自治省が作成したマニュア

ルに沿って作成されており､地域の災害に対する特徴を概括するものとして活用されてきてはい

るものの､まちづくり等の施策展開にまで結びついている例はほとんどないようである｡また､

地域の地震災害に対する脆弱性をできる限り定量的に評価しようとする試みもなされてきている

が､例えばその代表的な事例である東京都の｢地震に関する地域危険度測定調査｣3･8･3)においても､
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基本的には行政の側で実施された結果を公表するという形で住民-提示されているため､まちづ

くりのための十分なコミュニケーションのツールとはなっていないのが現状である｡

以上述べてきたような現状を踏まえ､ここでは､地域の災害に対する脆弱性､対応能力を評価

しその結果を表現する｢もの｣を地域住民､行政､まちづくりの専門家やコンサルタントが意見

交換や議論を行うための媒体として位置づけ(その媒体を｢防災カルテ｣と呼ぶこととする) ､

その作成を支援するシステムのコンセプトについて,提案を行うこととする｡具体的には､行政､

住民などによる地域の被災危険性や対応能力の程度を把握したいという要求に対し､必要な情報

を分かりやすく提示するシステムの構築をめざし､そのシステムが有すべき機能や構造について､

以下に述べることとする｡

なお､本節の検討では､ ｢防災カルテ｣が､行政､専門家､住民が地域の現状および将来像につ

いて共に考える媒体としての役割を担うものとするため､社会心理学において研究が進められて

いる｢リスク･コミュニケーション｣の視点から防災まちづくりの計画策定過程をとらえ､その

過程で必要なコミュニケーション･ツールとして｢防災カルテ｣に必要な機能について考察する

こととする｡

(1)社会的合意形成を目的としたリスク･コミュニケーションが有すべき要件

ここでは､リスク･コミュニケーションの理念と社会的合意形成を目的としたコミュニケーシ

ョンに必要な要件について､吉川3･814)をもとに概括する.

社会JL､理学の分野では､リスク･コミュニケーションを単にリスク情報の伝達という意味では

なく､ ｢個人､機関､集団間での情報や意見のやりとりの相互作用過程｣であると定義し､さら

に､個人的選択の事態と社会的論争の事態の2つに分類して研究がなされてきている｡

個人的選択におけるリスク･コミュニケーションとは､個人個人がリスク情報を吟味し､どの

ように行動するかを決定するような事態において行われるコミュニケーションであり､例えば､

火山活動が活発化したときや実際に噴火が発生したとき､その噴火による被災の危険性を地域住

民にアナウンスし､避難するか否かなどの選択を求めるときに行われるコミュニケーションがそ

れにあたる｡この個人的選択におけるリスク･コミュニケーションにおいては､個人ができるだ

けリスク回避できるように情報を伝えることが,そしてその技法を洗練することが送り手の目標

とされている｡また､その際,受け手の立場からみた目標は､送り手から伝えられるリスク情報

が理解できるかどうかを送り手にフィードバックすることとされている｡

一方､社会的論争におけるリスク･コミュニケーションとは､どのような行動をとるかを社会

全体で決定しなければならないような問題について行われるコミュニケーションのことであり､

例えば､清掃工場の建設や自然環境の保全などに関する合意形成のために行われるコミュニケー

ションがそれにあたる｡防災まちづくりの計画を策定するにあたっての行政､地域住民の合意形

成の過程は､まさしくこの社会的論争のリスク･コミュニケーションにあたると考えられ､した

がって､本論文で考察する｢防災カルテ｣は､このコミュニケーションの媒体として位置づけら

れるものとなる｡

この社会的論争におけるリスク･コミュニケーションの目標は､利害の異なる関係者間で合意

が形成されることである｡ただし､その目標達成は､困難なことが多いことから､関係者たちが､

-90-



当該の問題や行動についての理解の水準を上げ､利用可能な知識の範囲内で｢適切に知らされて

いる｣と満足することが､社会的論争におけるリスク･コミュニケーションの成功であるとされ

ている｡言い替えれば､リスク専門家(行政も含む)の決定を受け入れさせることが社会的論争

のリスク･コミュニケーションの目標ではなく(これは､説得であって､リスク･コミュニケー

ションが目標とするのものではない)
､その決定過程の初期の段階から､リスク専門家以外の関

係者が参加することが一つの目標である､とされている｡

また､リスク･コミュニケーションが有する問題､課題として､以下のようなことも指摘され

ている｡

･専門家があまりにも自らの正しさについて確信を持ちすぎていることが､現在のリスクコミ

ュニケーションの問題の一つとなっている｡専門家が常に正しいわけではないことを､専門

家自身が自覚していることも必要である｡

･リスク専門家と同様に､一般の人々が持つ多様な価値観も尊重され､検討されることによっ

てリスクに対する評価が決定されねばらない

･リスク･コミュニケーションにおいては､単に素人に参加を求めるだけでは十分ではない｡

リスク専門家が情報や知識を多く持っていることは､一般的には事実なのだから､素人が議

論に参加しやすいように､伝える情報の内容を工夫する責任が､リスク専門家の方にある｡

さらに､ ｢参加｣については､リスク･コミュニケーションの実現のためだけでなく､心理学的

な観点からも重要であることが指摘されており､

･意思決定過程に参加できること､決定の際に発言の機会があることなどが､手続きに対する

公正感を高めること

･表明された意見が決定に反映されるかどうかは､手続き公正の知覚には影響しないこと

などが､その特徴として述べられている｡

社会的論争において｢よい決定｣がなされるためには､その過程がよいものであることが重要

とされ､その決定過程がよいものかどうかは､それが関係者によって透明であり､参加的なもの

であるかどうかによって決定されるとしている｡また､行政機関がめざす｢社会的受容｣とは､

行政や専門家が決定したものを市民が受け入れることであるのに対し､市民が求める｢社会的受

容｣は､ ｢納得｣や｢理解｣として表現されるものであることも指摘されており､そのためには､

市民サイドの次のような思いに配慮すべきことが示されている｡

･リスクを受け入れるにしても､受け入れる前に十分に情報を知らされた上で納得したい｡

･問題について理解したい｡

･リスクを受け入れる前に利害関係者同士で十分に話し合いをしたい0

･自分の意見の表明の場を持ちたい｡

以上､ここで紹介してきたリスク･コミュニケーションにおける情報の送り手と受け手の影響

過程にについては､図3.8.1のようなモデルも提案されている｡社会的論争におけるリスク･コ

ミュニケーションが果たすべき役割は､簡潔にはこのモデルに示す通り､ ｢フェアな(相互の)

情報提供｣であると言えよう｡

なお､このモデルは､木下318･5)により､次のように説明されている｡
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｢まず､情報の受け手は､リスク･コミュニケーションを与えられることによって､情報の送

り手とそのメッセージ内容について信頼感を抱く｡なぜなら､送り手にとって不利かもしれない

情報を開示する姿勢に受け手は共感を抱くからである｡一方､送り手も､正しい情報を伝えるこ

とによって後ろめたさがなくなり､自分の姿勢について自信を持つ｡またこれは､送り手自身に

対する自己点検の意味を持つことになり､受け手の立場に対して一定の理解が進むことになる｡

このような『フェアー』な情報交換を土台にして､相手の立場に対する相互理解が芽生え､両

者の間に共考的構えが作られる｡つまり､対話の土壌ができる｡その上で両者が互譲することに

より､合意形成が行われることになる｡ ｣

受け手

図3.8.1リスク･コミュニケーションの影響過程

(木下･吉川3･8･6)に加筆)

送り手

(2)リスク･コミュニケーションの視点からみた｢防災カルテ｣の有すべき要件

従来の防災カルテは､基本的には､リスクの専門家の側が設定した項目や方法に基づいて評価

されたものであり､そのようにして分析されて地域の特徴を地図や文書といった成果物として地

域住民に提示するというものであった｡その防災カルテの提示(公開)においてなされたのは､

啓発や説得と称されるコミュニケーションであったと言ってよいであろう｡

しかし､近年の社会環境の変化などを勘案すると､これからの防災まちづくりにおける合意形

成においては､形式的ではなく実効性のあるものとしての市民参加が求められていると考えてよ

い｡具体的には､行政を含むリスクの専門家と地域住民が｢共に考える｣という過程が必要だと

いうことである｡そして､そのような過程を経てまちづくりの計画策定を行っていくためには､

その前段階で通らねばならない､地域の特徴をどのように評価するかという段階､つまり｢防災

カルテ｣を作成するところから地域住民が参加する必要があると言えるであろう｡

以上の考え方に基づき､ ｢防災カルテ｣を防災まちづくりの計画策定の前段階において､行政
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を含むリスクの専門家と地域住民が情報をやり取りする媒体として位置づけるとするなら,その

ような媒体として期待される役割を十分に果たすためには､ ｢防災カルテ｣は､従来のようなリ

スク専門家が作成した成果物としてではなく､多様な価値観を反映させた評価を即座に行い､そ

の結果を表示しうるシステム(評価の試行錯誤を容易に可能とするシステム)として構築される

必要があると考える｡言い替えれば､ ｢防災カルテ｣は､集約された情報を整理した結果として

提示されるもの(地図や文書など)ではなく､そのものが｢まちなみ評価システム｣としてある

べきであり､地域の基礎データ(どこにどのような建物があり､そこにどのような人が住んでい

るか､など)を評価する方法自体を議論することができる機能を有するシステムであるべきと考

える｡

(3) ｢防災カルテ｣システムの有すべき機能､構造

前節で述べたように､ ｢防災カルテ｣は､システムとして存在して初めて､その役割を十分に

果たし得るものと考える｡そこで､以下では､リスク･コミュニケーションの媒体としての｢防

災カルテ｣システムについて､それはどのような機能を有するものとして構築されるべきか､そ

のためにはどのような構造を有するものであるべきか､等に関する議論を進めることとする｡

まず､これまでの議論を踏まえ､ ｢防災カルテ｣システムが有すべき機能を整理する｡ ｢防災

カルテ｣システムが有すべき機能は､以下の通りである｡

･ミクロの(1棟単位､ 1人単位の)評価をベースとし､必要に応じて街区､町､学区､区､

市等の集合体に集約して評価を行い､結果を表示する機能

･まちなみを構成するハードの脆弱さ(被災可能性)と地域､住民の対応能力などで構成され

るソフトの災害抑止力(被害軽減可能性)を総合的に評価する機能

･行政､市民など､それぞれの立場で考えた評価方法を容易に適用でき,それぞれの評価結果

を簡便に表示しうる機能(特に､この機能は､複数の評価結果を総合的に評価するときに活

用する)

従来のまちなみ評価は､例えば､地域の延焼火災の拡大しやすさ/しにくさを評価する指標と

してよく用いられている木造建ぺい率や不燃領域率に見るように､ある対象エリアを前提として

評価を行うものがほとんどであった｡それらの手法では､その評価対象エリアがどのような広さ

を持ったものであっても､対象とするエリアの中を均質なまちなみと仮定して評価を行っている｡

明らかに均質と仮定しうるまちなみを評価する場合には､このような手法によっても誰もが納得

する評価結果を与えることになろうが､例えば上述の木造建ぺい率や不燃領域率では､道路や公

園などの空間を評価に含めるか否かによって結果は異なるものとなり､また､評価対象空間を広

くとるか狭くとるかによっても結果が異なる可能性を有している｡つまり､このような｢対象エ

リアありき｣の評価においては､そのエリアの設定の仕方によって､危険だと指摘されるべきと

ころ､改善すべきところがマスクされてしまう可能性があるということになる｡さらに､評価対

象エリアごとにしか基礎データにさかのぼれないため､そのエリアが十分に小さくなければ､評

価結果に至った原因を詳細に分析することが困難となってしまう(地域の特性について､十分に
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納得のいく説明を行いえない)という可能性もある｡したがって､そのような評価結果を､地域

特性に対する認識を行政､地域住民間で共有するために用いたとしても､十分なリスク･コミュ

ニケーションを行い得ない可能性が生じてしまうことになる｡

そのようなことから､ここで提案する｢防災カルテ｣システムでは､基本的には1棟単位､ 1

人単位というミクロな単位で評価を行うこととする｡そして､そのようなレベルでの評価を基本

とし､必要に応じてその集合体-と評価を集約していくこととする｡ミクロな評価を基本とすれ

ば,より大きい評価空間の代表値を算出することは容易である｡従来と同等の指標を得たければ

平均に相当する値を求めればよく､そのような評価以外にも特性を表現する手段を持つことがで

きることになる｡また､評価結果について､その原因を十分にさかのぼることができるというメ

リットを有すことにもなる｡

複数の評価結果を総合評価することは､どのようなまちづくりを進めていくのかを検討する上

で重要であるが､これまでは､まちなみのハード部分を評価した被災可能性とソフト部分を評価

した対応能力などを総合化することは､積極的には行われてこなかったように思われる｡これは､

ハードの壊れやすさや燃えやすさといった指標と救助する能力､火を消す能力などをどのような

バランスで評価したらよいのか､明確にしえなかったからであろう｡しかし､前述したように､

リスク･コミュニケーションの視点からすると､ここで求められているのは合意形成に向けてフ

ェアな情報交換をすることであることから､総合化の方法は､個々の評価結果を評点化し､それ

ぞれの寄与度をウェイトとして設定して合算する方法とし､そのウェイトは､行政､市民などの

関係者が､それぞれの思いをもとに設定すればよいと考える｡したがって､システムとしては､

ウェイトを考慮した評点の合算を容易に行える機能を有していることが重要となる｡なお､この

とき､リスク評価の専門家(学識経験者など)は､行政､市民それぞれが設定したウェイトにつ

いて､不適当なものとなっていないかどうか等のアドバイスを行う役割を担うことでコミュニケ

ーションに参加することが相応しいであろう｡

また､評価結果を集約して得られるマクロな領域に対する評価は､その領域のサイズが大きく

なればなるほど地域の特性が均されて見えることから､住民や行政､まちづくりの専門家が感じ

た印象などのコメントや写真などの映像情報も属性情報として付加できることとし､評価結果と

同時に参照可能なシステムとすることが望ましいと考える｡

以上述べてきた｢防災カルテ｣システムの機能を実現するためには､次のような構造､特徴を

持ったシステムとして構築する必要があろう｡

･建物であれば1棟単位のデータ､人であれば1人単位のデータを保有するデータベースを持
つ｡

･GISをベースとして活用し､任意のポリゴンによる集約を可能とする｡

･建物､人などをオブジェクトとして捉えたオブジェクト指向の構造とする｡

(4)まとめ

本節では､リスク･コミュニケーションの視点から防災まちづくりのための合意形成の過程を

とらえ､その合意形成のための行政や専門家､地域住民等によるコミュニケーションのツールと

して｢防災カルテ｣を位置づけた｡そして､そのような役割を担う｢防災カルテ｣とはどのよう
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なものであるべきかについて､検討を行った｡その結果は､以下のようにまとめられる｡

･

｢防災カルテ｣は､地域の災害に対する脆弱性や対応能力などに関する情報を集約して表示

した成果物(地図や報告書)ではなく､地域の評価をインタラクティブに行うシステムとし

て構築すべきである｡

･その｢防災カルテ｣システムは､次の機能､構造を有するものと考えられる｡

-ミクロな(1棟単位､ 1人単位などの)データを基盤とし､その単位での評価を基本とす

る｡

-GISを活用することでミクロな評価結果を街区､学区や町などの単位-と集計し表示する機

能を有する｡

-まちなみのハード部分の被災可能性の評価と対応能力などのソフト部分の評価を､必要な

らば総合的に評価する機能を有する｡

-総合評価する際､それぞれ個々の評価結果を評点化して合算することを基本とするが､そ

の合算の際の各項目のウェイトは､関係者がそれぞれの思いをもとに設定することとする｡

一任意の総合評価を容易に行いうるようにするため､建物や人をオブジェクトとして設定し､

オブジェクト指向の構造を有するものとする｡

ここで提案したような｢防災カルテ｣システムを構築し､それを活用することで､どのような

まちを作りたいのかという思いを行政､専門家､地域住民が相互に提示しあうことが可能となり､

合意形成が容易に図れるようになるものと期待される｡

なお､本稿では､防災まちづくりの合意形成過程に資するシステムの提案を行ったが､現在の

ところ､まだアイディアとしてのみ存在するものとなっている｡今後は､具体的なシステムの構

築-向けて､より具体的な検討を行っていく必要があると認識している｡

特にミクロなレベルでのまちなみの評価方法について､従来の評価法にとらわれることなく､

より有効な方法を創出していく必要があると考えている｡

3.8.2 地域の被災ポテンシャル評価方法の検討 一延焼火災の視点からI

防災まちづくりを効率よく進めていくためには､想定される災害に対し,それぞれの地域はど

の程度被災しやすいのかを定量的に把握し､その評価結果をもとに整備の優先順位やその方針を

的確に定めた上で事業を展開していぐことが重要である｡したがって､効率のよい防災まちづく

り整備のためには､対象地域の被災しやすさ/しにくさを定量的に把握することが重要となる｡

そのような考えのもと､これまでにも防災まちづくりのためのまちなみ評価は､各所で実施さ

れてきており､地震時の火災による被害を軽減するという視点からも,地域の脆弱性の評価が多

数試みられてきた｡

評価方法についてもいろいろな方法が試行されてきているが､その中でまちづくり整備の指標

として活用されてきた代表的なものとして､木造建ぺい率､あるいは不燃領域率という指標があ

る3･8･7)
｡これらは､地域の延焼火災に対する脆弱さを評価する指標として活用されており､対象

地域に存在する木造･防火木造建物の占有面積を評価対象地域の総面積に対する比として評価し

た指標(木造建ぺい率)
､あるいは延焼火災を防御する空間･構造物の占有面積を評価対象地域
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の総面積に対する比として評価した指標(不燃領域率)として構築されている｡これらの指標は､

比較的簡便に算定可能であり､直感的にも理解しやすいことから､まちづくりの計画や目標設定

において頻繁に用いられてきたが､一方で､次に示すようないくつかの問題点も有しているもの

と考える｡

まず,この木造建ぺい率､不燃領域率という指標においては､評価対象とする地域をどのよう

に設定するか､具体的には対象地域の広さをどのように設定し､評価対象構造物･空間をどのよ

うに取り扱うかにより評価結果が異なってしまうという問題がある｡

例えば､図3.8.2のようなまちなみがあるとき､取り囲む道路をも含めて評価を行うのか､街

区の中だけを評価するのかにより結果は異なり､また､それぞれの街区を個別に評価するのか､

複数を総合的に評価するのかにより結果は､異なるものとなる｡

空地

`~■`~■`~-~●ー■~■■~●｢l

dLJ)

図3.8.2 まちなみと木造建ぺい率の関係(イメージ)

木造建ぺい率は､一点鎖線で囲った領域で算出する場合と街区ごとに求める場合で

異なり､結果としてその評価は､異なったものとなる可能性があるo

また､広幅員の道路や空地を含めて評価するか否かによっても結果は異なる｡

どのような境界条件を設定して評価を行ったとしても､算出されたそれぞれの結果はいずれも

事実ではあるが､設定された条件によっては延焼火災に対して脆弱と評価される場合もあれば､

そうでないと評価される場合もあることになる｡指標が有するこのような特性について十分に理

解した上で活用することができれば問題はないと思われるが､配慮が十分ではない場合には､簡

便に求められるがゆえに安易に活用された結果､意図しない結論を導く指標となってしまう危険

性を有しているといえる｡

また､この指標は､図3.8.2の右上の空地を有する街区のように､一部に延焼火災に対する危

険性を有するまちなみが存在していても､評価単位の中に空地や耐火建物などが大きな面積を占

めているところでは､結果としてそこを延焼しにくいまちなみの地域であると評価する可能性を

有している｡つまり､局在する脆弱な地域が,評価対象地域の設定の仕方によってマスクされて

しまう可能性があるということである｡
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さらには､実際のまちづくり事業を計画する段階においては､よりミクロな実体把握が必要と

なり､その際にあらためて詳細な検討がなされることが多いが､これは､せっかくの事前評価が

事業の計画-連続して活用されることがないということを示している｡

以上のことは､木造建ぺい率や不燃領域率といった指標が､ある空間スケールを持った対象エ

リアを前提として評価されたものであり､そのため,十分にミクロな評価を行い得ていないこと

に起因する問題と言えるであろう｡

一方､ミクロな評価を試みた例としては､東京都が実施した｢地震に関する地域危険度｣調査

における火災危険度がある31813).この火災危険度の測定においては､ 1棟単位のレベルで再現さ

れたまちなみに対して延焼シミュレーションが実施され､単位時間経過後の延焼面積とその地域

の出火確率との乗算により延焼面積期待値が算出され､その値により地域の脆弱性の評価が行わ

れている｡ここでは､具体的には､ 1棟単位の延焼シミュレーションにより得られた,出火から

1時間後の総焼失床面積を当該地域の代表値としていることから､ミクロなまちなみの評価がな

されているとも言える｡しかし､延焼シミュレーションをすべての建物を起点にして実施するこ

とは困難なことから､評価単位ごとに複数点の火点を設定して延焼シミュレーションを実施し､

それぞれから得られた結果の平均を地域の代表値としていること､延焼シミュレーションにて設

定された風向･風速が1パターンであることなどシミュレーション自体が有する限界から､評価

結果の代表性が十分であるかどうか､議論のあるところである｡

また､現状では､延焼シミュレーション自体､簡便な手法とは未だ言い難く､したがって､ま

ちなみに変化があったときや事業効果を把握したいときなどは､まちなみのデータを変更した上

で再度シミュレーションを実施せねばならず､インターラクティブな計画立案には必ずしも適し

ているとは言い難いものとなっている｡このことは､この指標も､前述の木造建ぺい率等の指標

と同様､地域社会におけるまちづくり事業の合意形成の段階まで､継続的に活用することが困難

であることを示していると言えるであろう｡

以上のことを踏まえ､本節では､まず､延焼火災に対する地域の脆弱性をミクロなレベルで評

価する手法について､次節の｢(l)ミクロ評価の方法｣において提案を行う｡

一方､まちづくりは､上述したようなミクロなレベルでの住環境の改善､整備ということが重

要ではあるものの､地震時の火災による被害軽減という観点からは､避難圏域といった領域を評

価対象として､より広域に地域を評価し､その中での効率的な整備を行うことも必要と考える｡

例えば､圏域内のある地域に延焼を遮断する緑地帯を整備すると圏域の安全性が極端に向上す

る､というようなことは､ミクロな評価だけではわからないことである｡したがって､そのよう

な視点をもった評価方法を構築し､その指標をもとにバランスのとれた整備を行っていくことも

重要であろう｡

そこで､このことを踏まえ､次節の｢(2)マクロ評価の方法｣において,広範囲な評価対象ブロ

ックに対し､内在するまちなみが有する危険性の傾向を評価する方法について提案を行うことと

する｡

(1)ミクロ評価の方法

前節において述べたように､従来､よく用いられてきた木造建ぺい率､不燃領域率などの指標
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ほ､あるエリア(評価対象地域)を均質なまちなみと仮定して､その燃えやすさ/燃えにくさを

評価したt,のであるo 図3.8.3に名古屋市内のある木造密集地域のまちなみを示すが､例えば､

楕円で囲んだA地区のようなところであれば,均質なまちなみとして評価しても問題はないであ

ろう｡

図3.8.3 名古屋市内のある地域のまちなみ

均質とみなしうるまちなみ(図中A)もあるが､その仮定をi,とに評価を

行うと結論を誤る可能性のあるところ(図中B)も存在するし)

一方､図3.8.3のB地区のようなまちなみに対しては､隣接する木造密集地域とあわせて評価

を行った場合には､空地が十分に存在するにもかかわらず延焼の可能性を有する地域と判定され

る可能性があるo 圭た､隣接する木造密集地域のサイドから見れば､併せて評価されることで空

地の延焼を阻止する能力が評価に加わり､延焼火災の危険性が､本来持っているレベルより見か

け上低く評価されてしまう可能性があるo

このように対象地域の設定の仕方によって評価結果に揺らぎが生じる可能性があることは､あ

る空間スケールを持った評価対象地域を設定し､その地域内を均質なまちなみと仮定して定量的

な指標を得ようとする手法の限界と言えるであろうo

このような問題を解決する方法としては､東京都が実施しているような､ 1棟単位まで現実の

よちなみをコンピュータ上に再現し､その単位で延焼シミュレーションを実施するという手法が

ある｡ GISの発達･普及や計算機の処理能力の向⊥により､この評価手法も現実的な域に到達し

つつあるとt)言えるが､延焼シミュレーションを実施するiこあたっての条件設定の妥当性をどの

ように確保するかという問題や､そもそも延焼シミュレーション自体が内在する限界などを勘案

すると､必ずしも適当な手法とは考えにくいのが現状である｡
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ただし､ここで採用された､まちなみをコンピュータ上に1棟単位で再現すること､そして､

そのデータを基礎情報としてまちなみの評価を行うことは､既に現実的なものとなってきている

と考える｡

そこで､ GISを活用して木造建物および防火木造建物の密集の度合いを簡便に評価し､その程度

でもって延焼火災に対する地域の脆弱性を評価することを､まちなみをミクロに評価する手法と

して提案するものである｡

以下にここで提案する手法について､具体的に述べる｡なお､ここで提案する手法は､まちな

みを構成する建物が1棟単位でポリゴン･データとして存在することを前提としている｡現状で

はすべての地域においてそのような状況を構築することは困難であるが､ GISの活用がこれから

ますます進んでいくであろうことを考えると,近い将来には現実のものとなると判断する｡現状

でも大都市圏においては､ほぼ実現可能な状況であることからも､そのように想定することは､

それほど無理ではないと考える｡

さて､まず､各建物ポリゴンの属性情報として､ポリゴンを構成する各辺に対し最も近い隣接

建物ポリゴンまでの距離､その構造(木造､防火造､耐火造の別)を持たせておく｡例えば､図

3.8.4に示すような建物群が存在したとき､網掛けをした建物の○印をつけた辺に対しては､
｢A｣

という記号を付した建物が最も近い建物として判定される｡したがって､その距離(X2) ､その

建物の構造種別を属性としてもたせておくこととする｡

Ⅹ1

一斗ト
[コ[コ

Ⅹ2

-T匡コロ□

図3.8.4 隣接建物ポリゴン判定のイメージ

網掛けをした建物の○印を付した辺については､ ｢A｣と付した建物が

最も近い隣接建物となるoそこで､属性データとしてその距離(X2)と建物

Aの構造種別を持たせておく｡

このデータ整備が､ここで提案する評価方法の適用を可能にするために必要な事前準備である｡

このような属性情報をもとに､評価指標を次のように算出することとする｡

評価対象地域内の建物ごとに､隣横間距離Ⅹを変化させながら､ Ⅹよりも短い距離にある木造

および防火木造建物の面積の総計を計算する(自らが耐火建物である場合には､延焼しないこと

から､この計算は行わない)
｡なお､近接する木造､あるいは防火木造建物がⅩの範囲内に存在

した場合には､その隣接建物からもⅩの範囲内にある木造､あるいは防火木造建物を検索し､も

し存在すればさらにその建物に対する隣接建物がⅩの範囲内にあるか否かを判定し-､というよ

うに､ Ⅹという隣横間距離をキーにして､その距離の範囲で連接する木造および防火木造建物す

べての面積の総和を計算する､という作業を行うこととする｡このような値を求めるのは､隣棟
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間距離の変化による連接建物の総面積の変化の傾向自体が､まちなみの特徴を表現していると考

えるからである｡

ここで行う作業について､図3.8.4で示した仮想的なまちなみを用いてより具体的に示すと次

のようになる｡

図3.8.4に示したまちなみを構成する建物がすべて木造建物であるとしたとき､網掛けをした

建物に対して評価指標(連接する木造･防火木造建物の面積の総和)を求めてみると､隣棟間距

離Ⅹが､

Xl 〉 Ⅹ

の範囲においては､自らの面積のみがその値となる(ただし､ここでX2〉Xl)
｡そして､ Ⅹが､

Ⅹ = Xl

のとき､隣接建物がしきい値の範囲に入ることから､連接しているという判定が行われることと

なる(図3.8.5参照)
｡まず､図3.8.5において建物Aから距離Ⅹ

(Ⅹ-xl)以内に存在する木造･

防火木造建物を検索し､建物Bが抽出される｡さらに､建物Bから距離Ⅹ以内にある建物を検索

することで建物Cが抽出される｡建物cからさらに距離Ⅹ以内に建物が存在するか否かを検索し､

結果としてそのような建物は存在しないことから､ここでこの場合の作業は､終了となる｡以上

の作業から､この場合に得られる総建物面積は､図3.8.5において網掛けをした建物の面積の総

和となる｡

Ⅹ2

Ⅹ1

叫h一

丁□□□

図3.8.5 連接判定のイメージ(x=Xlの場合)

建物Aからスタートして､距離がXl以内の建物をたどっていくことで､連接

している建物をすべて抽出する｡

Ⅹが､

X2 〉 Ⅹ 〉 Xl

においては､
Ⅹ=Ⅹ1の条件で算出された値を持ち､

Ⅹ
= Ⅹ2

のとき､図3.8.5のすべての建物面積の総和(6棟の面積の総和)が､得られる値となる｡

この算定結果を､横軸に隣棟間距離Ⅹ､縦軸に総面積をとったグラフにプロットすると図3.8.6

のようになる｡
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総面積

隣棟間距離

図3.8.6 図3.8.4に示したまちなみに対して各隣棟間距離の範囲で連接する

建物面積を計算した結果(イメージ)

この結果は､図3.8.4 (あるいは図3.8.5)を構成するどの建物に対して計算しても同じものと

なる｡つまり､対象とする建物を変えて計算作業を繰り返し､その結果をプロットしたとしても

図3.8.6が得られる､ということである｡言いかえれば､ここで想定したまちなみを構成する建

物は､延焼火災に対して同じ環境におかれていることを示しているということになる｡また､こ

の図からは､ XlおよびX2という幅を持った何らかの空間により対象地域がブロック化されてい

ることも見て取ることができる｡

このように､各建物の属性情報として､自らをとりまく隣接建物についての情報を持たせてお

けば､そのデータを距離をキーにしてたどっていくことで､どこまで連接しているのかを評価す

ることができることになる｡この連接の範囲は､消火活動等を実施しなければ延焼してしまう範

囲と読み替えることもできると考えられることから､隣横間距離の増分に対する連接する建物面

積の増加の傾向が得られれば､延焼火災に対しての脆弱さを把握することができると考える｡

この点について､さらに､実際のまちなみに適用した場合､どのよう結果が得られると想定さ

れ､この指標を用いることにはどのようなメリットがあるのか､以下に考察する｡

例えば､木造密集地域では､文字どおり木造建物が隣横間距離が短い状態で建て込んでいるわ

けであるから､ここで提案した評価値をその地域のある木造建物に対して求めてみれば､図3･8･7

のようになると想定される｡つまり､隣棟間隔が短い段階から急激な総面積の増加が見られるグ

ラフとなるであろう｡そして､ある領域内の建物について同様な計算を行いその結果を重ね描き

したとすると､隣棟間距離が極めて小さいところでは若干のばらつきが見られるものの､すぐに

同じ傾向を示す曲線上にのり､集団として同じ環境におかれていることを示すグラフが得られる

ものと想定される｡

隣棟間距離が短いところ

から総面積が急激に立ち
上がる

隣棟間距離

図3.8.7 木造密集地域に対して得られる結果のイメージ
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一方､都市計画道路や公園等が整備され､延焼遮断帯やそれに類するものが配置されているよ

うな地域では､図3.8.8に示すような結果が得られるものと考えられる｡延焼遮断に資する構造

物･空間の幅に相当する距離のところに段差ができ､グラフにおいてその存在を確認することが

できるであろう｡

総面積

隣棟間距離

この幅員を有する延焼遮断

帯が存在することが分かる

図3.8.8 延焼遮断帯が整備され､防火ブロック化されているような

地域に対して得られる結果のイメージ

このような測定作業を学区や町丁目､あるいはまちづくり整備事業の対象範囲といった､評価

したい単位ごとに行って結果をプロットすることにより､その対象地域における特性を容易に(直

感的に)
､かつ詳細に把握することが可能となる｡

対象地域内に特性が異なるまちなみブロックが複数存在しているような場合には､測定を行っ

た後にそれぞれのブロックの特性を象徴するグラフが描かれ､よってその存在や特性の違いを容

易に､かつ明確に把握できると想定される｡さらに､従来からよく使われている指標､不燃領域

率や木造建ぺい率のような､まちなみを平均的に評価した数値が欲しいときには､上記グラフに

おけるある距離での総面積の平均値を算出して用いれば､同様な意味を有する指標を得ることが

できるであろう｡そのときに参照する距離としては､例えば都市計画道路の幅員をとることが一

般的には適していると考える｡

以上述べてきたことをまとめると､ここで提案する方法で評価指標の算定を行うことにより,

･検討対象とした地域内での延焼火災に対するまちなみの特性が同じなのか(均質とみなし

てよいか) /異なるのかが一目瞭然となる

･指標として､不燃領域率や木造建ぺい率のような｢平均値｣を求めることもできる

･さらに､検討対象地域における最大値/最小値による評価など､より幅の広い評価を行う

ことも容易になる

など､様々なメリットが生じると期待される｡また､そもそも1棟単位の評価を積み重ねている

わけであるから､最もミクロな評価にまでさかのぼって分析を行うことも可能であり､まちづく

り事業の計画策定などにおいても活用可能な情報を提供しうるものと考える｡

処理自体は単純なものであることから､ GISソフトを有効に活用すれば､このような測定は煩雑

で時間を要するものとはならないと考えられ､データの更新も､まちなみに変化があった場合に､

変更のあった地域内および周辺の建物の属性情報を更新すればよいだけであることなど､メンテ

ナンス自体も容易に行いうるというメリットも有している｡
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(2)マクロ評価の方法

延焼火災が発生･拡大したり､拡大するおそれがあるような場合､被災する可能性のある地域

の住民は､避難を行うことになる｡そのような事態に備え各自治体では､避難場所など安全を確

保できる空間を指定･整備するとともに避難に用いる道路に沿っての不燃化の促進や延焼遮断帯

の整備の推進など､各種の事業を行ってきている｡

延焼火災による被害の軽減という視点から防災まちづくりを考える場合､それぞれの地区でそ

もそも火を出さない､延焼拡大させないというまちをつくっていくことが重要であることは言う

までもないが(このレベルでのまちづくりには前述したミクロなレベルでの評価が有用である)､

すべての地域で延焼の危険性を低減するような整備事業を実施することは現実的ではないことか

ら､効率のよいまちづくり整備の推進を考えることが重要である｡つまり､どの地域から優先的

に整備を行っていくのが効果的かを把握した上で事業を展開していくことが重要ということであ

る｡そして､そのためには､より広域を僻撤した評価が重要となる｡

例えば､避難圏域内のある地域に延焼を遮断する緑地帯を整備するとその圏域の安全性が極端

に向上する､というようなことは､ミクロな評価だけではわからないことである｡したがって､

そのような視点をもった評価を行うことを考えることとする｡

そこで､ここでは､避難圏域といった比較的広域な領域を対象として､その領域のどこに延焼

火災に対する脆弱な地域があり､その脆弱さの程度は他に比べて著しいのか否かを把握する方法

を提案する｡

具体的には､評価対象地区から避難場所(あるいはそれと同等に安全が確保できる空間)まで

の避難の困難さを住民の火災による被災可能性という視点から指標化し､その作業を対象とする

避難圏域全域にわたって行って､それらの結果をもとに当該圏域の延焼火災に対する脆弱性を評

価しようというものである｡

図3.8.9 延焼火災による被災可能性の表現
pw

:その地区に十分に長い時間とどまっていたときに被災する可能性
p t

:危険な状況にさらされている時間(その地区の通過に要する時間)に依存する被災可能性

いま､ある地区の住民が安全を確保するに至るまでに延焼火災により被災する可能性を､その

地区と避難場所(あるいは火災に対して安全な場所)を結んだ直線に沿って存在する地区ごとの
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被災可能性の積和によって表されるとする(図3.8.9参照)｡つまり被災可能性をPとしたとき､

P =∑ Pw * Pt

と表すこととする｡ここで､

Pw
:その地区に十分に長い時間とどまっていたときに被災する可能性

Pt
:危険な状況にさらされている時間(その地区の通過に要する時間)に依存する被災可能性

延焼火災の拡大は､時間の経過とともに進行するであろうから､基本的には､延焼しうる地域

に十分に長い間とどまっていれば必ず被災することになるであろう｡一方､危険な地域を通過す

る時間が極めて短ければ､その地域の危険性が極めて高かったとしても被災する可能性は､低い

と考えてよいと思われる｡また､全域が延焼の可能性を有する地区もあれば､耐火建物や公園な

どの空間が大部分を占めているため､ほとんど延焼しない地区もあるであろう｡それぞれのまち

なみによって､被災可能性の程度は異なると思われる｡このような考えのもと､ここで述べた｢ま

ちなみによる被災可能性の程度｣をPw､ ｢危険な地域を通過する時間の長短による被災の可能性｣

をPtとし､その積により当該地区での被災可能性を表現したのがこの式である｡

例えば､ pwは,その地区のどれくらいの地域が延焼火災で焼失する可能性を有しているのかに

より評価することとし､当該地区の全域が延焼火災にあう可能性を有する場合を1､全く延焼し

ない場合を0として､その間を直線で結んで指標化することとする(囲3.8.10)
｡延焼の可能性

を有する面積割合を定めるにあたっては､ ･前述したミクロな評価の結果を用い連接している建物

面積が当該地区に占める割合を用いてもよいであろうし､木造建ぺい率のような簡便な指標を用

いることでもよいであろう｡

延焼の可能性のある

建物面積の地域面積
100% に対する害恰

図3.8.10 pwの指標化例

また､ ptは､十分に長い時間を要する場合に1を､極めて短い時間の場合に0に極めて近い値

をとるものとし､その間を直線で結んで指標化することを考える｡例えば､その｢十分に長い時

間｣を1時間とすると図3.8.11のようなものとなる｡通過に要する時間については､あくまで指

標化という観点からすれば､平均的な歩行速度をもとに当該地区を通過する距離との関係から求

めてよいであろう｡

適趣こ要する時間

1時間

図3.8.11 P tの指標化例
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この指標化にしたがうと､ほぼ全域が木造密集地域のような地区を通過するのに1時間を要す

るような場合､その地区における被災可能性は1に近い値となる｡また､全域が延焼の可能性を

有していても通過に数分しか要さなければ被災可能性は0に近い値をとり､通過に時間を要する

場合でも当該地区の延焼可能性が極めて低ければ､同様に被災可能性は0に近い値となる｡

このようにして得られる各地区における被災可能性を経路に沿って積算し､評価対象とした地

区の代表値とするわけである｡

なお､念のために再度述べるが､この式は,延焼火災による人的被害発生の可能性を概念的に

表現したものであるが､人的被害発生の可能性自体を議論しようというわけではなく､この値を

指標として地域の延焼火災に対する脆弱性の評価を行おうとするものである｡

このような評価を､対象とする圏域の構成単位すべてにおいて実施し､横軸に避難場所からの

距離､縦軸に被災可能性をとってプロットすると､図3.8.12のようなグラフが得られることが予

想される｡

被災危険性

図3.8.12 マクロ評価結果のイメージ

対象圏域内のまちなみが､どの地区においても同程度の危険性を有して構成されている場合に

は､単調に増加する傾向を描く結果となると想定される｡一方､危険性が急変するような曲線と

なる場合には､その急変部に｢危険性が高い｣
､言いかえれば｢延焼火災に対して極めて脆弱な｣

まちなみが存在することが見て取れることとなる｡したがって､この急変部に該当するまちなみ

を延焼火災に対して強いものとすることができれば､圏域の安全性は､効率よく向上することに

なる｡また､圏域内の各評価単位ごとの結果をプロットしたとき､特性曲線が複数存在するよう

に見える場合には､そのブロックには特性の異なるまちなみが複数存在することを示していると

いえるであろう｡

このように､ここで提案した評価を適用することで､マクロな視点から優先的に整備するべき

地域をあぶり出すことが可能になると期待される｡

なお､ここでは､避難圏域という領域を評価対象の前提として記述したが､必ずしも避難場所､

あるいはそれに類する安全な空間を取り囲む領域でなくてもよく､この方法を任意の領域に対し
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てトモグラフィーを得るごとく適用することも意味のあることと考える｡

(3)まとめ

本節では､地域の延焼火災に対する脆弱性の把握の方法として､ GISを活用して建物1棟単位で

連接の度合いを評価する方法と､比較的広範な領域に対し延焼火災による被災可能性を把握する

ことにより対象領域の中の延焼火災に対して脆弱な部分をあぶり出す方法の2つを提案した｡

ミクロな評価は､隣棟間距離をパラメータとして連接している木造･防火木造建物の範囲を測

定するものであり､木造建ぺい率や不燃領域率といった従来からよく用いられている指標が有す

る､評価対象を均質なまちなみと仮定することに起因する問題を解消するだけでなく､より多様

な評価を可能にするものであると考える｡

また､マクロな評価については､延焼火災に対する地域の脆弱性を人的被害発生可能性という

指標に変換してとらえるものであり､指標化の段階での単純化に大胆さはあるものの､地域を僻

撤して見る方法としては適当なものであると考える｡

提案したいずれの手法も､現段階では実際のまちなみに対して適用してはいないことから､今

後は､具体的な検討を行って手法の適用可能性やその限界などについて､より深い検討を行って

いくことが必要と考えている｡

また､ここで評価しようとしたものは､まちなみのハードに係る部分であるが､防災まちづく

りにあたっては人的な対応能力等の評価も重要であるため､ --ドの評価とそれらソフトの評価

の統合についても検討していくことが必要だと認識している｡
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3.9 け技術を利用しての住民参加によるリスク･コミュニケーション

3.9.1双方向コミュニケーションの必要性

地震など自然災害に関する議論や防災対策に対する合意形成､社会的決定等の過程において､

行政､事業者､専門家､住民(国民全般も含め)との間で､何らかのコミュニケーションが行わ

れている｡しかしながら､自然災害に限らず､行政､事業者と住民との社会的コミュニケーショ

ンは､行政や事業者からの広報の枠組みの中での情報提供という形で実施されているケースが多

い｡最近若干､インターネットを利用しての､施策などに対するパブリック･コメント制度等が

みられるものの､必ずしも住民の意見が取り上げられているとは思えない｡広く社会的議論とい

う観点からは､わが国においては充分な仕組みが出来上がっていないといえる｡

社会的議論が進まない理由として様々な要因がある｡例えば防災に関しては､地震など何時襲

ってくるかわからない災害に対しては､住民は日々の生活に直接的に関係が無いため､余り関心

が無いことが大きな要因ではあるものの､行政や事業者､専門家が防災情報､メッセージ等を市

民の視点で､わかり易く継続的に提示する努力をしていないこともあげられる｡例えば,地震の

起こる確率を｢20から30年後に発生する確率が30%で-｣と表現しても,一般国民は｢確率

とは?それに今日､明日に起こることは無いし-｣というような調子になりがちであるo

しかしながら､それ以上に今日的課題として､行政､事業者や専門家など-の社会的不信感の

増大もあげられる｡行政､事業者や専門家などが従来から発信し続けてきた｢安全宣言｣ -の信

頼が揺らいできている｡最近の話題では｢狂牛病｣問題､想定外の自然災害の頻発､マスコミな

どのセンセーショナルに発信されるの様々な情報､異なる専門家の見解などがある｡また地震の

被害想定に関しても､住民には評価結果だけが与えられるのみで､その評価プロセスは住民は理

解できないだろうと提供側が勝手に判断し､充分に公開されていない事が多い｡また逆に住民側

は､何かあれば国が面倒をみてくれるだろう､という｢お上｣依存意識も多くの残っているo
こ

れらが複合的に絡み､コミュニケーションそのものが成立せず､住民の意識向上もなく､結果的

に防災意識が根付かず､地域の防災力も向上してゆかないのが今までの状況であるo

3.9.2 リスク･コミュニケーション

そのような環境の中､情報公開法の制度化のような社会環境の変化もあり､行政､事業者､専

門家､住民との間での新しいコミュニケーションスタイルを構築すべく時期に来ているo例えば

化学物質に関してはPRTR法(特定化学物質の環境-の排出量の把握等及び管理の改善の促進に

関する法律)が発行され､個別の事業所からの化学物質の環境排出データ(リスク)の公開が義務

付けられた.そこでは地域でその事業者を監視する､あるいは住民と事業者が対等なデータの下

でコミュニケーションを行う場面が多くなる｡このような社会的リスクに関するコミュニケーシ

ョンが様々な場面で必要になってきた｡

それらはリスク･コミュニケーションともいわれ､ ｢個人､機関､集団の間における情報や意見

のやり取りの相互作用的プロセス｣と定義され､簡単には､関係者全員で解決策を探すプロセス

といえる｡リスク･コミュニケーションの典型的特徴は､ "説得"のプロセスの例で理解できるo
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例えば､ある計画を行政が実行しようとする時､ ｢住民理解を求める｣という説得プロセスがしば

しば見られる.説得プロセスでは､結論はあらかじめ一方によって決められていて､説得される

側にとってはそれを受け入れるか否かという選択のみが残されている形になる｡往々にしてそれ

は押し付けととなり､説得される側に不満が残る｡

これに対して､リスク･コミュニケーションはむしろ解決方法を皆で探すプロセスといえる｡

どのようなリスクがあり､それはどれはど大きいのか､その判断基準は何か､あるいは受け入れ

られるかなどについて､専門家を含め､住民､利害関係者等で話し合うことをいう｡地域の防災

計画を立てる場合においても､防災に関連するデータ及び計画-の取り組みプロセスを､全員で

共有､相互の理解を深めつつ関係者間のコミュニケーションを活発化させ､社会的議論を推進す

る必要がある｡こうした双方向のコミュニケーションを通じて､例えば市民が防災計画に参加し

ていくことが可能となり､関係者全員にとって納得しやすい結果が得られる可能性が大きいとい

える｡

3.9.3 相互理解のためのリテラシー､社会的風土の醸成

リスク･コミュニケーションを推進するに際して､関係者間で生じる様々なコミュニケーショ

ン･ギャップをできる限り低減､回避する必要がある｡コミュニケーションが成立するためには､

かかわりあう人々が､課題についてお互いに理解の水準を上げっっ､各々が理解可能な知識の範

囲を超えず適切にメッセージを交換できる状態が望ましい｡すなわち相手の望む情報を相手に理

解レベルに合わせて伝達することが重要である｡一般住民に対しては､相手の情報不足や経験不

足からくる理解不足もあり､わかりやすい表現方法での議論が必須となる｡

また議論のテーマに関しても､住民の立場にたって､一番感心ある身近なテーマから話を進め

てゆく必要もある｡従来の専門家､行政､事業者などからのメッセージは､個別･専門的表現が

多くなりがちである｡例えば防災情報をビジュアルに具体的に表現する､また防災対策も体系的､

総合的にわかりやすく表現する必要性等があげられる｡その場合､単に防災情報､リスク情報を

全面的に公開､伝達するだけでなく､リスクマネージメント情報も明確に伝達すべきである｡例

えば組織､事業体としてきちんとリスクを管理していることを､また住民の役割などもわかりや

すい形で伝達することも重要な課題である｡そうしなければ住民には不安が生じるだけで逆効果

になる｡

往々にして行政､事業者組織は不確かな情報を隠蔽するか､専門的な言葉で煙に巻く傾向が多

く､その結果逆に信頼感が無くしてきている｡場合によっては､不確実性を認めた上での見解の

提示も必要があると考えねばならない｡無理に正しい情報のみ伝達することに固執すると､情報

伝達の遅延が発生し逆効果を生じていることは最近の様々なリスク管理の場面での失態で証明さ

れている｡

また､双方向コミュニケーションが成立するためには､一般国民の意識の改革も大きな要素で

あり､それを促進する手段､環境は重要である｡関係者全員のリスク認知を含めたリスク･リテ

ラシーの向上は不可欠となり､それを推進する方策も必須となる｡加えて､これらの解決には社

会的公正さやジレンマに対する社会学､心理学的研究などからのアプローチも必要となり､多く
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の研究者を専門家として交えてコミュニケーション環境を構築する必要がある｡いずれにしても､

社会的な環境､風土の醸成が求められる｡

3.9.4リスク･コミュニケーション支援システムの提案

先に述べた通り､現時点では､行政､事業者などの社会的政策決定に住民など利害関係者の全て

が参加できるようなシステムは確立されていない｡行政､事業者などの事業説明会､公聴会が開か

れることは多くあるが､殆どのケースでは主催者側の一方的な説明会であり､住民の多くの意思

を反映できるような状態とは言いがたい｡また物理的に多くの住民が参加して討論できるような

場､時間の確保も困難である｡また多くの場合利害関係は複雑であり(例えば活断層の位置を正

確には発表することに反対する関係者も多いなど)､これらの人々が事前の準備､知識もないまま

短時間に話し合う事は､現実的にも困難である｡しかしながら､今後の行政､事業者など政策決定

に多くの住民参加の要望は増大すると考えられ､それに対応する社会的システム作りは不可欠で

ある｡

また､インターネットを中心とした情報通信(IT)技術の急速な進展でコミュニケーションの形

態が大きく変わりつつある｡数年後にはインターネットで育った世代が社会の中核となり､ネッ

トワークを利用した様々なアクセス手段で､日常的に社会とコミュニケーションを行い､生活す

るようになる｡政府は､国民と政府､民間企業,地方自治体をくまなく結ぶe-Japan､電子政府の

実現を推進しつつあり､ブロードバンド化の進展もあり､多くの国民がインターネット環境を通

じて行政､事業者とコミュニケーションを行うことになる｡インターネット等を利用した社会的

システム作りは緊急の課題である｡しかしながら､従来のインターネット環境では､多量で雑多

な情報の氾濫が生じており､逆にコミュニケーションを混乱させている｡望まれるのは的確なサ

イトを利用しての双方向コミュニケーションであり､課題に対する信頼できる必要十分な知識を

提供する情報源である｡

本提案は､最新のIT技術を利用して､リスクに関する社会的議論を推進するコミュニケーシ

ョンの場をインターネット上に作りあげる事を目指すものである｡システムは分散的なネットワ

ーク環境の下で結び付けられる行政,事業者､専門家及び国民など多様な利害関係者によって､

公正･中立に運用されるポータルサイトを中心に構成されるものとする｡また最新のIT技術に

より､コミュニケーション･ギャップをできる限り低減､回避する手段の確立を目指し､情報の

送り手および受け手に対して､双方の信頼関係を保持しつづけコミュニケーションの推進を支援

するシステムである｡システム全体のイメージを図3.9.1に示す｡
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システム全体図

サイト運営(監視)委員会

(専門家,市民等)

盛

公正,中血拍

コミュニケ･-シ早珊書

インターネット

RC支atサ-バ
ボータルサイトサービス

t手金謙室(公開I一泊用)サービス

自己学習支淫. fFF軸提供サービス

one to one コミュニケーションサービス

他サーバ達哉サービス

リスク楕報表示

リスク阻連(外部) T-一夕の相互運用

防!i!関連情報

;'去令･制度.規制など

ポータルサイト

ヾh
l

l

研究所､大字.事業者

被苔想定

歴メ,ト転及び
評価シュミレーシ〕>'など

リアルタイム双方向サービス

(多1手なアクセス手段で)

･リスク什態を分かりやす〈､ビジュアルに捷供

･最新什報を､内容に偏りが無く
･利用しやすいインターフェイスで

･学習支畏(チュートリアルなど)環供

･リスクアセスメントのプE)セスの公闇

･メッセ-ジ発信支持1j:ど

図3.9.1リスクコミュニケーション支援システムのイメージ

本システムは､インターネットに接続されている一般的なブラウザを利用して､時間と場所を

気にせずに､日常的に誰でも(但し事前登録は必要)が簡単にアクセスできるものとするo利用

者はコミュニケーションのためのポータルサイト(｢RC支援サーバ｣と呼ぶ)にインターネット

で接続すれば､例えば災害,防災などに対する情報検索､学習､問い合わせなどが可能となるo

そして,それらの充分な情報､データベースをもとに参加者間でのコミュニケーションを行うこ

とが可能な場を提供する｡

コミュニケーションの場としては､既に多くのインターネットサイトで掲示板システムが運用

されているが､必ずしもそれらは充分に機能､活用されているとはいえない｡本システムでは以

下U)要素技術をベースにして､コミュニケーションをより促進､活性化する場の構築を目指すも

のである｡

(1)適切な情報を適切に提供するための知識処理技術

(2)様々な場所に分散されているリスク情報の相互運用技術

(3)リスク情報等をビジュアライズするための多次元情報表示GIS技術
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3.9.5 リスク･コミュニケーション支援システムの機能

本システムには以下の機能(サービス)を有するものとする｡

○ 情報交換用｢電子会議室サービス｣

○ 情報検索を中山とした｢情報提供サービス｣

o FAQ集,用語集､チュートリアルなどを提供する｢自己学習支援サービス｣

○個別メール問い合わせに対して回答する｢ワン･ツー･ワン コミュニケーションサー

ビス｣

○ 次世代地理情報システム(GIS)をベースとする-ザードマップ､リスクの空間的表現

を可能とする｢多次元情報表示サービス｣

○リスク情報を相互運用するための｢他(外部)サーバ連携サービス｣ (例えば被害想定な

ど評価シミュレーションのプロセス及び結果の公開機能など)

双方向コミュニケーションは｢電子会議室サービス｣を中心に行うものとする｡この｢電子会

議室サービス｣は従来の電子掲示板と似たような機能ではあるが､従来の電子掲示板では､往々

にして一部の感情的な議論､誹誘中傷などにより掲示板全体のQualityが低下､本質的な論議が

ノイズに埋もれてしまう状況が多く起きている｡また利用者の受け答えが断片的で､またメッセ

ージの説明不足も多いため､すれ違いの論議が多く､思うように議論が活性化しない｡このため､

コミュニケーションを促進するファシリテ一夕(議事進行役)の実現が求められている｡実社会

のリアルな対面的な会話に比べ､相手が見えない掲示板のようなコミュニケーションの場では､

人間の好みや感情などのファクターが大きく議論に影響を与える｡これらの課題を解決し､適切

な情報のもとで本質的な議論ができる電子会議室の開発が必要である｡そのためには会話･メッ

セージに対しての知識･論理と情動の分離､社会学的､言語学的､心理学的な知見などをベース

としてのメッセージ交換の制御､論点整理など､議論の促進する手法の確立が必要となる｡これ

らの実現のため､以下の3つの要素技術をベースとしシステムを構築するものとする｡

(1)知識処理技術

本システムのコンセプトは最近民間企業で多く採用されつつあるCRM (カスタマー･リレー

ションシップ･マネージメント)技術と非常に似通っている｡ CRMとは顧客からの問い合わせ

などに対するコールセンター､ Webチャネルなどをベースとした顧客の理解に基づく顧客との対

話､顧客に対する洞察･観察により､顧客を理解し､顧客の望むものを必要なタイミングで提供

するサービスである｡最近のIT技術の進歩により､それらのサービスが実現できるレベルまで

技術的な環境が整備されてきている｡それは顧客一人一人との継続的な接触の中で､顧客の噂好

に基づいて行われる｢ワン･ツー･ワン｣コミュニケーションともいえる｡

本システムでは､利用者の会話･利用履歴が全てシステム内に蓄積され､それらが知識(意味

情報)表現形式のオントロジー技術などを利用してカテゴライズ､分析され､利用者に適した情

戟(メッセージ)が伝達される仕組みが組み込まれるものとする｡またそれらをベースに｢電子

会議室サービス｣ではファシリテ一夕が議論を促進するものとする｡

(2)データの相互運用技術

本システム単独では､必要十分な情報データベースを自身で蓄積することができないため､様々
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なサイトで蓄積されているデータベースとの連携機能が必要となる｡行政､事業者､研究所など

が各々保有する独自データベースとの相互運用が不可欠である｡そのため､次世代WEB技術と

いわれているセマンテックウェブ技術(ⅩMLなどがベースニウェブコンテンツに意味情報を付

与する)､分散システムネットワークでの情報処理相互運用技術を採用するものとする｡これらが

実現されれば､利用者の求める情報が適切に検索でき､また情報発信元の情報がリアルタイムに

他でも利用可経となり､情報取得に関するのタイムラグ､不正確さが無くなる｡例えば､刻々と

酎言されるニュース情報､地震計からのリアルタイムデータ､またそれに基づくリアルタイム被

害想定結果などをリアルタイムに提供する事も可能となる√〕

(3)
･多次元情報表示システム

被害想定などリスクに関する理解を促進させるために時空間表示機能を持つ多次元情報表示シ

ステムをするo多次元情報表示システムの要素技術としてはウェブGIS技術ならびに3次元可視

化技術を利用する阜,のとする｡ウェブGISは分散ネットワーク上での空間データu)相互運用機能

をもち､例えばリアルタイム被害想定結果の重畳表示も可能とするo本機能を利用した-ザード､

リスク表現例を図3.9.2に示す｡

インターネットブラウザ表示
インターネット

図3,9.2 リスク情報の多次元表示(空間的表示)
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3.10 行政や事業者のリスクマネジメントとリスクコミュニケーション

3.10.1リスクとは

｢リスク｣はさまざまに定義されているが､一般的には｢人間の生命や経済活動にとって望ま

しくない事態が発生する可能性｣と理解されている｡この｢リスク｣の概念は､将来発生するで

あろう望ましくない事態を想定してその対策を講じる際に､複数のリスクの中で優先的に対応し

なければならないリスクを決定したり､個別のリスクの大きさにあったリスクマネジメント手法

を決定するためのものである｡

一般にリスクの大きさは損失期待値として表される｡損失期待値とは､リスクの｢発生可能性｣

とその｢損失の大きさ｣を乗じたものである｡

損失期待値-発生確率×損失の大きさ

たとえば､自社施設の立地を検討する場合､200年に一度の割合で台風の被害を被る地域Aと､

20年に一度同規模の台風被害を被る地域Bの台風リスクを比較すると､施設は同一とすれば｢損

失の大きさ｣は同じだが､地域Aの台風の発生確率は地域Bの10分の1であるため､地域Aの

台風リスクは地域Bの10分の1ということになり､台風リスクに関しては地域Aに立地した方

が有利になるといえる｡このようにリスクの大きさを測ることにより､事業者がどのようなリス

ク対策を講ずれば効果的か､またどの対策を優先的に行えばよいかの判断が可能となる｡

現代社会においては､社会の複雑化･国際化などに伴い多様な価値観や生活スタイルが生まれ､

それに従い多種多様なリスクが顕在化してきている｡そこでは､どのように社会がリスクと付き

合っていくのか､すなわちリスクマネジメントをどう行うのかという問題が発生してくるのであ

る(図3.10.1)0

たとえば､環境リスク､自然災害リスク､

社会経済活動に伴うリスク､金融リスク､労

働災害リスク､先端技術リスクなどリスクは

さまざまに分類されるが､これらのリスクに

ついてどのようにリスクマネジメントを行っ

ていくのかという問題である｡
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3.10.2 リスクマネジメントとは

リスクマネジメントは､リスクを科学的に洗い出し､そのリスクを軽減､回避､未然防止する

ものであり､戦略的にリスクマネジメントシステムを構築することが重要である｡具体的には､

｢何のために(リスクマネジメントの目的)｣が明確にされ､ ｢どのようなリスクを(リスクの洗

い出し･評価)｣が科学的に行われ､ ｢どのように管理するのか(リスクマネジメント手法の明確

化)｣がデータに基づき選択され,その実施､そして実施の評価が目的にフィードバックされると

いうように､サイクルを描き､フィードバックを行いながら循環していくシステムである(図

3.10.2)0

たとえば､事業者の経営リスクについてみれば､事業者は､企業経営に伴って多くの｢リスク｣

と直面し､そのマネジメントのための判断をその都度行ってきた｡これをより意識的､科学的に

実施していくことにより､効果的判断が可能となるだけでなく､判断プロセスが透明となってリ

スクマネジメント手法を誰もが使えるもの-と変化させることが期待できる｡こうした機能から､

一般的にビジネスリスクに関するリスクマネジメントの定義は､ ｢企業危険をより合理的に管理す

ることにより経営効率を高め､企業の安定経営を図り､間接的には企業収益に貢献することを目

的とするものである｡｣とされている｡

また､環境に起因する健康リスク､生態系リスクといった環境リスクについても､ 1970年代の

米国から､リスクを科学的に評価し､その対策を講じるというリスクマネジメントアプローチが

採用され始めた｡この背景には､米国でラブカナル事件など公害問題が深刻となり､その後原子

力による放射線リスク､電磁波リスクなど様々な環境リスクに社会的関心が集まったことがある｡
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米国では､発ガン性を基本においた健康リスクの評価手法確立の試みが環境施策にも取り入れら

れるようになっているのである｡

我が国でもベンゼン､トリクロロエチレン､トリクロロエタンなどの環境基準でリスクを踏ま

えた考え方が採用されている｡しかし､環境リスクの中でも､人の健康リスク以外のリスク､た

とえば生態系-のリスクや生活の質(Quality of Life) -のリスクについてはリスク評価手法は

まだ確立されてはいない(環境リスクの概念については図3.10.3)0

【参考】ラブカナル事件

1976年､米国ニューヨーク州ナイアラガラフオールス市の化学会社がラブカナル運河に

産業廃棄物を投棄し続け､その地域一帯に異臭騒ぎとともにダイオキシン類を含む有害物質

が漏れ出るという大規模な環境汚染を引き起こした｡地域では流産が高い確率で発生し､奇

形児の出産も多発した｡大統領による緊急事態宣言が出され､住民の退去にまで発展した｡

これをきっかけとして米国では包括的環境対処保証責任法(スーパーファンド法)が成立_した｡
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3.10.3 リスクコミュニケーションとは

リスクマネジメントは､社会がどのようにリスクに対応していくのかの戦略であり､専門家や

行政だけでなく一般市民も含め広く社会全体の了解事項として社会全体で枠組みを定めていかな

ければならない事項である｡そのため､リスクマネジメントをより適切に実施する上で､利害関

係者間でリスクに関する情報､体験､知識などを交換しあいながら相互理解を図らなければなら

ない｡ここで｢リスクコミュニケーション｣が必要となってくるのである｡

｢リスクコミュニケーション｣という言葉は､化学物質のリスクとしてダイオキシン問題や環

境ホルモン問題が社会的に取り上げられたことを契機に､頻繁にマスコミに登場するようになっ

た.そして､こうした一連の化学物質リスク問題に関連して､米国で発展してきたリスクコミュ

ニケーションという概念がキーワードとして用いられるようになってきたのである｡

このリスクコミュニケーションとは､化学物質による環境リスクに関する正確な情報を行政､

事業者､国民､ NGO等のすべての者が共有しつつ､相互に意思疎通を図ることである｡

一般には､米国国家調査諮問機関(NationalResearchCouncil ;以下､ NRC)による1989年

の報告書における定義が用いられている｡

｢個人､集団､組織間でのリスクに関する情報および意見の相互交換プロセスである｡ (リスク

に関する情報および意見には)リスクの特性に関するメッセージおよびリスクマネジメントのた

めの法規制に対する反応やリスクメッセージに対する反応などリスクに関連する他のメッセージ

も含む｣同報告書では､リスクコミュニケーションの成功は､利害関係者間の理解と信頼のレベ

ルが向上したか否かで判断されるとされている(具体的イメージとしては､図3.10.4)0

一方､ 2000年9月にべルリンで開催されたOECDの｢リスクコミュニケーション｣ワークシ

ョップでは､ NRCのように理念を盛り込んだ定義ではなく､下記のような中立的な定義を行っ

ている｡

｢リスクコミュニケーションは利害関係者間で健康や環境のリスクに関する情報をある目的を

もって交換することである｡特にリスクコミュニケーションは､ (a)健康や環境のリスクの程度､

(ち)健康や環境のリスクの意義や意味､ (c)健康や環境のリスクの管理や制御を目指した決定事項､

行動計画や方針､について利害関係者間で情報を伝達するという行為である｡利害関係者には､

行政機関､企業､企業グループ､労働組合､メディア､科学者､専門機関､関心を持っている市

民グループ､市民個人を含んでいる｡｣

-116-



NRCの定義は､ ｢リスクコミュニケーション｣をコミュニケーションの内容や手法ではなく､

プロセスそのものとしている点に大きな特徴がある｡ OECDのバックグランドペーパーでも｢信

頼｣ ｢相互情報交換プロセス｣の重要性が説かれており､両者は実際面では大きな相違はない｡

oECDのバックグランドペーパーでは､リスクコミュニケーションに関する基礎的な事項が整

理されている｡
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3.10.4 リスクコミュニケーション概念の変遷と我が国の取り組み

米国で｢リスクコミュニケーション｣が相互的な意見交換プロセスとして理解されるまでの変

遷は､代表的分類によると､技術的なリスクメッセージ提供の段階(1975-1984)､説得のため

のメッセージの工夫の段階(1985-1994)､そして対等な立場でコミュニケーションを図る段階

(1995-)を経て､現在の定義に至ると分類されている(図3.10.5､ 3.10.6､ 3.10.7)｡

我が国は､リスクデータを出すと｢数字が一人歩きをする｣､ ｢人々はゼロリスクを求める｣と

いう懸念から､リスクデータの公開には積極的ではなかった｡Jようやく最近の情報公開の流れを

受け､説得のためにメッセージを工夫する(より分かりやすくリスク情報を提供する)段階にな

ってきたのが現実である｡

我が国で､米国流の相互交換プロセスをめざした取り組みが始められるようになった背景には､

1999年の｢特定化学物質の環境-の排出量の把握および管理に関する法律(通称: PRTR法)｣

制定に関連し､事業者･行政がどのように化学物質のリスクに関してコミュニケーションを図る

かが議論されるようになってきたことがある｡

2000年に見直された環境基本計画でも､ ｢化学物質は日常生活に身近なものであり､国民の安

全と安心の確保を図ることが喫緊の課題となっている｡このためには､化学物質に関するリスクコ

ミュニケーションを推進し､環境リスクの管理に関する政策決定についての社会的な合意形成の

ための基盤を構築することが極めて重要とされている｡そこで､国はリスクコミュニケーションの

推進と合意形成のために化学物質の有害性や暴露に関する情報を充実するとともに､データベー

スを整備し,その利用を促進することにより化学物質関連情報を国民に提供する｡また､リスクコ

ミュニケーションを進めるための人材養成を図り､ PRTRの情報を国民の分かりやすい形で公表

する､広報活動や環境教育を進める｣などとされており､環境省では､本事例集のような事例収

集､ ｢PRTRデータを読み解くための市民ガイドブック｣の作成など各種の取組を行っている｡

また､平成12年度からは自治体職員向けの｢化学物質行政研修｣を開始し､人材育成を行って

きている｡

PRTR法により地域の有害化学物質の排出量が公表され､また(請求によるが)個別の事業所

の排出データも公開されると､排出事業者は当該排出が｢どの程度のリスクがあるのか｣といっ

た有害化学物質のリスクに関するコミュニケーションを地域住民と行わなければならなくなる｡

今まで与えられていなかった有害化学物質の排出量に関する情報が公開されると､地域の住民に

とっては､そのリスクにどう事業者が対応してくれるのか､またどのようなリスク情報を提供し

てくれるのかということが､地域に与えるリスクとベネフィットを考え､当該事業所を地域で受

け入れるか否かの重要な判断材料となってくる｡一方､事業者にとっては､地域住民と適切にリ

スクコミュニケーションを行わなければ､企業イメージが低下し､企業経営にとっても悪影響が
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及ぶこととなる｡すなわち､どのように｢リスクコミュニケーション｣を行っていくかは､まさ

に企業にとって経営マネジメントに関わる問題となってくるのである｡我が国でも日本化学工業

協会をはじめとする関連団体のリスクコミュニケーションの取り組みが始められるようになった｡

たとえば､日本化学会は1997年から化学物質リスクコミュニケーション手法検討委員会を立

ち上げ､ 3年間､事業者用､行政用､市民団体等用それぞれのリスクコミュニケーション･ガイ

ドを作成した｡また､日本化学工業協会では､ ｢事業者用のリスクコミュニケーション･ガイド｣

の内容や構成について検討を行うとともに､平成9年版の事業者用リスクコミュニケーション･

ガイドを作成･公表した｡その後､他業界団体の協力を得て､汎用性の高い事業者用のガイドの

改訂を行い､平成11年版のガイド(新版と称されている)を作成･公表している｡さらに､ 1999

年11月､ 2000年2月の2回, 3日間のリスクコミュニケーション担当者養成研修講座を実施し

ており､表3.10.1のチェックシートなどが使われた｡

表3.10.1リスクコミュニケーションのチェック項目

事前準備

□わかりやすい資料を準備したか｡

ロ予想される質問事項に対する回答を用意したか｡

□到達点については,事前に内部で調整したか｡

□公表できる資料について､事前に決めたか｡

□役割分担を明確にしたか｡

ロ事前に内部でのチェックを済ませたか｡

会議の進行

ロリラックスした雰囲気で､会議が進行したか｡

□相手に充分発言してもらえたか｡

□相手の不安や要求を充分受け止める姿勢を示せたか｡

ロー方的な主張に終わらなかったか｡

□地域住民の意見が理解できたか｡

□地域住民に企業の意見を理解してもらえたか｡

口初期の目的を達成できたか｡

□次回の開催について,明確に示したか｡

(出典) (社)日本化学工業協会資料
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図3.10.5.-3.10.7

出典一日本化学会化学物質リスクコミュニケーション手法検討委員会

｢行政･事業者･NGOのためのリスクコミュニケーションガイド(莱)｣)
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3.10.5 リスクコミュニケーションの背景

現代のリスクコミュニケーション-の理解の背景には､民主主義的考え方､知る権利､アカウ

ンタビリテイ､インフォームドコンセント､情報公開等の台頭がある｡しかし､それだけではな

く､社会がリスクマネジメントしなければならないリスク､人々が関心をもつリスクの種類が多

様化し､その特性が変化してきたこともあげられる｡

従来､人々がリスクとして認識していた､地震､火災等の損害は､その発生確率も比較的数量

化しやすく判りやすいリスクであった｡これらは､保険などの金銭的損失コントロール手法にな

じみやすいリスクであり､マネジメント手法もそれほど難しくはなかった｡しかし､現代社会の

複雑化とともにマネジメントすべきリスクの種類も多様化し､より小さなリスクについても人々

は関心を持つようになってきた｡

たとえば環境リスクについて考えてみる｡従来のいわゆる｢公害問題｣では､環境や人の健康

や安全に関する損害が目に見える形で比較的早く顕在化し､また被害者･加害者･損害の特定が

容易であり､因果関係も明確であるため損害の予測(数量化)が容易であった｡公害時代のリス

クは､閣値のあるリスクであり､行為と損害との間の因果関係が明確になれば､当該｢危害｣を

｢安全｣領域(闇値以下)まで削減するように規制を行うというリスクマネジメント手法で効果

をあげてきた｡

しかし､科学技術の進歩とともに分析技術が向上すると､微量な有害物質も｢リスク｣として

認識され､生活を取り巻くリスクとして認識されるリスクが増大してきた｡たとえば､環境ホル

モン､ダイオキシンなどによる健康･環境被害など､多くは､曝露してから何十年もたたなけれ

ば影響が分からないものである(たとえば､発ガン性物質の影響は一世代の経験の蓄積後でなけ

れば､物質あるいはその活動の影響を知ることができない)｡こうした新しい｢リスク｣は､被害

者･加害者･損害の特定が困難であり､因果関係が明確にできない｡また､そもそもどのような

ハザードがあるかさえもはっきりしていない｡

このように現代社会のリスクは､かつてのリスクと比較するとより｢多様化､広域化､長期化､

複合化､僅少化｣しており､観察しにくく､評価しにくいという特徴を有している｡また､リス

クマネジメントの手法も､従来のように単純に安全領域に押し込めるといった単純な選択ではな

く､ ｢黒｣か｢白｣か不明の領域をいかにリスクを最少化するようマネジメントしていくかという

発想がさらに必要となってきている｡すなわち､僅かなリスクもリスクとして把握する以上､完

全にリスクをなくすことはできないのであるから､どこまでリスクを許容できるかの許容リスク

を利害関係者で定め､その目標に向けてリスクマネジメントを行うという手法を取らざるを得な

くなってきている｡こうした許容リスクのレベルを決定するプロセスで､リスクコミュニケーシ

ョンが重要となってきている｡
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3.10.6 リスクコミュニケーションの必要な場面

(1)事業者にとってのリスクコミュニケーション

事業者にとってリスクコミュニケーションが必要となる場面はいくつか考えられるが､日本化

学会のリスクコミュニケーション手法検討委員会による事業者向けガイドラインでは､図8のよ

うに分類している｡

① 日常的事業実施に伴うリスクコミュニケーション

② 社会問題事項についてのリスクコミュニケーション

③ 小事故発生時のリスクコミュニケーション

④ 事業所新設･増設時のリスクコミュニケーション
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(2)行政にとってのリスクコミュニケーション

行政にとってリスクコミュニケーションが必要な場面は､大きく分けて､以下の3つが考えら

れる｡

① 行政が事業者としての立場で必要となる場合

第三セクターによる産廃物処分場運営､先端技術センターなどの施設の新増設､操業に

関わるリスクについて事業者の立場としてリスクコミュニケーションが必要となる場合で

ある｡

② 仲介者･調整役の立場で必要となる場合

我が国の行政の役割として特徴的なのは､事業者と住民のコミュニケーションの場にお

ける仲介者･調整役としての機能が強い点である｡この役割を果たすべき場面においてリ

スクコミュニケーションに関わる場面がでてくる｡これは､欧米のPRTRに関するリスク

コミュニケーションが主として事業者と住民の間で行われているのと大きな相違点である｡

これは､我が国においては悪臭や騒音という生活環境問題が発生したときに､直接事業者

にクレームを言うことがなく､まず自治体担当者に接触するというように､住民側に行政

-の期待が大きいこと､情報に関しても事業者から出されるデータについては不信感があ

り､行政から出された情報でなければ信頼できないという､社会文化的背景があるからで

あろう｡

③ 環境行政施策実施者の立場で必要となる場合

環境行政施策の実施者としてリスクコミュニケーションが必要となる場合は､次の二つ

が考えられる｡一つは､健康と安全に関する施策-の市民参加を高め､リスクに関する市

民独自の意思決定を助ける役割を担うために必要となってくる場合である｡たとえば､洗

剤の普及が日常生活の衛生向上に役立っているが､それらの大量使用が河川･湖沼の水質

悪化の一因となっている｡そこで､人々に洗剤使用に伴うリスク情報を提供し､過剰な洗

剤の使用を戒めることなどである｡

もう一つは､規制､法の執行等によってリスク管理を行う場合である｡他者に不当なリ

スクを負担させることを回避する､あるいは社会全体の利益のために個人が受容しなけれ

ばならないリスクに制限を設ける等の場合である｡この場合には､当該リスクがどのよう

なものか､その制限･回避施策が妥当なものなのかについてリスクコミュニケーションを

行い､施策-の理解と参加を促進しなくてはならない｡

各場面ごとに行政がどのようなリスクコミュニケーションを行うかがポイントとなってくるが､

行政と住民が信頼関係を構築するためには､様々な形で情報格差を埋める努力がなされなければ

ならない｡現在のところリスクに関する絶対的な情報量の差が行政と住民の間にある｡そこで､

まず､住民とコミュニケーションが行えるように適切なリスク情報をどのように提供していくの

かが検討され､さらに情報発信者としてどのようにメッセージの信頼性を得るのかといった信頼

関係構築に向けての戦略が必要となってくる｡
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3.10.7 リスクコミュニケーションのポイント

(1)リスクコミュニケーションの阻害要因

リスクコミュニケーションを適切に進めるためには､リスクコミュニケーションを阻害する要

因について理解する必要がある｡図3.10.11のように人々はリスクを認知し､そのリスクに対す

るリスクマネジメントを評価し､リスクとベネフィットを比較しながらリスクを受容するかどう

かを決定する｡そこで､適切なリスクコミュニケーションを実施するためには､リスクメッセー

ジの発信者は相手方がどのようにリスクを認知しているか理解する必要がある｡

リスクコミュニケーションがうまくいかない事例では､住民と事業者や行政､専門家の間でリ

スク認知にギャシプがあることが理解されないままコミュニケーションが行われている場合が多

いo一般的に､リスクの大きさは､専門家(またその意見を参考とする行政､事業者)は年間死

亡率など科学的データで判断するが､住民は感情に基づき判断する傾如きあるとされている｡特

に感情という観点からみた場合には､住民は以下の因子でリスクの大きさを認知する傾向がある

と考えられている｡
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そのリスクは破滅的な結果の発生するリスクであるか否か｡原子力発電所の事故などのよう

に､一回でも事故が発生すれば破滅的な影響が発生するリスクについては､発生確率がどんな

に低くてもより大きく認知する傾向がある｡

~≡テit-

そのリスクについて知ることができるか､観察することができるか否か｡遅発性のリスクや

科学的知見が十分ではないリスクについては､実際よりそのリスクを大きく認知する傾向があ

る｡

制御可能性･自発性

そのリスクについて自分たちで制御することが可能なのか否か｡自動車リスクのように自分

からそのリスクを引き受け､制御が可能なリスクについてはリスクは小さく認知される傾向に

ある｡

公平性

そのリスクが自分たちだけに発生するリスクなのか否か｡社会全体で公平にリスクを分担し

ておらず､自分たちだけでそのリスクを押しつけられていると感じる場合にはリスクをより大

きく認知する傾向がある｡

さらに､実際に住民が認知したリスクを許容するか否かは､リスク認知とベネフィット認知と

の関係で定まるといわれている｡ベネフィット認知は｢親近性｣ ｢将来性｣が重要な因子とされ､

とくに科学技術リスクの許容については｢将来性｣の因子が重要な役割を果たしているという調

査がある｡

また､米国ではベネフィットとの比較でリスクの受容を認める傾向があるのに対して､我が国

は先端技術や人工的なリスクに関してはゼロリスクを求める傾向があるといわれている｡米国で

は､比較的合理的にリスクとベネフィットの関係で受容するか否かが決められることが多いが､

我が国では信頼できる一信頼できない､好き一嫌いなどの情緒的な因子が大きな要因となってい

ると言われている｡

これは見ることやさわることができない先端技術リスクのコミュニケーション事例に串いて

顕著に現れている｡地震や台風などの自然災害によるリスクについては加害者は存在しないが､

先端技術リスクについては当該リス.クを発生させている事業者(かつ先端技術によって利益を得

ている)が存在することもリスクの受容を発しくし､加害者対被害者という対立を生じやすくし

ている点にも留意をしなければならない｡
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(2)適切なリスクコミュニケーションに向けて

リスクコミュニケーションは相手を説得する場ではなく､意見交換を通じて互いに相手を理

解し､信頼を築いていこうとするプロセスである｡そのためリスクコミュニケーションを適切

に進めるためには､以下のポイントが重要となってくる｡

1)コミュニケーションの相手方の理解

コミュニケーションの対象者の地域特性や文化､風土を理解し､現状把握を行うとともに､

何を恐れ､何を知りたがっているのかについて理解する｡こうした対象者のリスク認知とと

もに､それが事業者の認知とどのように異なっているのかを理解する｡

2)信頼関係の構築

人は､相手に対して｢信頼できない･嫌いだ｣という感情をいったん抱くと,その思い込

みで､事実の認識が歪むこともある｡その反対に絶対的な信頼感があると､良い方向に進ん

でいく場合もある｡相手との間に信頼関係があるか否かが､コミュニケーションの成立に重

要となってくるのである｡

信頼関係を構築するためには､以下の事項が重要となってくる｡

① 事業者の身元および事業内容に関する透明性の確保

② り大ク情報-の信頼性の確保(内容､発信者､時期､手法)

③ リスク評価およびマネジメント-の信頼性の確保

④ 手続的公正の確保

⑤ 利害関係者との直接の対話手段の確保

こうした事項を達成するためには､様々な技術が必要となってくるが､特に情報の発信者

にとって不利益な情報でも発信することが重要である｡また､信頼関係構築のためには情報

の発信者および受け手がお互いに先入観やリスクに対する思い込みがあってはならない｡た

とえば､相手に対する先入観としては､発信者が｢話せばわかる｣､ ｢相手は情報不足なだけ

で､情報を与えればわかってくれるはず｣､ ｢一般住民は､科学的なリスクに関して無知であ

る｣と考え､受け手が｢専門家は､科学的に正確にリスクを計測できる｣､ ｢高度な科学技術

のリスクは､ゼロになる｣､ ｢政府､自治体､事業体は自己保身が第一で､住民･市民のこと

は考えていない｣､ ｢リスクのあるものは悪､安全なものは良い｣と考える等である｡このよ

うな先入観がある状態で対話すると､その先入観を強める方向に進展する傾向があるので､

まずは､先入観やリスクに対する思い込みを除くところから対話を始める必要がある｡

3)円滑なリスクコミュニケーションに向けた訓練

利害関係者が会する場は､これまでの日本では敵対する関係になりがちであった｡こうし

た場では事業者の一方的な説明が行われ､住民が十分に発言できないあるいは一部の住民の

みが発言するような状況になることもある｡また､相手の発言の真意が分かりにくかったり､

専門用語が用いられて相手の意見が理解できないような場合もある0
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利害関係者､特に事業者はこのような状況に陥らないよう訓練し､コミュニケーションの

場に備えることが求められる｡

それでも話し合いが円滑に進まないような場合には､中立的立場の進行役が入ることで事

態が改善されることも期待できる｡後述する家電リサイクルプラント設立や米国のCAPに

おけるファシリテ一夕の事例がこの良い例である｡
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3.10.8 リスクコミュニケーションシステム

コミュニケーションの相手方を知り､信頼関係を構築するためには､双方向のリスクコミュニ

ケーションシステム(図3.10.12)を構築し､必要なリスクコミュニケーションプログラムを作

成することが有効である｡また､企業内で適切なリスクマネジメントを行うためにも､適切なリ

スクコミュニケーションシステムを構築することは必要である｡たとえば､カナダの規格(Q850

リスクマネジメントガイドライン)ではリスクマネジメントシステムの中にリスクコミュニケー

ションを組み入れている｡

図3.10.13は､カナダのリスクマネジメント規格におけるリスクコミュニケーションとリスク

マネジメントのサイクルを示すものである｡図3.10.14は､日本化学会によるシステムイメージ

図である｡
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4,双方向災害情報システムの開発

4.1システムの全体概要

本システムはサーバおよび端末機器から構成される｡実運用にあたっては､サーバ環境は愛

知県や県の出先機関､大学機関などに設け､端末機器は防災担当者や一般住民の代表である町

内会長の自宅に設置し､データをこれらのサーバ間で共有し､住民間と双方向にやりとりをす

ることを考えている｡この実現にあたっては､手軽なインターネットブラウザ上のインタラク

ティブな操作ができるようにサーバ側にインターネット型GISの構築をすることと､モバイ/レ

端末を現場に持ち出し､移動体通信機器で通信しながらデータをやりとりできることが基本と

なる｡なお､ここでサー/く側のインターネット型GISを｢安震ウェブ｣地震ilやデジタルカメ

ラGISを備えた端末を｢安寮君｣と呼ぶこととするコ

図4.1.1にシステムの全体構成および整備した範囲を示す｡なお､ここで導入したサーバお

よび端末の構成機器およびソフトウェアの詳細については次節以降で述べる｡
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4.2 システム構成

4.2. 1サーバの機器構成

ここでは､サーバについての機器構成とソフトウェアについての概要を説明する｡

(1)機器構成

本システムのサーバは､以下に示すサーバ基本ソフトウェアをインストールしたコンピュー

ター台で構成する｡

表4.2.1サー/領主本ソフトウェア一覧

オペレーティングシステム SunmicrosystemsSolaris8(Intel版)

ⅥrWWサーバ Apache1.3.14

■JavaServ1etEngine ApacheJServ1.I.2

DBMS PostgreSQL7.0.3

また,本システムのインターネットGIS機能を利用するためには､クライアントコンピュー

タに以下のソフトウェアがインストールされている必要がある｡但し､これらはインターネッ

ト等で一般的に入手可能なものである｡

表4.2.2 インターネットG I S機能利用に必要なソフトウェア一覧

インターネットブラウザ

Microso氏ⅠnternetEXplorer5以降のバージヨ

ン､またはNetscapeNaVigabr4.7以降のバージ

ヨン′

JaVa実行環境

(アプレット版利用の!象合)

JavaPlug-in1.2.2

なお､今回の開発でサーバに使用したコンピュータ本体は以下のものである｡

表4.2.3 開発に使用したサーバコンピュータ

本体
De皿社製パーソナルコンピュータDimensionXPSTベ

-シックモデル

CPU IntelPentiumⅠIIProcessor600h4Hz

メモリ容量 128MB

--ドディスク容量 30GB
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(2)ソフトウエア

ソフトウェアには､インターネットαS機能の実現をするため､ファルコン社製インターネ

ットGISパッケージ｢iNetGIS｣を基本システムとして利用する｡

インターネットGIS機能とは､インターネットを経由してサーバにアクセスし､ αSデータ

ベースに格納されているGISデータをクライアント側にて閲覧するものである｡

図4.2.1インターネットGIS概念図

インターネットGIS機能は､一般住民を含めたできるだけ多くの人々からの利用ができるよ

うに､クライアント側には特別なハードウェアやソフトウェアを要求していない｡具体的には

インターネットに接続できる通信環境とインターネットブラウザがあれ古七印j用できる.これは

最近のインターネットの普及状況を鑑みれば一般住民による本システムの利用を十分に可能

にするものであり､特別なハードウェア､ソフトウェアを必要としないことは､時･場所･そ

して利用者を選ばず､本システムの利用の幅を大きく広げるものでもある｡

また本システムでは､インターネットGIS機能を､その換作性および機能の内容によって2

通り用意した.これは本システム利用者の習熟度や利用目的を考慮したためである｡

その1つは簡易な操作と限られた機能を持ち､主として一般住民(町内会長)や地域の防災

担当者の利用を対象としている｡もう1つは､複雑な操作が必要であるが豊富な機能を持ち､

主として行政の防災担当者､研究者および本システムのサーバ運営者の利用を対象とするもの

である｡これら2つは､利用対象者の違いのほか､機能の実現方法も異なっている｡

一般住民や地域の防災担当者向けとする前者の場合､サーバはクライアントの要求に対して

HTML文書を返す｡サーバプログラムは､クライアントからの要求によってGISデータベー

スにアクセスし､取得したGISデータをもとに地図画像を生成しHTML文書に埋め込んで返

す｡クライアントプログラムすなわちインターネットブラウザは､サーバから返されたHTML

文書をその基本機能を使って表示するだけである(以降､この場合のインターネットGIS機能

をⅢTML版と呼ぶ) 0
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以下にHTML版インターネットGIS械能の動作概念を示す｡

図4.2.2 HTML版インターネットGIS機能

ニのように､ fITML版ではクライアント側U)処理の負担はHTML文書の表示だけであるた

め､クライアントのハードウェアに高い性能を要求しないことも利点にあげられる,逆に機能

面から言えば､実現できる機鯨はITmn文書の範囲内に限られるため､高度なGIS機能を実

現することは難しい｡

以下はHTML版の実行画面の例である｡
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図4_2,3 HTML版の実行画面の例

一方後者の場合､クライアントプログラムはインターネットブラウザおよびブラウザ内部で

動作するJa∇aアプレットと呼ばれるプログラム(以降､アプレットと呼ぶ)の2つで構成さ

れているっ アプレットはクライアント側で動作するものであるが､プログラム本体は必要時に

サーバからダウンロードされるため,あらかじめクライアント側で用意する必要はないQ
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このアプレットは,インターネットを通じてサーバプログラムと直接通信を行う｡サーバプ

ログラムは､クライアントからの要求によってGISデータベースにアクセスするが,取得した

GISデータはそ0)ままアプレットに返す｡アプレットが受信したGISデータはアプレット自身

によってブラウザ⊥で地図に描画される(以降､この場合のインターネットGIS機能をアプレ

ット版と呼ぷ) a

以下にアプレット版インターネットGIS機能の動作枕念を示すo

園4.2.4 インターネットGIS機能アプレット版

このようにアプレット版ではGISデータの処理をアプレットが行うため､クライアント側の

ハードウエアにある程度の性能が要求されるが､機能面での柔軟性に富み､スタンドアロン型

GIS lこ匹敵する機能を実現することができるD

以下はアプレット版の実行画面の例である()

国4.2_5 アプレット版の実行画面

i37



以下にインターネットGISの基本機能の一覧およびHTML版とアプレット版の機能の違い

をまとめて示す｡

表4.2.4 インターネットGIS機能一覧

基本機能 ⅢTML版 アプレット版

地図表示 サーバで作成した地図画像を表示
サーバからGⅠSデータを受信しア

プレツトで表示

地図スクロール 方向ボタンによる8方向スクロール
マウスドラッグによる任意方向ス

クロー′レ

地図拡大.縮小 不可
任意に拡大縮小

縮尺に応じた地図表示

地図上検索 マウスクリック位置による検索
マウスクリック位置および範囲指

定による検索

属性検索 不可 任意条件による検索

地図印刷 ブラウザの印刷機能を利用 アプレットによる詳細な印刷

GPS連動 不可 現在位置表示および移動軌跡記録

表示レイヤ設定 不可 可能

データ編集 不可 可能

メモ 不可 簡単なメモ登録機能あり

距離.面積計測 不可 可能
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4.2.2 端末の機器構成

ここでは､安震君端末についての機器構成とソフトウェアおよび通信についての概要を説明

する｡なお､機器等については参考のため一例として具体的なメーカー名･型番まで記してい

るが､このほかの機器構成でもテストしており､ソフトウェアは一般性を持っている｡

(1)機器構成

安震君端末の機器構成は､図4.2.6に示すように､モバイル端末(ノートPC) ･簡易地震計･

デジタルカメラ･ GPSで構成されており､通信に使用するP=Sについてはモバイル端末に内

蔵されている｡

GPSアンテナ デジタルカメラ

図4.2. 6 安震君端末の機器構成

モバイル端末は超小型･軽量のノートPCで､最新の低消費電力型CPUを搭載しており､

バッテリ駆動時間は標準内蔵バッテリで約4時間と長時間駆動を確保している｡また､ DDIポ

ケットによるデータ通信用のH" IN (エッジイン)モジュールを内蔵しているため､ 64kbps

によるデータ通信が可能である｡このモジュールの使用により､本端末以外の電話器や接続ケ

ーブル､モバイル用PCカード等の周辺機器が不要となり､より携帯性を高めた機器構成が可

能である｡

簡易地震計は小型の強震計で､地震時には起動信号をモバイル端末に送るとともに､地震計

内のメモリにデータを収録した上で､さらにモバイル端末からそのデータを取得する｡簡易地

震計の通信については､ RS-232Cインターフェイスが標準となっているため､モバイル端末と

の接続に当たっては､ USB-RS232C変換アダプタを介して行うようにした｡
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GPSは低消費電力型であり､ PCカードと小型GPSアンテナで構成されている｡モバイル

端末のカードスロットにこのPCカードを装着して使用する｡ GPSは位置情報を取得するため

のものであるが､そのほかに通常時にはPCと地震計の時刻校正にも用いる｡

デジタルカメラは小型･軽量のCCDカメラで､その場の状況を画像ファイルとしてモバイ

ル端末に収録するためのものである｡本カメラはUSB接続によるバスパワー駆動で使用でき､

ACアダプタ等は不要である｡なお､使用したモバイル端末はUSBポートが1ケであるため､

すべての外部機器を同時に接続する場合も想定し､ AC電源不要のミニUSBハブも用意するも

のとした｡

以上に述べた､安震君端末の主要構成機器の仕様を表4.2.5-4.2.8に示す｡先にも述べたよ

うにこれらは構成の一例であり､地震計､カメラ､ GPS､通信等の周辺機器の接続が可能であ

れば他の製品でも実現可能である｡図2. 7の写真で示した例では､ A4サイズノートに上記周辺

機器をすべて接続して構成している｡

表4. 2. 5 安震君端末の主要構成機器の仕様一覧(モバイル端末)

項~目 仕様

品名 FMV-RーRTJOTJOOXLq

型名 FMVⅠ｣S553W

メーカー 富士通

CPU Cru鉛eプロセッサ533MHz

キャッシュメモリ 32KB/2次キャッシュ256KB

メインRAM 128MⅠiSDRAM

VRAM 4MB

内蔵ディスプレイ 8.8型TFTカラーLCD

ディスプレイ解像度 1024×512ドット1677万色

HDD 10GB

CD-ROMドライブ 外付けCD-ROMドライブ(20倍速)

FDドライブ 外付け3.5インチFDDユニット

キーボード 86キー

通信機能 H"INモジュール本体内蔵

内蔵FAXモデム データ最大56kbps､FAX:最大14.4kbps(打エラシ寸ヤツクRJ-ll)

PCカTド ーウpeI/Ⅱ×1スロット(CardBus対応)

USB コネクタ4ピンⅩ1

電源供給方式 ACアダプタ､またはリチウムイオンバッテリ

バッテリ稼動時間 約3.7時間

バッテリ充電時間 約2時間

消費電力 約35W以下

外形寸法 243×151×30mm

重量 約990g
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表4. 2. 6 安震君端末の主要構成機器の仕様一覧(簡易地震計)

項目 仕様

品名 サイスミックユニット(OuakeDataRecorー1er)

型名 QDR

メーカー キネメトリクス

センサ マイクロマシン半導体3成分加速度計

分解能 llbit(約2ga1相当)

フルスケール ±1G(垂直)､±2G(水平)

周波数範囲 DC-25Iーz

サンプリングレート 100Hz

刻時 リアルタイムクロック(内蔵時計)

1地震の記録長 80秒以内

メモリ容量 合計15分

メモリ管理 最大加速度の地震を残す方式

プレイベント 最大40秒

インターフェイス RS-232C

電源供給方式 本体のみ12V､ケース付きの場合はAC1()0V

消費電流 85mA

外形寸法 101×75×2()mm(ケースを除く)

重量 約15()g(ケースを除く)

表4.2. 7 安震君端末の主要構成機器の仕様一覧(G P S)

項目 仕様

品名 (~iPtqPr,カード

型名 PCGPS

メーカー アイオーデータ

受信周波数 l575.42MHz(L1帯(〕/Aコード)

受信チャンネル 8チャンネル

受信感度 ･13()dBm以下(アンテナにて)

アップデートレート 1秒毎(最短)

通信方式 非同期全2重方式

伝送速度 9600bps

電源供給方式 DC5V(カードを介してPCから供給)

消費電流 80mA(標準)

外形寸法(カード部) 56×116×14mm(PCカード規格r吋peII)

外形寸法(アンテナ部) 46×46×12.5mmコード長3m

-141-



表4. 2. 8 安震君端末の主要構成機器の仕様一覧(デジタルカメラ)

項目 仕様

品名 CCDカメラ

型名 USB-CCD

メーカー アイオーデータ

I/F仕様 USBSpec1.0(コネクタ4ピン)

映像素子 1/4インチCCD

有効画素数 25万画素(512×492)

電源供給方式 DC5V(USBポートから供給)

消費電流 300mA

外形寸法 31×40×33.7mm

重量 約70g

(2)ソフトウエア

安震君端末は､モバイル端末で稼動するソフト(安震君ソフト)によって､各種処理･機能を

行っている｡

プログラムの構成は以下の通りである｡

O C:¥ProgramFiles¥anshin¥のディレクトリに置かれるプログラム他

anshin.exe :安震君ソフトのメインプログラム

wband.exe :地震波形データ処理プログラム

ank.exe :被害状況情報作成処理プログラム
cam.exe

:画像ファイル処理プログラム

gpsmon.exe : GPSデータ処理プログラム

send.exe :データ送信処理プログラム

anshinup.dn : HTTP転送ライブラリ

gpsacs.du : GPSアクセスライブラリ

teiten.txt :撮影場所設定ファイル

jisin.wave :地震発生時の音声ファイル

警報.wave :地震発生時のブザー音ファイル

O C:¥Ⅶndows¥のディレクトリに置かれる設定ファイル

ansm.1m :簡易地震計の接続COM番号設定や､処理結果の出力ファイルの登録先デ

ィレクトリの設定､データ送信先のインターネットアドレスの設定につい

て記述されたファイル｡
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<起動>

安震君ソフトの起動は､スタートメニューやエクスプローラ等によりメインプログラムの

｢Anshin.exe｣を選択して起動させるか､デスクトップ上やツールバーのクイック起動などに

設定した｢jhshin.exe｣のショートカットを選択して起動させる｡

起動後は､起動画面が表示されたのち観測画面表示になり､簡易地震計が接続された状態で

あれば､観測中の状況となる｡この状態で常時起動していることを想定している｡

<観測>

観測中は簡易地震計からのトリガー信号待ち状態となっている｡この画面では, 2個所のホー

ムページ-の接続アイコンが用意されている(アドレスはansin.iniにあらかじめ記述)0

観測条件などの設定は､この観測画面のメニューボタンを右クリックすることによって､さら

にいくつかのメニューから選択できるようになっている｡

[メニュー] - [観測設定画面1]

- [観測設定画面2]

-･[ターミナル]
- [終了]

これらの内容は以下の通りである｡

[観測設定画面1]では以下の項目を設定する｡

地点コード､地点名､緯度､経度､観測基準､報告書送信基準､警報音設定

地点コード-経度の項目は直接記入し､観測基準､報告書送信基準は基準とする震度階級を選択

するようになっている｡警報音設定は､地震発生時の警報音の種類をラジオボタンで選択する｡

なお､観測基準は地震発生時に地震数値情報ファイルを作成するか否かの基準であり､報告書送

信基準は被害状況情報ファイルの作成を行うか否かの基準である｡

[観測設定画面2]では以下の項目を設定する｡

数値情報の表示時間､表示基準､表示コメント

数値情報の表示時間は､地震発生時の波形･震度･最大加速度･コメントなどを画面に表示させ

ておく時間(分単位)を記入し､表示基準は基準とする震度階級を選択するようになっている｡

この表示基準以上の場合は､表示コメントで設定したメッセージが画面表示される｡コメントは

任意のメッセージを記入することができる｡

[ターミナル]は､簡易地震計のターミナル画面を表示させるもので､メンテナンス･チェッ

ク用のために設けてあり､一般に使用するものではない｡

[終了]は､安震君ソフトを終了させるものである｡
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<地震発生時>

地震発生時には､画面表示と警報音により地震発生を知らせ､その後は波形表示と震度計算実

行､データファイルの作成と送信などに応じて画面表示が変化する｡その概要を図4.2.7に示す｡

図4. 2. 7 地震発生後の安震君端末での画面フロー
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震度情報をサーバに送信した後は､下記のような簡単なアンケートの入力を求める｡これは

地震計による客観データに対して､利用者の主観情報を収集するものであり､発災直後の混乱

も考慮してなるべく簡単な項目を選択する形式としている｡これらの質問の回答は､被害状況

情報ファイルとして登録され､サーバに送信される｡また､ダイアログ上で終了を選択すると

処理をスキップして､次の処理に進むようになっている｡

<アンケート質問内容>

画面フローの中のアンケートについては､下記のような5つの質問項目とそれぞれに3つの

回答を用意している｡

質問1 :本人の安否確認

回答:平常時と同じ行動ができる

何とか自力で動くことができる

自力での行動不可能

質問2 :周囲の建物の状況

回答:ほとんど被害はない

若干壊れている部分もある

致命的な被害が出ている

質問3 :火がでているか

回答:特に火は出ていない

小さな火が出ている家もある

かなり大きな火事が起きている

質問4 :ガス漏れに関して

回答:特にガスのにおいは感じられない

かすかにガスのにおいがする

周辺にガスのにおいがたちこめている

質問5 :周りの人の動きは

回答:平常どおり

外に出て様子をうかがっている人がいる

非常に混乱している

このようなアンケートの回答を送信した後､端末から地震計を切り離して､屋外の被災状況

調査を行うこととなる｡現在は写真撮影のソフトのみが実装されており､画像ファイルにGPS

による位置情報や簡単なコメントを加えてサーバに随時転送する｡この際に､サーバと接続し

てネットワーク経由でGISを利用することができ､GPSと連動してナビゲーションや行動動跡

の記録を行うこともできる｡現在は一般的住民を対象としたソフト構成となっているが､将来

的には､個々の建物の被災度調査やライフライン施設の被害集計等の専門技術者向けのソフト

の開発も考えられる｡
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(3)通信

地震時に作成･登録された各種情報は､安震君端末から中央のデータサーバに送られる｡デ

ータの送信は､通信機器としてPHSを利用した"無線''方式によるものとし､インターネッ

トを介してのHTTPプロトコルにより､データサーバのある特定のインターネットアドレスに

データを送信するものである｡

この安震君端末と中央のサーバ等との通信は､前述のようにモバイル端末内のIT'INモジュ

ールを使用することを想定している｡ H"INは､ DDIポケットによるサービスであり､情報機

器内蔵型64kbpsワイヤレス通信機能である｡これまでの64kbps通信である打'(エッジ)の

基本機能を､ノートPCのみで実現できるものである｡ H" (エッジ)を利用した通信では､通

常は64kbpsのデータ通信速度にて通信を行うが､通信環境に合わせて64kbps/32kbpsをフレ

キシブルに選択することが可能な方式を採用しており､高速かつ安定した通信環境での使用が

可能である｡
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4.3 システムの機能

4.3.1システム機能の概要

本システムで実現した機能は､大きく分けて以下の4点である｡各機能の詳細については次

項以降で説明する｡なお､各機能で収集･検索･表示するデータ項目などについては､ ｢4.4デ

ータベースの内容と構成｣の節で説明する｡

①地震防災に関する基本データの情報検索･表示機能(活断唇､過去の地震被害､防災施設､

地盤等)

一般住民(町内会長)や､防災担当者､研究者､サーバ管理者等がその立場において､地震

防災上重要である基本情報の検索･表示を､望むであろう形式操作性で提供するための機能で

ある｡

②被害想定結果表示機能

事前に検討した被害想定結果を表示することにより､住民が日頃から生活する地域がどうい

った状況であるかを認識し､個人レベルでの防災意識を向上することを目的とした機能である｡

③地震動観測および実被害情報収集機能

県内各地の一般住民(町内会長)や防災担当者の自宅に設置する端末から､地震動観測情報

をはじめとする実被害状況をアンケート形式やデジタルカメラ画像情報として収集する機能で

ある｡

④実被害情報基本機能

実際に地震が発生した場合に､時々刻々と収集され､変化する情報を検索･表示するための

機能である｡
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4.3.2 地震防災に関する基本データの情報検索一表示機能

本機能は､あらかじめGISデータベースに格納されている地雷防災に関する基本データ(活

断層､過去の地震被害､防災施設､地盤､建物等)を､インターネットGIS機能を利用して地

図⊥に表示し､またこれらのデータを検索してその詳細な属性を表示する機能であるo

活断層データは地図上に折れ線で表示され､その活断層の位置や長さを表しているo過去の

地震被害データは地図上には点で表示され､過去の地震の震源を表している｡防災施設データ

は地図上にはシンボルで表示され､防災施設の内容と位置を表している｡防災施設には避幹所､

病院､行政役所､警察署､消防署､吸水施設､広域避難場所があり､それぞれの種類ごとに異

なる形状､色のシンボルで表示される｡

地盤データは500メートルメッシュごとの代表的な地盤モデルであり､地図上には地盤モデ

ルごとに異なる色で塗りつぶされたメッシュで表示される｡

建物データは500メートルメッシュごとの構造別建物棟数であり､地図上には棟数ごとに異

なる色で塗りつぶされたメッシュで表示される｡

これらのデータはいずれも検索機能によってその詳細な属性情報を表示することができるが､

検索方法には2つあり,それぞれ次のような方法で行う｡

1つは地図上から検索する方法であり､地図⊥の任意の位置をマウスで指示することにより

そc7)位置に存在するデータを検索するL,またアプレット版では矩形による任意の範囲を指定し

て､その範囲内に存在するデータを検索することもできる｡このとき指定された位置または範

囲から複数のデータが検索された場合は､それぞれのデータの属性情報が表示される｡

以下に検索結果の表示例を示す｡

図4.3.1 HTML版による検索結果表示例
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園4.3.2 アプレット版による検索結果の表示例

もう1つの検索方法はデータの属性を条件として検索する方法で､例えば避難所のうち名古

屋市千種区にあるもの(住所に千種区を含むもの)といった検索ができる｡但しこの検索方法

はアプレット版インターネットGIS機能の場合のみ利用できるo検索条件の入力は専用のウイ

ンドウで行い､属性の項目ごとに条件を指定できる｡

以下に条件入力ウインドウと検索結果の例を示すD

図4.3.3 アプレット版による属性検索画面と検索結果
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4.3_3 被害想定結果表示機能

本機能は､あらかじめGISデータベースに格納されている各種条件による被害想定結果のデ

ータを､インターネットGIS機能を利用して地図上に表示する機能であるo

被害想定結果は自治体によって行われたものであり､過去に発生した東南海地震､濃尾地震､

想定される東海地震などが現在起きた場合を想定して､震度､最大加速度､人的被害者数,火

災発生数､建物被害数などを500メートルメッシュ単位で算出したもので､地図上にはメッシ

ュがその想定結果の値に応じた色で塗りつぶされて表示される｡

以下に被害想定結果の表示例を示す｡

図4.3.4 HTML版による被害想定結果の表示例(人的被害)

図4.3.5 アプレット版による被害想定結果の表示例(建物被害)
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4. 3.4 地震動観測および実被害情報収集機能

ここでは､システムの機能のうち､安震君端末の機能について説明する｡

安震君端末は､下記の機能を有するソフト(安震君ソフト)を搭載したものである｡

① 地震動情報の収集､表示､登録

② 災害状況登録

③ 災害現場画像登録

安震君端末は､平常時は常時稼動の地震観測を行い､地震時には上記の機能を行うものであ

る｡図4.3.6に安震君端末の動作フローを示す｡

平常時

図4.3.6 安震君端末の動作フロー
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地震発生時

各機能の概要は以下のとおりである｡

I

:各情報の登録後は
l

:地震観測を継続する
l

l

l



(1)地震動情報の収集､表示､登録

地震発生時には､簡易地震計からの地震発生を知らせるトリガー信号により,モバイル端末

の画面⊥に地震発生を知らせる表示､音声の出力を行うとともに､デジタル波形データを収集

する.〕

デジタル波形データ収集後､モバイル端末において地震動数値データ算出処理を行い､図

4.3,7に示すように波形データ､数値データを画面に表示させる｡合わせて地震動数値データは

所定c/)フォーマットによる地震数値情報ファイルとしてモバイル端末内の所定のディレクトリ

に登録される｡なお､登録された地震数値情報ファイルは､さらにPHSを介して中央のデー

.タサー/くに送信される,〕

図4.3_7 地震動情報の収集､表示､登録画面

(2)被害状況の登録

地震発生時lこおいて､上記地寮数値情報ファイルが登録された後､安震君端末設置場所周辺

の災害c])状況を登録するものであるo 登録は図4.3.8に示すようにアンケート形式によって行

うもU)で､目視等によって状況を確認し､画面に示されたアンケートに答えていくものである｡

アンケート終了後はアンケート結果を数値化し､被害状況情報ファイルとしてモバイル端末

内の所定のディレクトリに格納される｡なお､登録された被害状況情報ファイルは､さらにPHS

を介して中央のデータサ-バに送信されるo
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固4.3.8 被害状況の登録画面

(3)災害現場画像の登録

地震発生時において､上記被害状況情報ファイルが登録された後､安震君端末を屋外に持ち

出し､設置場所周辺の災害状況写真を撮影.登録するものであるo図4.3.9に示すように写真

はデジタルカメラにより行い､電子化された画像ファイルとして登録するもので､災害現場画

像ファイルとしてモバイル端末内の所定のディレクトリに格納される｡登録された災害現場画

像ファイルは,さらにPIISを介して中央のデータサーバに送信される｡

図4.3.9 災害現場画像の登録画面
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なお､安震君端末の主要機能は上記の通りであるが､以下のような機能も有している

･平常時･災害時を問わず､防災･災害情報取得のため､あらかじめ情報発信ホームページを

設定しておき､速やかにホームページに接続できるような機能

･アラーム､観測条件､表示条件の設定､変更を行う機能

･GPSによる時刻校正(｢安震君｣動作中1日1回校正､バックグランドで動作)を行う機能
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4,3.5 実被害情報表示機能

(1)渋滞情報登録機能

本機能は､ GISデータベースに渋滞情報を登録する機能であるoここで登録された渋滞情報

は､後述する被害情報収集.表示機能によって地図上に表示し､また検索によって詳細な属性

を表示することができる.っ渋滞情報の登録は､アプレット版インターネットGIS機能で0)み行

うことができる｡

渋滞情報登録の手順は次0)通りである｡

･編集メニューの渋滞情報登録を選択する｡

･渋滞先頭位置を地図上でマウスクリックにより選択する｡

･その後表示される属性入力画面で時刻､場所等を入力する｡

･了解ボタンを押して登録完了｡

･渋滞情報の表示は､地図上に渋滞距離による以下のように塗り分けを行うu

区間 色

3km未満 シンボルの背景は黄色

3km以上-10km未満 シンボルの背景はオレンジ

10k皿以上 シンボルの背景は赤

以下に渋滞情報登録画面の例を示すo

図4.3. 10 渋滞情報属性入力画面

155-



(2)被害情報収集･表示機能

本機能は､ ｢4.3.4地震動観測および実被害情報収集機能｣や､前述の渋滞情報登録機能に

よって登録された被害情報を､インターネットGIS機能を利用して表示･検索する機能である,

被害情報のうち､地震動観測機能によって登録された地震動情報は､震度階級に応じた色で

表示されるo これによって震度の分布や地震の規模などを把握することできるo 同様に渋滞情

報もその渋滞距離に応じた色で表示され､被災地やその周辺道路の渋滞状況を把握することが

できる｡

以下に被害情報の地図表示例を示す｡

図4.3. 11アプレット版による地震動情報および渋滞情報の表示例

また､被害状況登録機能によって登録された地震時緊急アンケート､被害現場画像登録機能

によって登録された画像は､登録された場所付近の被災状況を確認するのに役立っ｡これらの

被害情報は検索機能によってその詳細な属性や画像を表示することができる｡

以下にその表示例を示す｡
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図4.3. 12 HTML版による地震動情報､地震時緊急アンケート詳細表示例

図4.3.13 災害現場画像表示例
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なお､これらのデータは地震発生直後から随時サーバ上のGISデータベースに登録されるこ

とになるが､アプレット版インターネットGIS機能を使った場合はリアルタイムに地図上に表

示される｡ HTML版では再読み込みを行った時点で最新の地図に更新される｡
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4.4データベースの内容と構成

4.4.1 G■lSデータベースの内容と構成

ここでは､サーバにおいて登録されているデータベースについて説明する.

サーバにおいて登録されているデータは表4.4.1のとおりである｡これらの表示形式につい

ては､一般住民向けと専門向け(防災担当者､建築設計者､教育関係者)にわけて整理した｡

なお､実装にあたっては､一般住民向けのHTML版とサーバ管理者用アプレット版について

行った｡

表4.4.1データベースの構成と表示形態の一覧

項目 整dF D日登録

!臣示

l‡P1向け

一般向け 防漂調耳(e%i+,『
I.--≦

(管理者)

1)埋甘DE!

盟

メッシュ-地荘モテルテ-タフアイル nljiban_ddt C) () () (⊃ (J U

fモ表地里モテルファイル ch∪io_dat
○ ○ (⊃ A A

7QI性値フ7イル bussei.ddt ○ E) △ A

G-γ曲扱およtjh-γEEE[一最データフ7イル d1.dat ○ E) A A

漂い地】監fI遣の上面深度データファイル -●一 (⊃ E) (⊃ A A

l応答計‡用入射波形l???_dat伝達Tg数棋王寸用 ○lX -■■■-lll一
地7F動予測括黒地‡毎(東海夏蚕海濃尾)

皿速度JZ;琶スペクトル(地表】 sa5-???.=s
Cl × A A

n]速度応答スペクトル(I学的基盤) kksa5-???.tis ○ E) △ A

加速度応答スペクトル(地Z基盤) iksa5-???.lis ○ E) A

速度.Z度予測括果 sc-???.dat (⊃ () ○ ○ () ○

;守一天性掃天 iq-777_ddt U U U U U U

2)】王I勿DB

建禁物--ラ

オリジナルT--タ(課書見jZ切T-一夕)

lメッシュ shO????,dat予測用
(⊃ ○

l丁字 hoe????_dat予iM用 ○ X

オリジナルデ-タ(課税建物7=-タ(;lE状化用))

lメッシュ
rTIShe????.dat予潤用

○ (⊃ A

l丁字 choe????.dat予測用
○ E)

オリジナルテ一夕(非課税建物テ-チ.メッシュ) pubーmSh_dat予iJIJ用
U (⊃ A

オリジナルテ-タ(非-a税建一勿T--タ(澄状化用】.メッシュ DUbrnsh2_dat予5m用
(⊃ × A

オリジナルテ一夕(メッシュ羊位の建切1I軒テ一夕) ∩-tosu.dat
● U U 0 (J U

3)7E F^冨DB

帯‡予測精美(建物7E‡--タメ､､～)地‡毎(東海薫育海jI尾)

全建I由 rn-aH-???_dat ○ (⊃ ○ (⊃ ○ ○

未着 ∩-wd-???,dat ○ (⊃ ○ (⊃ ○

RC遣 rT1-rC-???.ddt ○ ○ ○ (⊃ ○

S m-i-???_ddt L.] ○ Cl L.J [.J

!昏S遣 m-ks-???.ddt ○ ○ ○ ○ (⊃

I.措果(j空物被t~一夕丁字皇位)地‡毎(壬55薫育ヲ岳丑尾)

木造 a-vvd-???_dat ○ メ

RC遭 a-rc-???_ddt ○ E)
S a-s-???,dat ○

X

･Lr=-I a-ks-???.ddt ○ E)

一夕(メッシュ)

昼Ⅶ人口lCH∪KAN2ーCSV
○ ○ (⊃ ○

夜間人口lYakan3_csv ○ ○ () 0

蓋∃ ･l結果(人的叢署~-タメい÷)地7毎(菓ラ岳車両溢濃尾)
死壱 n1-Shi-???_dat ○ ○ ○ ○ ○

負儒者 rn-fu-???.ddt ○ (⊃ ○ ○ ○

稚叉看(;iil防j王用拝し) risa卜???-∩.dat (コ () (⊃ く⊃ U

羅{iX看(;肖Ⅳi運用有L)) rlSaト???-a.dat
○ ○ (⊃ Cl (⊃

≡..- 潤】琶果(火<ikデータ､メッシュ)､地t亀(更3岳.重商3岳､;I 3]
炎上出火 -shukkaE-???_dat

○ ○ (⊃ (⊃

焼失(涌l防i事月井し) nshou-???-a.dat ○ く⊃ ○ (⊃

1丑失(讃Ⅳi;事用看り) nshou-???-n.ddt ⊂) ○ 0 ○

･X:???土okt果3Et),ton(魚用舟),nou(;JE尾)

4)l折!足鹿-蔓DB

<t-L'I

rib,√田 refu(e.dat ○ ○ ○ 0 ○ ○

EFk-1 hcsE)ital.ddt (⊃ ○ ○ ○ ○ ○

行政役i祈 Dublic.dat ○ () (⊃ ○ ○ ○

E.-若蓋1 DOlice.ddt () ○ (⊃ (⊃ ○ 0

監随一こ一 fire.ddt () ○ (⊃ () ○ ○

滝水】釈設 vvate{_ddt
(⊃ 0 ○ (⊃ ○

し-号,述--. park.dat U U U U U

5);y舌NiDB

--l折情宅
薪&日本の話l折J8I薪日活.MⅠF､薪日活_MⅠD ○l○ ○l(⊃l(⊃ l○

ラメ一夕ff稚
FーFrハフメータハントフックlefptdat.si UIU l一UIU

6)i換蓋7E至情■lDB

一

I源fF稚データ hypo.0-4マケ二千1-ト~4以下

hvDO.5-8マダニチ1-ト5以上

○ (⊃

○ ○ ○ ○ (⊃

過去鞍】【1青書

l薪i日本被害地‡捻覧(-管悪化) 部l宅過去叢害_xls ○ ○ ○ ○ ○

l九Etl先王TJL-との7F苦調査寄栗t-貫衣il:) U U U U

7)地LgJ DB

i;.r-:.. 匹l2500lL当工ZtBJ軍ll元SE阿】丁-ヲ長男 ■±一■■■凹 UJUrU] U

･f7FtDB

ll世事】F一旦T7f1■lyyyyrnmddhhmnlSS,ddt bIEF7lbA時 UJULU] U

--2=.
ー育ヨ托D8

被=状三見I書8 kJnkvoL,ISTN.en(l
Ll.=二I

時 ○ ○ (⊃ ○

!定7現t一画便 STN-obs.ipa rf電] ■時 ○ ○ (⊃ ()

画色付皿TIt STN-obsjnfo 氏. 羅] ○ (⊃ (⊃ ○

豊浦I育稚 チ-夕べ-スf込み
bl持

:=]
○ ○ (⊃ (⊃

･{.,-JIT.∈ ラー夕べ-ス書込み 凪時 ･1,:三 U

M=L二.,

U

､甘す~

U U

一般向け表示項目l=ついて実装を行った.
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本システムのデータベースはDBMS (DataBase Management System)としてPostgreSQL

を使用している｡ PostgreSQLはwww.I)OStgTeSql.or賢から誰でも自由に入手できる無償の

DBMSであり､伝統的なRDBMS (Relational DataBase Management System)であること

に加えて､標準で地理情報を扱うことができるのが大きな特徴となっている｡

なお､本システムのデータベースはファルコン社製インターネット GISパッケージ

｢iNetGIS｣に含まれるGISデータベースの拡張である｡

本システムのデータベースは､大別して3種類のテーブルで構成される｡

1つはデータの性質を定義するデータを格納するためのテーブルである｡データの性質を定

義するデータとはデータの名称や図形形状､属性の有無やその項目､地図上に描画するための

色情報などを指す｡

2つめはデータの図形情報を格納するためのテーブルである｡これらのテーブルは図形形状

ごとに用意される｡図形形状の種類には点､線､ポリゴン､円､文字がある｡

3つめはデータの属性情報を格納するためのテーブルである｡これらのテーブルはデータの

種類ごとに用意される｡本システムでは115種類のデータに属性情報があるので115のテーブ

ルが存在することになる｡

なお本システムで扱うデータは全部で167種類､データの総数はおよそ250万件､データベ

ースのハードディスク占有サイズは約220メガバイトとなっている0

なお､各データの属性情報の名称および型については､表4.4.2のとおりである｡
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表4.4.2(1)A GISデータベースの内容(地盤DB)

メッシュ地盤モデルデータファイル 皿jiban･dat

データ名称 データ型

メッシュ 三{/.E.,)

代表地盤モデル 整数

地下水位 実数

･代表地盤モデ/レフアイル Chujo･dat

データ名称 データ型

No. -;{.'ji.)

代表地盤モデルコード 整数

層数 整数

上面深度 整数

土質記号 文字

･物性値ファイル
bussei･dat

データ名称 データ型

土質記号 文字

N値範囲 文字

代表N値 整数

単位体積重量(g/c皿3) 実数

s波速度(m/see) 整数

G,h-γ曲線番号 整数

D50(mJn) 実数

Fc(%) 実数

･

G-γ曲線およびh-γ曲線データファイル gh･dat

フォーマット: 8FIO. 3

1つの土質のG-γ曲線の256データの後にh-γ曲線の256データが配列しているo
物性値データにある曲線番号順に入っているo

ひずみγは1.0×10E~ー6-1.0×10E~2の範臥

･深い地盤構造の上面深度データファイル
fukai･dat

データ名称 データ型

2次メッシュ番号 整数

3次1/4分割メッシュ番号 整数

vs-3000m/s相当層の上面深度(m) 整数

vs-1600m/s相当層の上面深度(m) 整数

vs-700m/s相当層の上面深度(m) 整数

vs-500m/s相当層の上面深度(m) 整数

応答計算に用いた地震波形(工学的基盤入射相当) slns.dat, 204gr3trt dat, s585ns･ dat, hacns･ dat

･加速度応答スペクト/レフアイル(地表) sa5-???.
1is

加速度応答スペクトルファイル(工学的基盤) kksa5-???･ 1is

加速度応答スペクトルファイル(地震基盤) jksa5-???I 1is

???はtok:東海地震､ton:東南海地震､nou:濃尾地震を意味するo

データ名称lデータ型

メッシュl整数

周期毎の加速度応答スペクトル(減衰定数-5%)t実数:15F8.2
計算周期(sec):0.10,0.l1,0.12,0.13,0.l4,0.15,0.l6,0.17,0.18,0.19,0.20,0.22,0, 24,0.26,0.28,

o,30,0.33,0.36,0.39,0.42, 0･46,0･50,0･55,0･ 60･0･66･0･72･0･79･0･86･0･94･ 1･00･

1.10,1.20,1.30,1.40,1.50, l･60,l･70,1･80,1･90･2･00,2･20･2･40･2･60,2･80･3･00･

3.30,3.60,3.90,4.20,4.60,5.00
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地責動結果ファイル

･享夜状化ファイル

表4.4.2(1)B GISデータベースの内容(地盤DB)

sc-???. dat

???はtok:東海地震､ ton:東南海地震､ nou:濃尾地震を意味する｡
データ名称 データ型

メッシュ 整数

地盤分類番号 整数

地震基盤入射速度 実数

工学的基盤での速度 実数

地表速度 実数

震度 実数

震度換算加速度 実数

1iq-???. dat

???はtok:東海地寮､ ton:東南海地震､ nou:濃尾地震を意味するo
データ名称 データ型

メッシュ 禁教

地盤分類番号 整数

震度換算加速度 実数

PL値 実数

判定 文字

1mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字"-''

2mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字"-ノ'

3mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字"-"

4mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字''-''

5mのFL値 計算対象 計算対象外は文字"-ノ'

6mのFL値 計算対象 計算対象外は文字''-''

7mのFL値 計算対象 計算対象外は文字"-"

8mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字"-''

9mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字''-"

10mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字"-"

11mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字"-"

12mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字"-"

13mのFL値 計算対象 計算対象外は文字''-'t

14mのFL値 計算対象 計算対象外は文字"-ノ'

15mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字"-"

16mのFL値 計算対象 計算対象外は文字''ノ'

17mのFL値 計算対象 計算対象外は文字"-''

18mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字"-"

19mのFL値 計算対象は実数､計算対象外は文字"-''

20mのFL値 計算対象は実数,計算対象外は文字"-''
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表4.4.2(2)A GISデータベースの内容(建物DB)

メッシュ別課税建物集計ファイル

mshOIOl?. txt(木造,
-,

-S25)

mshOIO3?. txt(木造, -, S36-S45)

mshOIO5?. txt(木造,
-, S56-)

mshO211?. t又t(S造, 2階以下, -S56)

mshO221?. txt(S造, 3階以上, -S56)

mshO300?. txt(軽量S造,
-,

-)

mshO412?.
txt (RC/SRC造, 1, 2階,S47-S56)

mshO421?. txt(RC/SRC造, 3, 4階, -S46)

mshO423?.
txt (RC/SRC造, 3, 4階, S57-)

mshO432?. t去t (RC/SRC造, 5, 6階, S47-S56)

mshO441?. txt (RC/SRC造, 7階以上, -S46)

mshOIO2?. txt(木造,
-, S26-S35)

mshOIO4?. txt(木造,
-, S46-S55)

mshO212?. txt(S造, 2階以下, S57-)

mshO222?. txt(S造, 3階以上, S57-)

mshO411?. txt(RC/SRC造, 1, 2階, -S46)

mshO413?. txt(RC/SRC造, l, 2階,S57-)

mshO422?.
txt (RC/SRC造, 3, 4階,S47-S56)

mshO431?. txt(RC/SRC造, 5, 6階, -S46)

mshO433?.
txt (RC/SRC造, 5, 6階, S57-)

mshO442?.
txt (RC/SRC造, 7階以上, S47-S56)

皿ShO443?.t又t(RC/SRC造,7階以上,S57-)
データ名称lデータ型

メッシュ I.'.'.i,)

戸建住宅 実数

共同受託 実数

事務所.商業施設 実数

その他 実数

合計 実数

町丁字課税建物集計ファイル

choOIOl?. txt(木造,
-,

-S25)

choOIO3?. txt(木造, -, S36-S45)

choOIO5?. txt(木造.
-, S56-)

choO211?. t去t(S造, 2階以下, -S56)

choO221?. txt(S造, 3階以上, -S56)

choO300?. txt(軽量S造,
-,

-)

choO413?.
txt (RC/SRC造, 1, 2階, S57-)

choO422?.
txt (RC/SRC造, 3, 4階, S47-S56)

choO431?. t冗t(RC/SRC造, 5, 6階, -S46)

choO433?. t又t(RC/SRC造, 5, 6階, S57-)

choOIO2?. t又t(木造,
-, S26-S35)

choOIO4?. t且t(木造,
-, S46-S55)

choO212?. t又t(S造, 2階以下, S57-)

choO222?. txt(S造, 3階以上, S57-)

choO421?. t又t(RC/SRC造,
3, 4階, -S46)

choO423?.
txt (RC/SRC造, 3, 4階, S57-)

choO432?. txt (RCノ/SRC造, 5, 6階, S47-S56)

choO441?.
txt (RC/SRC造, 7階以上, -S46)

choO442?tXt(RC/SRC造7階以上S47-S56)choO443?.tXt(RC/SRC造,7階以上S57-)
データ名称tデータ型

町丁字コード 整数

戸建住宅 実数

共同住宅 実数

事務所.商業施設 実数

その他 実数

合計 実数

メッシュ別課税建物(液状化被害予測用)集計ファイル

mshe101?. txt(木造,
-,

-S29)

mshelO3?.
txt (木造, -, S46-)

(mshe211?. txt(S造, 1-6階, -S45)
)

(mshe221?. txt(S造, 7階以上, -S45)
)

mshe231?. txt(S造, 1, 2階,-s45)

mshe241?. txt(S造, 3階以上, -S45)

mshe301?. txt(軽量S造,
-,

-S29)

mshe303?. txt(軽量S造,
-, s46-)

mshe411?. txt(RC/SRC造, 1-6階, -S45)

mshelO2?. txt(木造,
-, S30-S45)

(mshe212?. txt(S造, 1-6階,S46-) )

(mshe222?. txt(S造, 7階以上, S46-) )

mshe232?. t又t(S造,I, 2階,S46-)

mshe242?. txt(S造, 3階以上, S46-)

mshe302?. txt(軽量S造,
-, S30-S45)

mshe412?. txt(RC/SRC造, 1-6階, S46-)

mshe421?txt(RC/SRC温7階以上-S45)mShe422?.txt(RC/SRC造,7階以上,S46-)
データ名称lデータ型

メッシュ 聖教

戸建住宅 実数

共同住宅 実数

事務所.商業施設 実数

その他 実数

合計 実数
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表4.4.2(2)B GISデータベースの内容(建物DB)
丁字別課税建物(液状化被害予測用)集計ファイル

choelOl?. txt(木造, -,

-s29)

choelO3?.
txt (木造, -,

S46-)

(choe211?. txt(S造, 1-6階, -s45) )

(choe221?. txt(S造, 7階以上, -s45) )

choe231?. txt(S造, 1, 2階, -s45)

choe241?.
txt (S造, 3階以上, -s45)

choe301?. tit (軽量S造, -,

-s29)

choe303?. t又t (軽量S造, -,

s46-)

choe411?.
tj(t (RC/SRC造, 1-6階, -s45)

choelO2?. t又t(木造t
-,

s30-S45)

(choe212?. t又t(S造, 1-6階, s46-) )

(choe222?. txt(S温7階以上, S46-) )

choe232?. txt(S造, 1, 2階, s46-)

choe242?. txt(S造, 3階以上S46-)

choe302?. txt (軽量S造, -, s30-S45)

choe412?. txt (RC/SRC造, 1-6階, S46-)

choe421?.txt(RC/SRC鼠7階以上-S45)choe422?.txt(RC/SRC造.7階以上s46-)

データ名称lデータ型
町丁字コード !竪数

戸建住宅 実数

共同住宅 実数

事務所.商業施設 実数

その他 実数

合計 実数

･非課税建物データファイルの内森説明gフ~ーグノア1/レV)r1窄ま光明pub_msh.dat

データ名称lデータ型

メッシュ 整数

RC/SRC造,1,2階,-s4■6 実数

RC/SRC造,3-6階,-s46 実数

RC/SRC造,7階以上,-S46 実数

RC/SRC造,1,2階,s47-S56 実数

RC/SRC造,3-6階,S47-S56 実数

RC/SRC造,7階以上S47-S56 実数

RC/SRC造,1,2階,S57- 実数

RC/SRC造,3-6階,s57- 実数

RC/SRC造,7階以上,S57- 実数

木造,-,-s25 実数

木造,-,s26-S35 実数

木造,-,s36-S45 実数

木造,-,s46-S55 実数

木造,-,s56- 実数

S造,-,-s56 実数

S造,-,s57-- 実数

･非課税建 物データ(液化被害予測用)ファイルの内容説明pub_msh2.dat

データ名称lデータ型
メッシュ A_=''.=)

SC/SRC造,1-6階,-s45 実数

SC/SRC造,7階以上,-S45 実数

SC/SRC造.1,2晩S46- 実数

SC/SRC造,3階以上,S46- 実数

木造‥-s29 実数

木造‥s3_0-S45 実数

木造,,s46-- 実数

S造,1-6階,-s45 実数

S造,1,2階,-46 実数

S造.3階以上,-46 実数

･メッシュ単位の建物棟数データ m-t｡su.ddt

データ名称 データ型

メッシュ 整数

木造 実数

RC/SRC造 実数

S造 実数

軽量S造 実数

合計 実数
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表4.4.2(3)A GISデータベースの内容(被害想定DB)
建築物被害予測結果の被害棟数ファイルの拝m-alレ???. dat

???はtok:東海地寮､ ton:東南海地震､ nou:濃尾地震を意味する｡

データ名称 lデータ型

メッシュ :=.'ji.)

全建物数 実数

全壊(震動による被害棟数)I 実数

全半壊(震動による被害棟数) 実数

揮災(震動による被害棟数) 実数

全壊(液状化による被害棟数) 実数

全半壊(液状化による被害棟数) 実数

擢災(液状化による被害棟数) 実数

字単位の建物被害結果ファイルの内容説明 a-**-???.
dat

**はwd:木造､ rc
:RC/SRC造､

s

:S造､
ks

:軽量S造を意味するo
???はtok:東海地震､ ton:東南海地震､ nou:濃尾地震を意味する｡

データ名称 1データ型
メッシュ 二{.;毒.)

字名 文字

現況数 実数

全壊(震動による被害数) 実数

全半壊(震動による被害数) 実数

躍災(震動による被害数) 実数

全壊(液状化による被害数) 実数

全半壊(液状化による被害数) 実数

揮災(液状化による被害数) 実数

炎上出火件数の結果ファイルの内容説明 m-shukkaE-???.
dat

???はtok:東海地震､ ton:東南海地震､ nou:濃尾地震を意味する｡

データ名称 lデータ型

メッシュ ･r.i-i;.

木造(朝6時) 実数

非木造(朝6時) 実数

計(朝6時) 実数

木造(夕6時) 実数

非木造(夕6時) 実数

計(夕6時) 実数

･延焼棟数の結果ファイル内容説明 enshou-???-a.dat :消防運用有り

enshou-???-a.dat :消防運用無し

???はtok:東海地震､ ton:東南海地震､ nou:濃尾地震を意味するo

データ名称. lデータ型
メッシュ 二岳:Ji;.

木造(朝6時) 実数

非木造(朝6時) 実数

計(朝6時) 実数

木造(夕6時) 実数

非木造(夕6時) 実数

計(夕6時) 実数
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表4.4.2(3)B GISデータベースの内容(被害想定DB)

･メッシュ別人口(昼間)データファイルの拝chukan2.csv
データ名称 lデータ型

メッシュ 整数

木造(一戸建) 実数

非木造(一戸建) 実数

木造(長屋建) 実数

非木造(長屋建) 実数

木造(共同住宅) 実数

非木造(共同住宅) 実数

木造(事務所.商業施設) 実数

非木造(事務所.商業施設) 実数

･メッシュ別人口(夜間)データファイルの戸yakan3.csv

データ名称 Jデータ型

メッシュ -;:.i.i;,)

木造(-戸建) 実数

非木造(一戸建) 実数

木造(長屋建) 実数

非木造(長屋建) 実数

木造(共同住宅1,2F) 実数

非木造(共同住宅1,2F) 実数

木造(共同住宅3-5F) 実数

非木造(共同住宅3-5F) 実数

木造(共同住宅6ト) 実数

非木造(共同住宅6F-) 実数

死者の結果ファイル内容説明 m-sh上-?????.
dat

???はtokai
:東海地震､ tonan:東南海地震､ noubi:濃尾地震を意味するo
データ名称 lデータ型

メッシュ 空家

木造(朝6時) 実数

非木造(朝6時)- 実数

合計(朝6時) 実数

木造(夕6時) 実数

非木造(夕6時) 実数

合計(夕6時) 実数

負傷者の結果ファイル内容説明 mイu-?????. dat

???はtokai :東海地震､ tonan:東南海地震､ noubi:濃尾地黄を意味する｡
データ名称 一データ型

メッシュ 軍歌

木造(朝6時) 実数

非木造(朝6時) 実数

合計(朝6時) 実数

木造(夕6時) 実数

非木造(夕6時) 実数

合計(夕6時) 実数
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表4.4.2(3)C GISデータベースの内容(被害想定DB)
揮災者の結果ファイル内容説明 risa卜???-a. dat :消防運用有り

risai-???-n.dat :消防運用無し
???はtok :東海地震､ ton:東南海地震, nou:濃尾地震を意味するo

データ名称 データ型

メッシュ 聖教

木造(震動被害による) 実数

非木造(震動被害による) 実数

合計(震動被害による) 実数

木造(液状化被害による) 実数

非木造(液状化被害による) 実数

合計(液状化被害による) 実数

木造((暴動+液状化)被害による) 実数

非木造((震動十液状化)被害による) 実数

合計((震動+液状化)被害による) 実数

木造(朝6時の焼失による) 実数

非木造(朝6時の焼失による) 実数

合計(朝6時の焼失による) 実数

木造((震動+液状化)被害+朝焼失) 実数

非木造((震動+液状化)被害+朝焼失) 実数

合計((震動+液状化)被害+朝焼失) 実数

木造(夕6時の焼失による) 実数

非木造(夕6時の焼失による) 実数

合計(夕6時の焼失による) 実数

木造((震動十液状化)被害+夕焼失) 実数

非木造((震動+液状化)被害+夕焼失) 実数

合計((蔑動十液状化)被害+夕焼失) 実数
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表4.4.2(4) GISデータベースの内容(防災施設DB)

●

消防署(点) fire.ddt

データ名称 lデータ型

名称 テキスト

住所 テキスト

電話番号 テキスト

●

給水施設(点) water.ddt

データ名称 lデータ型

名称 lテキスト

住所 lテキスト
貯水量 l整数
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表4.4.2(5)A GISデータベースの内容(活断層DB)

･活断層データ 新日活.MIF,新日活･MID

属性データ

データ名称1データ型l備考

1D(ⅠD羊号) 整数

FAULTNA岨E(断層名) 文字

KIND(断層の種類) 文字 LF陸上活断層,姐C海底活捺曲,CF伏在活断層,SF
海底活断層,EF.地震断層,AX括背斜軸,sX活向斜軸

SHEETNO(図幅番号) 整数

FAULTNO(断層番号) 整数

sub(英添字) 文字

cERTAⅠNTY(確実度(1-3orO)) 整数

ACTⅠVⅠTY(活動度('A'-'C'or'')) 文字

WHⅠCHSEG(断層区分番号) 整数

TOTALSEG(全断層区分数) 整数

sEGCERTAⅠN(線分の確実度) 整数 o地震断層,1確実度Ⅰ,2確実度1Ⅰ,3確実度Ⅰ11

SEGTYPE(緑分の形態) 整数 o無記述,1左側低下,2右側低下,3左ずれ,4右ず
れ,5左側低下で左ずれ,6左側低下で右ずれ,7右側
低下で左ずれ,8右側低下で右ずれ,9断層露頭

sEGSー'ART(線分の始点) 整数

SEGEND(席分の終点) 整数

TOTALPOⅠNT(全接点数) 整数

SEGⅠD 整数

MAXLENⅠD 整数

MIF
:線分データ

ヘッダー部 NIDファイ′レのデータ形式

plineが1データ毎に属性データの1行に対応した線分情報
データ例l説明

Pline3 線分構成点情報

145.168999944.11240002 実数

l45.171500144.11420002 実数

145.173499944.11569996 実数

pen(2,2,16711680) 線分属性情報

-169-



表4.4.2(5)B GISデータベースの内容(活断層DB)

断層パラメタ情報efptdat.s_iテキストデータ(タブ区切り)

データ名称lデータ型l備考

○1行目

EQ-No.(地震番号) 文字

date(年月日(yyyymmdd)) 整数

time(時分(hhmm,不明の場合は99)) 整数

M(マグニチュード) 実数

N('N)(北緯) 実数

E('E)(東経) 実数
H(km)(深さ) 実数

name(地震名) 文字

○2行目

M-No.(モデル番号) 文字

pub(出展) 文字

○3行目

断層面番号((ここの数字が増える場合は3

行目､4行目を繰り返す))
整数

N(oN)(北緯) 実数

E(oE)(東経) 実数
d(km)(深度)

実数
8(o)(走向) 整数

a(o)(傾斜角) 整数

1(o)(食い違いの方向) 整数

Ⅰ一(km)(長さ) 実数
W(km)(幅) 実数

U(c血)(食い違い量) 実数

○4行目

T(S)(立ち上がり時間) 実数

Vrup(km/s)(破壊伝播速度) 実数

MODE(I)(破壊伝播様式) 文字 UL(urⅠilatera1),BL(bilateral),BD(bidirectiona1),RD(rad

主al)

〟(cgs)(媒質の剛性率) 実数

MO(cgs)(地震モーメントMO=〃ULW) 実数

△¢(応力降下量) 文字 Aoの計算式 (A)Ao=16/(3'c).pU/W,(B)Ao=8/(3

7t).IJU/W,(C)Ao=4/冗.〃U/W,(D)
Ao=2/7T.FLU/W,(E)Ao=1.48.FLU/

W,(ド)Ao=0.74.FLU/W,(G)Ao=77T
/l6.FLU/'r,=7MO/l6r**3,(H)Ao=2/3

7T.〟U/W.(3+4Eへ2)/sqrt(1+f-2),=2
MO/37r.(4/L-2+3/W-2)/sqrt(L^2+W

{2),(E-W/L),(Ⅰ)Ao=IIU/27て.

(3/1+21/aW卜1(3a+4W)/(a(a+W)ー2))

DATA(使用データ(RDMAFSBVHTⅠGE)) 文字 氏(rupture):地変,D(damage):震度.被害分析,M
(motion):地動卓越方向,A(aftershock):余震分布,F
(first):P波初動.S波偏角分布,s(surface-wave):表面

演,良(body-wave):実体波,v(vertical):上下変動.傾斜変

化,上1(horizontal):水平変動.歪み変化,T(tsunani):津
波,I(inferrence):似た事例からの類推や推測,G

(geology):地質.地形.テクトロニクス,E(ey
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表4.4.2(6) GISデータベースの内容(過去被害情報DB)

ト
ヾ

タ(圃占長)
･震源情報

震蔽情報データ(マグニチュード毎に0-8に分類)hypo,0-hypo.8テキストデータ(固定尉

データ名称Lデータ型】備考

iyear(午) 整数

imonth(月) 整数

iday(目) 整数

ihour(時) 整数

inin(分) 整数

isec(0.1秒) 整数_

ierr(起案時刻決定誤差(o.1秒)) 整数

iyd(震央緯度(度E)) 整数

主ym(震央緯度(o.1分N)(1981年より有効)) 整数

iyerr(震央緯度決定誤差(0.1分N)(1981年より有効) 整数

iXd(震央経度(度E)) 整数

iXm(震央経度(o.1分E)(1981年より有効)) 整数

iXerr(震央経度決定誤差(o.1分E)(1981年より有効) 整数

idepth(震源深さ(o.1km)(1984年より有効)) 整数

iderr(震源深さ決定誤差(0.1km)(1985年より有効)) 整数

imag(マグニチュード(0.1刻み)) 整数

isc1(震度) 文字 1984年以前 し】:無感､F:有感

L:最大有感距離100km以内

s:最大有感距離100-200km

M:最大有感距離200-300km

氏:最大有感拒離300km以上

1985年以降 o-7:気象官署で測定した震
度で最大値

x:気象官署以外で有感

u:無感

isub(被害の程度) 文字 T:津波あり(1985年より有効)

iarea(区域番号) 整数

jarea(詳細区域番号(1985年より有効)) 整数

name(地域名)
文字

416年-1881年:理科年表(日本付近の被害地裏年代表)より

1885年-1925年:宇津の表より

1.宇津徳治､ 1982､ ｢日本付近の岨6.0以上の地震及び被害

地震の表: 1885-1980｣
､東京大学地震研究所章集57号,

401-463頁

2.宇津徳治､ 1985､ ｢F]本付近のM 6.0以上の地震及び被害

地震の表: 1885-1980 (訂正と追加) ｣
,東京大学地震研究所桑集60号､

639-642頁

1926年- :気象庁地震月報より

去被害情報中部圏過去被害.x1_s

データ名称lデータ型

被災地域(コード) 文字

西暦 文字

旧暦 文字

震央(東経) 文字

震央(北緯) 文字

マグニチュード 文字

津波 文字

新編日本被害地震総覧 文字

理科年表 文字

愛知県における既往の被害地寮年表(飯田汲事) 文字

仮番号 整数

新編日本被害地震総覧(資料番号) 整数

新編日本被害地震総覧(国番号リスト) 文字

新編日本被害地寮総覧(表番号リスト) 文字

震源情報ファイルとの対応(ファイル名) 整数

寮源情報ファイルとの対応(行番号) 整数
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表4.4.2(7) GISデータベースの内容(地図DB)

数値地図2500

データ名称Jデータ型

建物ラスタ ラスタ

市区町村 ポリゴン.文字

大字.町丁目 ポリゴン,文字

街区 ポリゴン.文字

河川 ポリゴンt文字,線

湖池等 ポリゴン,文字,顔

鉄道敷 ポリゴン,文字,線

その他の場地 ポリゴン,文字,級

墓地 ポリゴン,文字,顔

都市公園 ポリゴン.文字.線

学校敷地 ポリゴン.文字.線

神社.寺院境内 ポリゴン.文字.腺

公共建物 ポリゴン,文字,線

都道府県界 線

郡市.東京都の区界 腺

町村.指定都市の区界 線

大字.町丁目界 顔

街区界 線

海岸線 蘇

道路線 線,文字

鉄道 線,文字

三角点 点,文字

釈 点,文字
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4.4.2端末におけるデータ内容と構成

ここでは､安震君端末において作成･登録されるデータについて説明する｡

安震君端末において作成･登録されるデータは表4.4.3のとおりである｡

表4.4.3 安震君端末で作成･登良されるデータ一覧

データ名 データファイル名

地震数値情報ファイル yyyymmddhhmmss.dat

被害状況情報ファイル kinkyu_STN.enq

災害現場画像ファイル STN-obs.jpg

画像付加情報ファイル STN-obs.info

また､これらのデータが登録されるディレクトリ構成を図4.4.1に示す

C:¥Anshindat¥ - info

l enq

】p_teiten

1 log

I digicame

J

send

地震数値情報ファイルのあるフォルダ

被害状況情報ファイルのあるフォルダ

災害現場画像ファイルおよび画像付加情報ファイル

のあるフォルダ

安震君端末ログファイルのあるフォルダ(メンテ用)

画像ファイルの一時格納フォルダ

データ送信用のテンポラリーフォルダ

*上記データとは別に内部情報として､ ASCII形式に変換した波形データを

プログラムファイルのあるフォルダに格納してある｡

図4.4.1安震君端末におけるデータのディレクトリ構成

次に､各データのフォーマットを説明する｡

なお､画像ファイル以外はすべてASCII形式のデータである｡

(訂地震数値情報ファイル

ファイル名: yyyymmddhhmmss.dat (yyyy--･はトリガー時刻.西暦年月日時分秒)

ファイルフォーマット:

Station Code 1234 観測点コード

Station Name abcd 観測地点名

Station Lat. 35.1519 観測点の緯度(度単位)あらかじめ設定された固定情報
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StationLong. 136.9690 観測点の経度(度単位)同上

EventTrigger Time 2000/04/04 15:01:58 トリガー時刻

MaxAcc 69.0 214.0 40.0 214.1 215.2

JL4A Int 4.22 4

SI Value 5.7

ここで､ MaxAccは､最大加速度(Ⅹ,YZ,水平合成3成分合成の順､単位はgal)を示す｡

また､ JMAIntは､計測震度､震度階級(強弱は十で表す)を示す｡

さらに､ SIⅥ11ueはS I値(水平2成分合成による､単位はkine)を示す｡

②被害状況情報ファイル

ファイル名: kinkyu_STN.enq (STNは地点コード)

ファイルフォーマット:

yyyymmdd bbmmss

Station Code

Station Name

Station Lat.

Station Long.

1 1

2 3

3 2

4

5 2

35.1519

136.9690

ファイル作成年月日時分秒

観測点コード

観測地点名

観測点の緯度

観測点の経度

質問番号とアンケートで選択した番号､以下同様

ここで､アンケート質問については

質問番号は常に1から5の順で､ ｢1本人の安否状況｣､ ｢2周囲の建物の状況｣､ ｢3火が出

ているか｣､ ｢4ガス漏れに関して｣､ ｢5周りの人の動き｣とし､各質問のなかで選択した答え

の番号を記す(各質問とも選択画面の上から1, 2, 3)｡なお､答えなかった項目は､選択番

号を空白とする｡

③災害現場画像ファイル

ファイル名: STN-obs.jpg (STNは観測点コード､ obsは撮影場所コード､任意地点の撮影

時は通し番号)

ファイルフォーマット:

jpeg形式の画像ファイル

-174-



(動画像付加情報ファイル

ファイル名: STN-obs.info (STNは観測点コード､ obsは撮影場所コード,任意地点の撮

影時は通し番号)

ファイルフォーマット:

20000404 150658

Station Code 1234

Station Name abcd

Photo Point C

Point Lat. 35.1519

撮影年月日 時分秒

観測点コード

観測地点名

撮影場所を示す地点コード､任意地点の場合は通し番号

上記地点の緯度

Point Long. 136.9690 上記地点の経度

point Dir 撮影方向(現在は項目名のみ)

Memo メモ欄(同上)

⑤安震君端末ログファイル(メンテナンス､チェック用)

ファイル名: logXXX.丘at (ⅩⅩは通し番号)

ファイルフォーマット:

20000404 150158 006902140040 42 0006

簡易地震計から収集された全地震データについて､記録状況が記述されるログファイルで､

ソフトを終了しない間は､波形データが収録される毎に1データ(1行)づつ追記される｡

安震君ソフトを起動させる毎に通し番号が1つ増えた別のファイルが作成される｡

データの内容は､下記項目の数値を1行に記述したものである｡

event trigger time (年月日sp時分秒)

aaaabbbbcccc各成分の最大加速度(整数値)

SS計測震度(×10した整数値)

sssss I値(水平2成分合成.整数値)

なお､このファイルは現在はメンテナンス､チェック用として作成しており､外部-の送信

などは行わない｡

⑥波形データ(内部情報として収録)

ファイル名: yyyymmddbbmmss.txt (yyyy--･はトリガー時刻｡西暦年月日時分秒)

ファイルフォーマット:
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Station Code 1234

Station Name
abcd

Sampling Freq(Hz) 100

SamplingNumbers 2048

Pre Trigger(sec)
3

PostTrigger(see) 10

Event Start Time 2000/04/04 15:19:15

Event Tゝigger Time 2000/04/04 15:19:18

Duration Time 20.480

Unit gal

Cbannels 3

Dir=Ⅹ chl

観測点コード

観測地点名

サンプリング周波数

サンプリング数

プリトリガー

ポストトリガー

データの先頭時刻

トリガー時刻

データ長さ(秒)

数値の単位(galに固定)

波形データの成分数(3に固定)

以下各成分の加速度データ

0.0 0.1 0.8 0.1 0.1 ･0.4 14.3 -3.5

2.3 4.0 -0.9 2.8 -0.2 -4.3 2.4 2.5

･0.3 -2.1 -4.9 ･2.0 0.8 2.4 2.4 2.4

波形データは､横8データの並びで､サンプル数分の全データを記述｡

Ⅹ成分の全データ記述後､Y成分､Z成分と続く｡各成分の先頭行には成分の-ツダー(Di∫=Ⅹ

cbl等)を付加している｡
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4.5 今後の発展と適用性

提案･構築してきた安震システムの今後について､本研究の研究分担者および協力者が､それ

ぞれの専門とする分野から検討･考察を行っている｡

4.5.1 ｢安震システム｣の実運用に向けて安定性確保の方法(勝倉裕)

双方向災害情報システムの実運用における最大の特徴は､災害が発生している危機的状況のもと

での利用が前提となっているということである｡正に､災害における危機管理問題-の適用であり､

危機的状況において､情報収集･対策の策定･情報開示を迅速に展開し､被害を最小限に抑えると

いう目的達成に貢献することが要求されている｡このような危機的状況において利用するシステム

としては､災害情報を高速に伝達する機能や､被害の状況をリアルタイムに､しかも大量のデータ

を転送する機能が要求される｡また､災害情報の集中管理の脆弱性を回避するために､災害情報を

分散管理しながら冗長性を確保する工夫が必要とされている｡インターネット利用においては､被

災住民など災害に関わる利害関係者の多数が同時にアクセスする可能性があり､スケ-ラビリティ

を確保することが要求されている-｡近年のI Tに関わるハードの進歩により､以上の多くの課題が

解決されつつあるが､ここではソフトの面からの解決方法を提案する0

災害情報伝達の高速性は､できるだけ初期の段階に災害情報を収集したいという要求が背後にあ

ることを考えると､災害情報の送受信における迅速性と置き換えて考える･ことができる｡災害情報

が収集されている場合でも､必要情報が検索できるまでに相当の時間を要するのでは意味がない｡

多様な災害情報を整然とした形で収集し､必要情報の検索が容易となるデータ管理の方法を導入す

ることにより､迅速な災害情報の送受信が可能となる｡災害に関わる利害関係者の複雑な利害関係

を考えた場合､必要情報は利害関係者によって大きく異なることが予想できる｡しかも､必要とさ

れる情報の種類は膨大なものになる｡すなわち､システムにきちんとした交通整理をする機能がな

いと必要情報に辿りつけないという問題が発生する｡このような交通整理機能を有する災害情報シ

ステムの開発がこれからの重要課題であると考える｡例えば知識ベースを利用することにより､利

害関係者や被災レベルに応じて必要情報を自動的に推論しながら利用者に情報開示できるような機

能(すなわち知識ベースを利用した交通整理機能)を有するシステムを開発することが可能である｡

災害情報伝達の同時性は､利害関係者が同じ災害情報を参照しながら危機管理を遂行するために

不可欠である｡このような同時性を実現するためには､本システムのような双方向性のあるシステ

ムを利用しながら､被災地にいる関係者が被災情報をリアルタイムに登録･更新できる機能が必要

となる｡この場合に問題になるのが災害情報の管理の方法であり､災害情報の登録･更新に関わる

ルールを決めた対応が必要となることである｡無秩序に災害情報を登録･更新することを許す場合

には､必要情報が不適切情報に更新されることにより必要情報が削除されてしまう可能性がある｡

また､
･被災レベルに見合わない不適切な災害情報が膨大に登録された場合には､必要情報が不適切

情報の中に埋もれてしまう危険性がある｡このような問題を回避するのが災害情報の登録･更新に

関わるルールである｡ルールを扱うことから､システムの構成としては知識ベースを併用すること

が不可欠となる｡
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災害情報の大量性をソフト的に解決する問題は､先に述べた交通整理の問題と同じと考えること

ができるo被災地における個別物件毎の被災情報は極めて大量なデータに膨れ上がる可能性がある

が､危機管理においては､常にこのような膨大な個別データが必要とされる訳ではない｡むしろ､

個別データが必要とされるのは危機管理のダイナミックなフェーズが終蔦するような段階であり､

災害情報を統計的に整理したり､行政機関に対して報告したりする段階であるo なお､災害発生直

後においても､個別データは災害のレベルの認知などに利用されることはあるが､概ね危機管理の

遂行にとって不要である可能性が高い｡すなわち､危機管理で必要とされるデータは必ずしも大量

のデータではないということになる｡危機管理では､複雑な利害関係から発生する多様なデータで､

交通整理が不可欠となるようなデータが必要とされている｡

災害発生時においては､電話回線へのアクセス数が増加し､災害情報の送受信が極めて困難にな

る可能性があるQ このようなときには､専用無線回線を利用することも考えられるが､インターネ

ットを利用することが有効な方法となるo 特に､本システムのように災害情報の収集や開示をサポ

ートするような双方向のサーバーを利用することにより､災害発生時において､災害情報の送受信

の手段を確保することが容易となるo 危機管理においては災害情報を分散管理することが必要と言

われているo 災害情報を集中管理する場合には､アクセスできる利用者数や扱えるデータ量に限界

が存在し､危機管理の遂行において大きな障害となるからであるo本来､インターネット環境は情

報の分散管理を前提として展開されている｡インターネット利用を前提とする双方向災害情報シス

テムも基本的には分散管理のシステムとして展開されることが望ましい,近年､種々のアプリケー

ションをインターネット環覚でAS (AppllCationServer)として利用することが考えられているo

災害情報のデータベースをASとして提供するときには､利用者の爆発的な増加に対応するための

スケ-ラビリティを確保することが不可欠であり､ ASの利用に対するロバスト性に対応するため

にも冗長性をきちんと考慮することが必要となる.図4.5.1に災害情報の交通整理のための知識ベ

ースを有する双方向災害情報システムの概念図を示すQ

飯森の交i5馨専

チータ査簸.顔雫
の_LL･一)L･

b
分散性･冗長性

､----恥岬伽

僅軸サーJT-

･柿下≡!7

･防ii!担当者

ー-mlb-E､叫Lhhゝ七

生5 き

∨ー-Ld!P

園4.5.1.1知識ベースを利用した双方向災害情報システム
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4.5.2 地震火災初動体制への発展の可能性(正木和明)

(1)双方向災害情報システムの適用の可能性

地震火災の特徴は､同時多発性である｡名古屋市における通常火災の出火件数は2件/日程度

であるが､濃尾地震級の地震が､冬･夕方6時に発生した場合には､市全域で184件に達すると

予測されている(名古屋市地震被害想定報告書､平成11年3月)0

これに対し､名古屋市消防局が所有する消防車は約100台であり､火災が同時に発生した場合

には､全ての出火を消火する事は不可能である事は明らかである｡同報告書は､市民消火を考慮

しても､ 184件中149件は消火できず､延焼に至ると予測している｡

このような場合､限られた消防力を､ ｢①どこに､ ②何台､ ③何時､投入するか｣が重要になる｡

効果的な消防活動が被害を最小に食い止めるのである｡

どこに初期出動し､どのような消火活動を行うかを検討する手段として､火災延焼シミュレー

ションによる結果の利用がある｡地震が発生すれば､瞬時にその震度分布から､出火点を予測し､

シミュレーションにより､どの程度の延焼被害が発生するか予測した上で､効果的な初期活動を

計画できる｡数分後には､双方向災害情報システムを通じて火災発生地点が報告され､シミュレ

ーションはより実態に近い形で繰り返し実施される｡こうして､時々刻々修正しながら､より効

果的な消火活動が行われるであろう｡

シミュレーションを精度良く,行うには､火災現場からの情報が重要である｡双方向災害情報シ

ステムを用いることにより､現場の情報は､瞬時に､また刻々とシミュレーションセンターに送

られる｡シミュレーションに不足する情報は､現場-伝達され､情報が送り返される｡シミュレ

ーションがパソコンレベルで可能であることを考えると､このような､双方向の情報やり取りは､

現場における指令車とも可能である｡市民からの情報､最前線の消防士からの情報を元に､火災

の延焼をシミュレーションにより長期的に予測しながら､より効果的な消火活動を指揮官は行う

ことができる｡

指令センターのコンピュータは､全市に点在する延焼現場のシミュレーションを行いながら､

市全域の消防活動を指令し､現場をサポートする｡

また､近隣からの消防隊に対し､双方向システムを利用して現場の情報を提供し､なれない町

での活動を支援する｡

地震発生

多点地点出火

重点消火活動地区の決

消火活動

再シミュレーション

消火活動の変更

双方災害情報システムによる情報

双方向災害情報システムによる実態報告

匪司
図4.5.2.1災害情報システムを用いた消火活動
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(2)神戸市長田区御蔵･菅原地区の火災のシミュレーション

図4.5.2.2に御蔵･菅原地区の構造物別建物分布を示す(ただし､構造は焼失前に撮られた航

空写真と土地計画図を用いて判定したものであり､正確ではない)0

図4.5.2.3に兵庫県南部地震における出火点､飛び火点を示す｡火災は2箇所より出火し拡大

した｡また､ 3箇所に飛び火(7時30分､ 8時､ 9時30分)した｡

図4.5.2.4に延焼動態図を示す｡延焼は毎時44mで拡大していった｡

通常の火災延焼速度に比べ､建物が倒壊した場合は､倒壊によって燃焼材に空気が入りにくい

こと､軒高が低くなり火炎面積が小さくなること､により､延焼速度が遅くなると考えられる｡

図4.5.2.5は､建物倒壊によって､延焼速度が遅くなることを考慮して計算したシミュレーシ

ョン結果を示している｡ただし､消防活動は取り入れられていない｡実火災と比較すると､東地

区では良い一致を見るが､西地区では延焼速度が速や過ぎる｡西地区では､消火活動が行われて

いた事を考慮して実施した結果を図4.5.2.6に示す｡

図4.5.2.7は消火活動､飛び火も取り込んでシミュレーションを実施した結果である｡東地区､

西地区ともに実火災と非常に良い一致を示している｡

図4.5.2.8は､地震時でなく通常時の火災を想定して計算した結果である｡通常時であれば消

火活動が正常に行われた､と仮定している｡この場合､最悪でも､ 3棟の延焼にとどまったと推

定される｡

(3)名古屋市におけるシミュレーション例

図4.5.2.9は名古屋市のある地区の建物分布を示している｡図4.5.2.10はこの地域における延

焼シミュレーション結果である(建物倒壊は無いが､消火活動も行われない場合)｡図4.5.2.ll

は地震時を想定し､建物が多数倒壊した場合の結果を示している(消火活動は行われない)｡南西

角の1棟で出火したと通報があったと仮定する｡通報に基づきシミュレーションが実施される｡

火災は､北方向､東方向に拡大し､大きな延焼火災被害が発生すると予測される｡特に､東方向

-の延焼が著しい｡従って､早急な消火活動が必要であると判定される0

図4.5.2.12は消防活動が行われた場合の結果である｡消防隊に出動命令が出され､ 30分後に到

着したと仮定している｡この間に､延焼は数軒先まで拡大している｡東方向-の延焼が激しいこ

とがシミュレーション結果から分かっているので､消火活動は東方向-の延焼阻止を目的とし､

延焼地域の東端に集中される｡この結果､東方向-の延焼速度が鈍り､やがて延焼が阻止される

ことになる｡北方向-の延焼はゆっくりと拡大するが､やがて消火活動により鎮火されるであろ

う｡北東方向-の延焼は東側で延焼が阻止されたために拡大しない｡

以上のシミュレーション結果に基づき消火活動が決定され､出動が指令される｡実際には､シ

ミュレーションどおりには延焼しないであろう｡そこで､双方向災害情報システムを用いて､延

焼実態の報告がなされ､シミュレーションをやり直して､この地域での効果的な消火活動が行わ

れる｡

このように双方向災害情報システムを有効に活用することによって､延焼被害を最小に押さえ

込むことが可能になる｡
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園4.5.2.8 平常時シミュレーション結果

(消火活動のみ考慮)
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4,5.3 防災システムから耐震システムへの発展の可能性(飯嶋俊比古)

(1)はじめに

一般の建築物の耐震設計は,地震荷重を静的な水平荷重として評価している.地震荷重そのも

のは,建築基準法･同施行令によって定められている｡従って,通常の建築物の場合,地震荷重

は,建設地で予想される地震動(地震危険度)とは無関係に,ほぼ全国一律に決められている｡

超高層･免震建物の設計では時刻歴応答解析が用いられており,その入力地震動として建設省

告示に定められた告示波を用いる場合と,建設地において想定される断層から地表面までの地震

波伝播を考慮した模擬地震波を作成する場合がある｡

過去の地震における被害の大多数は,中小の鉄筋コンクリート造,鉄骨遣および木造住宅であ

る｡超高層･免震建物は巨大地震を経験していないため,断定はできないが,設計時の目標性能

と設計荷重が適切に評価されていれば,これら建物の地震被害は,ほぼ皆無であると考えられる｡

これら建物被害状況の相違は,耐震設計の違いによってある程度説明が可能である｡通常の耐震

設計を行う場合,耐震設計上の問題は,大きく2つあると言える｡第一,に,採用された地震荷重

は建設地で予測される地震とは,何ら関係がないことであり,第二に,地震荷重は,そもそも動

的な荷重であるにも関わらず,静的な荷重として取り扱っていることにある｡いずれにしても,

過去の地震において,大きな被害を受けなかった建物は,地震によって発生した地震荷重が許容

耐力以内であったのであろうし,大きな損傷を受けた建物では許容耐力あるいは終局耐力を上回

った地震荷重が生じたと考えられる｡

安全な建物を設計するためには,建物に作用する外力,ここでは地震荷重であるが,を正しく

評価し,建物の動的挙動を正しく把握することが肝要である｡

(2)耐震性能の把握

個々の建物の耐震性能は,ある決められた外力に対して,安全であるという評価によって決め

られる場合が多い｡しかし,これは,建物の耐震性能を明らかにしたことにはならない｡耐震性

能とは,本来,建設地の嘩震危険度(例えばn年再現期待加速度)と建物の耐震性能(例えば変

形性能)との関係によって評価されるべきものである｡

建物の耐震性能を正確に評価するためには,建物の崩壊型および終局耐力を求めることはもと

より,そのときの変形および繰り返し変形能力を把握する必要がある｡建物の変形を正確に予測

することにより,二次部材及び仕上げ材等の変形追随能力の妥当性をはじめて評価できることと

なる｡建物の耐震性能は,建物全体で評価されることが望まれる｡

(3)耐震性蘭のデータベース化

個々の建物について耐震設計が行われているが,通常は,建物の耐震性能に関わる諸定数が開

示されることはない｡このため,一般的に建物は,どの程度の地震に対して安全であり,それを

超えた地震に対して,どの様な損傷が,どの部分に生じるのか,更に大きな地震に対しては,ど

のように崩壊するのか不明である｡これらのことは,基礎を含めた構造体ばかりではなく,設備

機器,給排水,仕上げ材等々におよぶ｡これらの事項に対して,地震後に調査するだけではなく,
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事前に把握できる情報をデータベース化することは,設計用の基礎資料の充実を図るだけでなく,

都市防災に役立ち,社会にとって有益な情報資源となりえる可能性がある｡

(4)地震後の対応

双方向災害情報システムにより,地震の発生徽 建設地で得られた地震動と,既にデータベー

スに格納されている建物情報を用いて地震時応答解析を行うことが可能になる｡この結果と,実

際の地震被害状況が一致していれば,任意の建物で,地震時に発生した損傷を推定することがで

きるようになる｡このことによって,現在,建築士の目視によって行われている建物被害ランク

の診断が,より客観的な指標によって行われることが可能となり,避難すべきか否かの安全性の

検証も,より正確に行うことが期待される｡また,時刻歴応答解析結果と実際の被害との間に帝

離があった場合には,いかなる要因によってそれが発生したかが問題となる｡しかし,この帝離

情報こそが,設計と実際の建物との帝離であり,これを埋めるデータとなりえるものであり,最

も重要な情報となると考えられる.同じ様な建物が並んで建っている際に,一方の建物では被害

が発生したのに対し,他方では,無被害である場合がある｡この様なケースに対しても,事前に

建物のデータベースが完備され,その場所での地震記録があれば,より詳細な検討が可能となる｡

従来の手法では,被害を受けた建物は,その被害状況を調査することにより,問題点を抽出す

ることが可能であるが,無被害であった建物に対して,何故被害を受けなかったのかを明らかに

することは困難であった｡無被害であった建物も,地震力が大きくなれば被害を受けたのか?逮

物の向きによって被害を免れたのか?これらは不明である｡これら無被害の建物に対しても｢双

方向災害情報システム｣と｢建物耐震性能データベース｣を結びつけることによって,検証を行

うことが可能になると期待される｡

(5)これからの耐震システム

従来の耐震システムは,建物全体でエネルギー吸収をすることを是としていた｡建物の耐震性

能は地震エネルギーを吸収できる容量であるという前提であれば,この考え方は正しいであろう｡

しかし,建物全体でエネルギー吸収するということは,建物全体が壊れるということも同時に意

味している｡建物の修復･再利用の観点からは,この考え方は適切なものとは言い難いであろう｡

これらを勘案すると,今後の耐震設計は,建物全体が制御されている,つまり損傷が発生する部

分が動的に制御される必要があると言えようo本来建物は,一度建設されたならば,以後は,供

用期間が終了するまで構造的にはメンテナンス･フリーであるべきである｡しかし,部材の履歴

により,地震エネルギーを吸収するのであれば,現在までに,履歴によりどれだけの損傷を受け

ており,これから,どれだけの地震エネルギーを吸収出来るのかを管理する必要がある｡

｢双方向災害情報システム｣によるきめ細かな地震･地盤情報の収集と建物の関係の把握と建

物耐震性能データベースの準備等により,建物の動的設計-の環境が整えば,個々の建物の正確

な耐震性能評価および地震被害予測が可能となり,耐震的に優れた街づくりが可能となろう｡
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4.5.4 ｢安震システム｣の水災害及び土砂災害情報システムとしての適用性(池田善考)

(1)水災害及び土砂災害情報システムの必要性

わが国は､地形･気候等の自然的特徴から災害を受けやすい条件にあるうえ､狭小な国土に超

過密社会を形成しているという社会条件が加わって､毎年のように水害や土砂災害に見舞われ､

貴重な生命･財産が失われている｡

特に､近年では､ 1時間に75mmから100mmを超える局地的な豪雨がしばしば観測されるよ

うになっており､都市部に局地的･集中的な豪雨が発生するため､災害につながっていることが

特徴として挙げられる｡例えば､平成10年8月末には､福島県､栃木県にまたがる広い域で､

時間最大90mm､累計1200-1300mm豪雨が発生した｡その結果､阿武隈川および那珂川水系

の中小河川で越水･決壊し､流域で浸水が発生した｡平成10年9月末には秋雨前線の影響によ

り高知県中部に記録的な豪雨となり､時間雨量110mm､日雨量630mmを記録した｡このため､

県内各地で土砂崩れが､国分川では越流が発生し､家屋浸水などの被害が続出した｡平成11年6

月末は九州北部を梅雨前線豪雨が襲い､観測史上最大の約80mmnlrの降雨を記録した.このた

め福岡市内を流れる御笠川が氾濫し､流域に大きな被害をもたらした｡越流水は道路を流下し､

建物の地下室に流入したため､溺死が発生したことは記憶に新しい｡中部圏では､平成12年9

月の東海豪雨により､あし原地区で新川堤防が決壊し､同地区一帯に河川水及び土砂が流出した｡

天白川では堤防は決壊しなかったが､内水排除ができなかったために浸水した｡

地震による災害は､急激かつ衝撃的であるため､住民に有無を云わせない強烈なインパクトを

与える｡一方､豪雨による水害または土砂災害では､住民が社会生活を続ける中で､危険性が徐々

に累積的に高まるため､危険性とともに生活を維持していたり､危険性が認識されない場合もし

ばしば発生している｡このような進行災害に対して､発生前に住民に避難行動や災害支援を求め

ることは､人間心理･行動の観点からみて非常にやっかいである｡多くの住民は､最初こそ雨や

風の強さに多少不安を感じていても､しだいに心理的な慣れが生じ､それがあまり気にならなく

なる｡この結果､関係機関がいくらきめ細かい気象情報を流しても､住民が｢また出た｣とか､

｢どうせたいした災害にならないだろう｣と思いこみ､避難･防災効果が期待できないことにな

る｡

例えば､東海豪雨後に名古屋市が実施したアンケート結果によると､避難勧告を聞いたとき｢身

の危険を感じなかった｣と6割以上が回答し､実際避難したのは16%だった｡その理由として｢自

宅にいた方が安全｣ ｢避難するほど大きな被害ではない｣と思った人が多く､ ｢家族に体の弱い人が

いて連れ出せなかった｣と答えた人もいたo

これに対処するためには､従来のトップダウン的な情報提供ではなく､市民の防災意識を高揚

しておき自主的､共同的な防災活動の基盤を醸成しておくことが地震災害以上に求められている｡

本プロジェクトで提案した｢安震シ子テム｣は､ボトムアップ的な災害情報流通のフレームワーク

を提供するものであり,平常的においては､訓練を通じた防災意識を向上･啓発し､非常時にお

いては産･官･民をつなぐ防災情報の案内板として機能し､住民の自主的･共同的な防災活動を

もたらすものと推定する｡
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(2) r安震システムJの水災害及び土砂災害情報システムとしての可能性

｢安震システム｣の地震災害情報システムとしての有用性は前項までに述べてきたとおりである｡

ここでは本システムの水災害及び土砂災害情報システムとしての適用性を検討する｡

自然災害に関する情報は｢自然｣､ ｢人工物｣､ ｢人｣の3要素から構成されており､地震災害､水

災害及び土砂災害のいずれにも共通している｡図4.5.4.1に主要災害発生の構造を示したが､ ｢自

然｣､ ｢人工物｣の2要素の中味が異なっている｡特に､ ｢自然｣は大きく異なり､地震災害では外

力は地震動で､水災害及び土砂災害では降雨である｡ ｢人工物｣についてはほとんどの事項が共通

であるが､水災害及び土砂災害で火災に関する｢人工物｣が不要であったり､住居地の高さに関す

る正確な情報が必要等が異なっている｡

災害

一次原因-[芸力拡喜]-外力-[芸設芸]-被害..罪
風水害

気圧配置

(気象)

地形.人工的な 風 風圧による損傷

地形(護岸.堤 雨.水位 堤防.護岸の決壊

防.ビル等) 潮位 湛水.洪水(高潮)

震災 地震

震央距離 地震動

津波

地震動.地盤破壊.液状化.土砂災害

地盤.地形

海岸.海底地形

等による損傷

火災延焼

湛水.浸水

火山災害 噴火

噴火地点からの

距離

地形

爆風.火山弾

溶岩流

火山灰

爆風.火山弾.溶岩流による損傷

農作物-の影響

風 噴煙 気候-の影響

図4.5.4.1主要災害発生の構造(土木工学ハンドブックより)

表4.5.4.1は以上の観点から､地震災害､水災害及び土砂災害情報システムに求められる基本

情報を整理したものである｡ ｢自然｣情報としての外力及びそれに対する応答と被害に対する｢人

工物｣情報が異なることを除くと､他の情報は全く共通している｡中味が異なる｢自然｣及び｢人

工物｣情報についても､データ構造は同じであり､対応項目の入換えにより､何れの災害情報シ

ステムにも適用できることがわかる｡

ハードウェア上からは､システムのフレームワークはそのまま活用できる｡異なるのは｢自然｣

情報としての外力及びその応答の観測手段であり､地震災害における地震計に水災害及び土砂災

害における雨量計及び水位計が対応する｡

最後に､ソフトウェア上からも､システムのフレームワークは同じであり､応答シミュレーシ

ョン及び被害シミュレーション手法が異なっているのみである｡

表4.5.4.2は以上の結果をまとめたものである｡表中の対応する項目を入れ換えれば地震災害

情報システムとしての｢安震システム｣は､水災害または土砂災害情報システムとなる｡対応す
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る項目をすべて具備させれば3種の災害の情報システムとなり､地震災害情報システムのみでは

活用頻度が低いことは歪めないが､活用頻度が飛躍的に向上すると推定される｡まさに､地震災

害に対する｢安震システム｣から､すべての災害に対する｢安心システム｣ -と発展し､市場規

模も大きく拡大することが期待される｡

表4.5.4.1地震災害,水災害及び土砂災害における対応項目

地震災害 水災害 土砂災害

項目 観測手段 項目 観測手段 項目 観測手段

莱

測

ま

た

は

外力 地震力 地震計 降雨 雨量計 降雨 雨量計

応答
地震動 地震計 河川水位 水位計､カメラ 河川水位 水位計､カメラ

液状化域 センサー.カメラ 浸水域 水位計 土砂流出量 センサー､カメラ

被害

建物

道路 帳票
建物

道路

人的

帳票 帳票 帳票

把

握

火災

人的

カメラ カメラ カメラ カメラ

予

測

応答 地震動シュミレーション 河川水位シュミレーション 河川水位シュミレーション

被害
建物被害シュミレーション

火災延焼シュミレーション
浸水シュミレーション 土砂流出シュミレーション
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表4.5･4･2 地震災害､水災害､及び土砂災害情報システムにおけるDB整備項目の対応性

i
トー

笠
1

項目 地震災害 水災害 土砂災害

基本情報

地図 数値地図(1/25,000､1/2,500) 数値地図(1/25,000､1/2,500) 数値地図(1/25,000､1/2,500)

地盤
地盤高(各地層境界) 地盤高(地表面高) 地盤高(地表面高)

土性(各地層) 土性(表層地質)

施設 建物(種別､築年数) 建物(資産価値) 建物(資産価値)

人口 人口(昼間､夜間数) 人口(昼間､夜間数) 人口(昼間､夜間数)

過去災害情報

外力 地震源(位置､大きさ) 降水量(各地点の時間雨量の経時変化､総降雨量の平面分布) 降水量(各地点の時間雨量の経時変化､総降雨量の平面分布)

応答 地震動 出水位(最大水位､洪水継続時間) 出水位(最大水位､洪水継続時間)

被害

地盤災害(液状化､斜面変状) 浸水被害(浸水域､浸水深) 土砂被害(土砂流出､斜面変状)

施設被害(建物､火災) 施酸被害(建物) 施設被害(建物)

人的被害(死亡者数､重傷､軽傷) 人的被害(死亡者数､重傷､軽傷) 人的被害(死亡者数,重傷､軽傷)

防災施設情報

避難所 避難所 避難所

病院 病院 病院

行政役所 行政役所 行政役所

警察署 警察署 警察署

消防署 消防署 消防署

給水施設 水防倉庫 水防倉庫

広域避難所 広域避難所 広域避難所

想定外力に対す

る被害予測結果

想定外力 地震源(位置､大きさ) 降水量(各地点の時間雨量の経時変化､総降雨量の平面分布) 降水量(各地点の時間雨量の経時変化､総降雨量の平面分布)

応答 地震動 出水位(最大水位､洪水継続時間) 出水位(最大水位,洪水継続時間)

被害

地盤災害(液状化､斜面変状) 浸水被害(浸水域､浸水深) 土砂被害(土砂流出､斜面変状)

施設被害(建物､火災) 施設被害(建物) 施設被害(建物)

人的被害(死亡者数､重蕩､軽傷) 人的被害(死亡者数､重傷､軽傷) 人的被害(死亡者数､重傷､軽傷)

観測外力に対す

る

実被害情報

観測情報 地震動 降雨量､河川水位､内水位 降雨量,河川水位

被害状況 施設被害状況 施設被害状況､出水状況､浸水状況 施設被害状況､出水状況,土砂流出状況

被害画像

地盤災害画像画像付加情報､移動軌跡 出水画像画像付加情報､移動軌跡 出水画像画像付加情報,移動軌跡

施設被害画像 浸水画像 土砂流出画像

火災画像 施設被害画像 施設被害画像

渋滞情報等 渋滞､寸断 渋滞､寸断 渋滞､寸断

観測外力に対す

応答 地震動 出水位(最大水位,洪水継続時間) 出水位(最大水位､洪水継続時間)

被害

地盤災害(液状化､斜面変状) 浸水被害(浸水域,浸水深) 土砂被害(土砂流出､斜面変状)

る被害予測結果 施設被害(建物､火災) 施設被害(建物) 施設被害(建物)

人的被害(死亡者数､重傷､軽傷) 人的被害(死亡者数､重傷,軽傷) 人的被害(死亡者数､重傷､軽傷)


